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序 

 

本報告書は、平成 28～令和 2 年度の 5 年間にわたって実施した課題解決型研究プログラム「自

然共生研究プログラム」の研究成果をとりまとめたものです。 

本研究プログラムは、生物多様性国家戦略に記された生物多様性 4 つの危機に対処するよう構

成されています。プロジェクト 1 が第 1 の危機 : 開発など人間活動による危機（破壊、乱獲）及

び第 2 の危機 : 自然に対する働きかけの縮小による危機（耕作放棄、里山の減少）に、プロジェ

クト 2 が第 3 の危機 : 人間により持ち込まれたものによる危機（侵入種、汚染）に、プロジェク

ト 3 が第 4 の危機 : 気候変動による危機）に対応しており、それらを統合的に解析するプロジェ

クト 4 が設置され、これらによる生物多様性の保全に基づき、プロジェクト 5 においては、森里

川海のつながりの保全を含む生態系機能・サービスの評価と持続的利用に取り組みました。 

これらの取り組みにより、生物多様性の保全においては生物多様性 4 つの危機への対処、持続

的利用においては生態系サービスの評価に基づく生物多様性の主流化に貢献することができまし

た。また、両者を統合する保全優先度を検討するツールを開発し、人口減少等の課題に対応した

保護区候補地の選定を行うとともに、生態系サービスと生物多様性を可視化し、トレードオフや

シナジーに基づく生態系の活用策を提案いたしました。これらの成果は、第 5 期中長期計画にお

ける新しい自然共生研究プログラムに引き継がれ、生物多様性の保全と持続的利用の両立を推進

するとともに、両立に向けた行動変容など社会変革へと発展を遂げています。 

本研究を行う上で、研究所内外の多くの方々にご協力・ご助言を頂きました。ここに深謝いた

します。 

令和6年3月 

 

国立研究開発法人 国立環境研究所 

理事長 木 本   昌 秀 
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1 プログラムの概要 

1.1 研究プログラム全体の目的、目標、構成等 

本研究プログラムは、生物多様性国家戦略に記された生物多様性 4つの危機に対処するよう構成されている（図

1）。プロジェクト 1が第 1の危機：開発など人間活動による危機（破壊、乱獲）及び第 2の危機：自然に対する働き

かけの縮小による危機（耕作放棄、里山の減少）に、プロジェクト 2が第 3の危機：人間により持ち込まれたものによ

る危機（侵入種、汚染）に、プロジェクト 3が第 4の危機：気候変動による危機）に対応しており、それらを統合的に

解析するプロジェクト 4が設置され、これらによる生物多様性の保全に基づき、プロジェクト 5においては、森里川海

のつながりの保全を含む生態系機能・サービスの評価と持続的利用に取り組んだ。本プログラムは、モニタリングや試

料保存などの基盤整備、大型施設の活用、生物・生態系分野の基礎研究、さらに他センターと連携して推進した。 

図 1 自然共生研究プログラムの構成 

1.2 研究の概要 

プロジェクト 1では、国際的なスケールと国内スケールの異なるスケールで生じる生物多様性・生態系の利用と管理

の問題を統合的にとらえて戦略的な解決策を提示するための基盤となる指標や手法の開発を実施する（図 2）。サブプ

ロジェクト 1では、鳥類を対象とした生物多様性フットプリント指標を算出するとともに、指標の精度や包括性を向上

させるために必要なデータ基盤整備・解析を実施した。すなわち、地球規模での高解像度の森林分布データを解析し、

絶滅危惧種の分布及び保護地域の空間情報と統合することで、森林減少による絶滅危惧種の影響を評価すると同時に、

保護区等の土地利用規制による介入の効果の定量化を実施した。各生物種の分布域内での保護区内外での森林減少率に

基づいた手法と、IUCNによる絶滅リスク評価カテゴリーの時系列変化を用いた指標（レッドリストインデックス）を

用いることで、信頼性の高い影響評価手法の検討を行った。森林減少が、ほ乳類、鳥類、は虫類、両生類いずれの陸生

脊椎動物分類群においても、絶滅リスクの上昇に強く影響していることを明らかにするとともに、保護区がどの程度絶

滅リスク低減に貢献できるかを国レベルで定量化した。さらに、地球規模の国・地域別の地理空間情報をデータベース
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としてまとめ、広域評価のための汎用的な基盤を構築した。サブプロジェクト 2では、無居住化集落において数十年ス

ケールの人口減少が生物多様性に与える影響が明らかとなり、それに基づく影響の広域評価や人口減少に対応した生物

多様性シナリオを構築した。また、無居住化の影響を最小化する保護区の最適配置を検討した。それらにより、将来の

人口減少が生物多様性に与える負の影響を最小化する人口分布の誘導策の検討が可能になった。また、人口減少に対応

した土地利用シナリオをWeb上で公開及び可視化し、人口減少下での生物多様性や生態系サービス評価に必要となる

基盤情報を社会に提供した。研究成果をもとに、国土交通省国土政策局総合計画課国土管理企画室に人口減少下の土地

利用について情報提供を行った。 

図 2 プロジェクト 1の概要 

プロジェクト 2では、外来生物及び化学物質の影響評価と、近年問題となっている野生生物感染症の感染拡大プロセ

ス及び生態リスクの解明、及びこれらの要因による影響の管理手法の開発を行う（図 3）。外来生物対策として特定外

来生物の新規防除手法を開発して防除マニュアルを策定し、侵入地域における防除システム運用試験を実施した。次に

農薬リスク対策としてハナバチ類に対する農薬の生態影響評価手法を開発するとともに、水生生物に対する農薬の生態

リスク評価手法の高度化を図った。またメソコズム試験法のマニュアル化及び地方レベルの試験運用を推進するととも

に野外環境における農薬残留分析を進め、生物多様性への影響を評価した。感染症対策として野生渡り鳥の鳥インフル

エンザ、野生イノシシの豚熱ウイルス、マダニが媒介する SFTS（重症熱性血小板減少症候群）、ニホンミツバチのア

カリンダニ、及び両生類ツボカビ菌の感染・寄生状況の調査、宿主特異性のメカニズム分析を進めるとともに、サーベ

イランス体制を強化し、リスク管理手法の開発を行った。 
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図 3 プロジェクト 2の概要 

プロジェクト 3では、気候変動・大気汚染などの広域環境変動に対する適応戦略に科学的根拠を与えるための生物応

答メカニズムの解明を行う（図 4）。広域環境変動に対する生物応答に関する基礎情報として、高山生態系の植物の形

質データ及び、沿岸生態系の生物（マングローブ・サンゴ礁・大型海藻）の分布情報整備を行った。また、大気汚染や

気温上昇が植物の生残や生育に及ぼす影響に関する基礎情報を既報データから収集し、データベースとして整理した。

さらに、温暖化や大気汚染といった環境変動が生物生態系に及ぼす影響のメカニズムを解明するための調査・計測を行

った。本プロジェクトでこれまでに収集した知見を広域評価へ展開するための手法の検討を行った。 

図 4 プロジェクト 3の概要 

環境変動

生物の生理応答・順化

（気候変動・大気汚染）

パフォーマンス変化

PJ3：広域環境変動に対する
生物生態系応答機構解明と適応戦略

・検証実験
・既存データ解析

・観測 現状把握
・既存データ解析

（分布域・数・物質循環）

生物のプロセスやメカニズムを考慮した将来予測

将来予測
・シナリオ解析

・シナリオ解析

研究スキーム

適応
計画

影響評価メカニズム解明

気温上昇

対流圏オゾン濃度上昇
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プロジェクト 4では、生物多様性の保全及び生態系サービスの持続可能な利用に向けた多面的な評価指標の総合的な

評価に基づく保全策実施対象地の適切な空間配置を支援するツールの開発を行う（図 5）。 

多面的な評価指標と保全対策の効果・コストを考慮した保全エフォートの配分・配置デザインを支援するツールとし

て、SecSelを開発し、ウェブからのパッケージ提供を開始した。SecSelは生物多様性・生態系の多様な要素それぞれの

半定量的な評価データから解析可能であり、コストや保護区の空間的なまとまり、同じ場所で両立しない要素について

考慮することができる。 

SecSelを応用して、他プロジェクト・プログラムと連携しながら、国立公園内の高山植生保全と生態系サービスの利

用に関する気候変動適応策、人口減少下での管理放棄に脆弱な種の保全、再生可能エネルギーの導入拡大と絶滅危惧植

物の保全、海洋保護区 EBSAに関する統合的解析を実施した。また、獣害対策のための捕獲努力量の空間配置を最適化

する統計モデルを開発して千葉県に適用した。これらの解析では、本プロジェクトで整備した絶滅危惧生物の生態特性

のデータベース及び全国スケールの土地利用図を活用した。 

絶滅危惧生物の生態特性のデータベースについては、絶滅危惧維管束植物 2,238種について、光条件や土地利用など

の生息環境など、特に脅威要因の特定や分布推定に役立つ特性を整備した。また、植物の遺伝構造に関するデータの収

集と電子データとしての整備を行い、整備したデータに基づいて、気候・地理変数による遺伝的多様性の代替指標の検

討を行った。また、全国スケールでの土地利用図について、最新の第 6～7回の植生調査に基づく土地利用図凡例を整

備した。 

図 5 プロジェクト 4の概要 

プロジェクト 5では、生態系間のつながりや持続性と地域で生じる時空間的な生態系サービス間の関係の分析、及び

多様な生態系サービスの持続的利用を目指した自然共生型流域及び地域管理策の提案を行う（図 6）。 

サブテーマ 1「霞ヶ浦流域における時空間の生態系サービス評価及びサービス間の関係に関する研究」では、環境

DNAメタバーコーディングによって取得された魚類の多様性に影響する要因について分析する。また、絶滅危惧種 IB

種であるアカヒレタビラ（Acheilognathus tabira erythropterus）の詳細な分布を環境DNAによって特定するために、種特

異的マーカーの開発を行う。さらに、茨城県霞ケ浦環境科学研究センターと共同で実施してきた霞ヶ浦の生態系サービ

ス評価について、論文として成果を取りまとめた。 
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サブテーマ 2「小笠原諸島の生態系の持続性に関する研究」では、小笠原諸島において引き続き現地調査を行ってサ

ンプルの収集・希少種の遺伝資源保存を行うとともに、小笠原諸島の水域生態系における生態系変化の特徴を明らかに

した。環境DNA分析を用いた水域生態系モニタリング方法についての提言を行った。複数の生態系構成種について、

ソースシンク個体群構造を推定し、保全単位の設定に貢献した。アンケート調査やヒアリング、行政文書の解析等を通

して、自然共生社会の基盤となる小笠原生態系へのニーズ、生物種の保全方法に関する意識を明らかにした。小笠原諸

島の生態系の形成過程を考慮した数理モデルを用いて複数の島の状態を再現し、それぞれの島の状態に応じた生態系管

理法についての提言を行った。また、今中期中に作成した 2種類の生態系モデル、生態系の成立過程を考慮したモデル

と考慮しないモデルの挙動を比較し、数理モデルを用いた生態系変化予測法を明らかにした。これまでの成果を統合

し、小笠原諸島における自然共生社会の維持について提言を行った。 

サブテーマ 3「河川と海のつながりを重視した流域生態系研究」では、上流、中流、下流の各地で開発が進み人為的

改変がなされた現在の流域生態系において特に河川と海のつながりに着目し、回遊魚類や汽水域生物の個体群維持と生

態系機能への影響を評価し、生物多様性保全と生態系サービスの持続的利用を目指す。具体的には、上流域でのダム設

置、中流域での土地改変、下流域での水門設置が個体群維持、生物多様性、生態系サービスへ影響する実態解明と GIS

を用いての影響評価を行った。 

上流域では魚道の無いダム湖に陸封された絶滅危惧種イトウが、ダム下流へ、また海へと分布を広げ、河川流域のメ

タ個体群を維持するための供給源となっているかどうかの仮説検証のため、北海道・狩別川上流においてマイクロチッ

プを内蔵した PITタグをイトウに装着し、産卵行動・回遊行動を記録し、耳石の分析結果の裏付けを取った。下流域の

防災を目的とした水門運用によって平常時は放水路と市内派川に約 1：9で分派している広島県太田川水系では水質構

造の特徴である塩分環境の違いと底質構造の特徴である泥質域の分布の違いに着目し、潮汐変動が水質構造と底質構造

の形成に及ぼす影響を評価した。併せて全域で生物調査を実施して河口堰の存在が生物多様性に及ぼす影響を確認し

た。絶滅危惧種を対象とした回遊環境の保全と再生の指標生物としてウナギに着目し、全国を対象とした生息環境の保

全の検討を行った。特に瀬戸内海流入流域圏における生息適地の実態把握として環境DNA分析とGIS解析を統合し、

流域圏環境に影響するビッグデータ（水質変化・移動阻害要因・生息適地の減少等）を一元的に管理して具体的な生息

地変容に関する時空間解析を行った。 

図 6 プロジェクト 5の概要 
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これらの成果に関して、生物多様性の保全と持続的利用の観点で図 7に示すようにとりまとめを行った。 

図 7 自然共生研究プログラムの成果の概要 



7 

2 研究の成果 

2.1 人間活動と生物多様性・生態系の相互作用に基づく保全戦略（プロジェクト 1） 

2.1.1 資源利用による生物多様性影響（サブテーマ 1） 

2.1.1.1 目的と経緯 

2010年に名古屋で生物多様性条約の締約国会議（COP）が開催されて以来、生物多様性の危機とその保全の重要性

は、国内においても広く認識されるようになってきた。「生物多様性」は、生物が長い進化の歴史を通じて形成してき

た状態: それぞれの生物の特徴や同じ場所・環境に生育・生息する生物の組み合わせ、また生物が中心となって形成さ

れる複雑なシステムである生態系の特徴などを包括的に指す概念であるため、単一の指標で生物多様性の全体像や変化

の傾向を知ることは容易ではない。しかし、古くからヒトが生物界の多様性を認識する単位として用いられてきた

「種」を単位として、生物多様性の現状を知ることは現在でも最も有効な方法の一つである。国際自然保護連合（以

降、IUCN）では、世界中の生物種がおかれた現状を継続的に調査・評価し、特に絶滅の危険性が高い生物種を、絶滅

危惧種として指定しレッドリストとよばれる生物種のリストに掲載する活動を実施している。2017年 9月時点のレッ

ドリストをみると、ほ乳類では、世界の推定種数 5,644種のうち 25%が、鳥類では、11,121種のうち 13%が、また両生

類にいたっては、世界の推定総種数約 7,696種のうち、実に 42%もの種が絶滅のおそれがある生物種として掲載されて

いる。レッドリスト全体では、25,062種が掲載されているが、魚類やは虫類、無脊椎動物や植物などでは、まだ評価自

体がされておらず現状が不明な種が多数存在するため、実際に絶滅の危機に瀕している生物種の数はこれよりもずっと

大きくなるはずである。このような世界規模での生物多様性の危機を引き起こしているのは、そのほとんどが人間活動

によるものである。特に、開発や農業などの土地利用の改変をともなう人間活動に影響受ける種（12,709種）や、狩猟

や漁業など直接的な生物利用をともなう人間活動に影響を受ける種（9,958種）は、非常に大きな割合を占めている。

また、近年では侵略的な外来生物や気候変動による影響も深刻さを増している。 

我々は日々の生活において、多くの製品を利用する。その製品の原料は多くが自然界から採取された資源に基づいて

いる。したがって、国内での製品利用や消費の影響は、必ずしも国内にとどまらず、国際的な物流を通じて国境をこえ

て波及する可能性があるといえる。たとえば、図 8には、パームヤシからとれるパーム油の利用の例を示した。パーム

油は植物油脂やせっけんなど、日常生活に広く用いられている。しかし、その生産のほとんどは東南アジアなどの海外

で行われている。パームヤシの栽培のために広大な熱帯雨林が伐採される。そのような土地利用変化は、そこに暮らす

生物に大きな影響を与える。したがって、生物多様性の保全を考える上では、国内に生育・生息する生物だけでなく、

国境を越えて波及する影響の下にある生物の保全も同時に考える必要があるといえる。本研究プロジェクトでは、この

ような、資源消費が地球規模でひきおこす生物多様性影響を生物多様性フットプリントという指標を用いて評価するこ

とを目指す。「フットプリント」とは直訳すれば「足跡（あしあと）」のことであるが、ここでは人間活動の影響を面

積に換算することによって測られる環境負荷を意味する。 

本研究では、利用可能な既存データを用いて、木材資源の利用量をそのために必要な森林面積に換算することで、鳥

類を対象として生物多様性への影響を定量化することを目的とする。さらに、指標をより高度化するために必要となる

地球規模の生物多様性データ基盤の整備及び解析を実施することを目的とする。 
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図 8 生物多様性フットプリントの概念図。矢印は資源消費によって生じる影響が連鎖的に波及する方向を示す。 

ある国における資源消費が、貿易と資源生産にともなう土地利用改変を通じて、 

最終的には資源生産国の生物多様性に影響を及ぼす。 

2.1.1.2 方法 

鳥類を対象とした木材利用フットプリントの定量化 

この研究では、世界規模での鳥類の分布や個体数のデータ、森林消失マップ、また世界の国の 2 国間の木材貿易デー

タから生物多様性フットプリントを計算した。具体的には、まず、（1）木材資源の生産量あたりに失われる森林面積

を推計する（図 8の例では（c）->（d）に相当）。次に、（2）森林面積の減少による鳥類の種ごとの絶滅確率の上

昇を計算する（図 8d -> e）。（1）、（2）の計算を木材生産国ごとにおこない、木材生産国が生み出している生物

多様性フットプリント（生産フットプリント: 図 8c -> d）を計算する。生産フットプリントは、自家消費用と輸出用

の両方の木材生産の影響を示す指標である。次に、（3）二国間の木材貿易量におうじて生産国から消費国への生産

フットプリントの再配分を行う（図 8b）。最後に（4）消費国ごとに、木材資源の輸入量に応じて生産国から配分

されたフットプリントを集計する（消費フットプリント; 図 8a）。この計算により、木材資源消費（図 8a）から生

産現場における生物多様性（図 8e）にいたる影響の連鎖が定量化されることになる。この研究では、鳥類の種の絶

滅確率をどれだけ上昇させるかで生物多様性への影響の大きさを測定しているので、集計された生物多様性フット

プリントは「何種を絶滅させるのに相当する影響があったか（種数）」が単位となる。 

指標高度化のための基盤構築 

前述のフットプリント指標をより高精度・包括的なものにすべく、森林資源のみならず、農業及び鉱業に関連する資

源利用の影響評価も行うため、これらの資源利用に起因する地球規模の土地利用改変の影響を定量化するための、衛星

画像の収集を行い、一部分析を開始した。具体的には、Terra 衛星に搭載された中分解能撮像分光放射計（MODIS）の

観測データから作成された 2002 年及び 2012 年の全球土地被覆分類図を分析し、当該期間内に、森林が減少した場所、

森林から農地に変化した場所等を特定し、国ごとにその総面積の集計を行った。さらに、米国メリーランド大学が提供

している Landsat 画像に基づいた複数年の森林衛星データ、MODIS Terra による全球土地被覆分類、PALSAR-2/PALSAR

森林・非森林マップ等、複数の全球森林分布情報の収集を行い、FAOの国別森林面積値との比較等による精度検証を

行った。最終的には、比較的よい森林面積の推定値を与える米国メリーランド大学が提供している複数年の森林衛星デ 

ータを用いることに決定した。 

また、生物多様性情報については、国際保護連合（IUCN）の提供する情報をもとに、影響評価対象種（脊椎動物、

植物）の地球規模での分布情報の収集と空間基盤情報化の作業を行った。具体的には、IUCNによる Red List of 

Threatened Species の最新版に掲載されたすべての生物種（亜種等の分類群も含む）について、分布国名、IUCNの分類

基準（過去の分類基準の履歴を含む）に基づいたHabitats及び Threats（危惧の要因、timing、scope、severity を含む）の

情報を付加し、IUCNの提供する約 15000 種の絶滅危惧種の空間基盤情報と統合し、データベース化を行った。そのう
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えで、土地利用変化（主として森林）と生物分布情報を地理情報システム（GIS）上で統合し、高い空間解像度

（50~100m程度）で土地利用変化が生物多様性に与える影響の定量化を行う基盤を整備した。 

 

2.1.1.3 結果と考察 

鳥類を対象とした木材利用フットプリントの定量化 

全世界を対象とした計算の結果、現状の森林減少が 2100年まで継続した場合、対象とした 525種の鳥類の 12%にあ

たる 62種が絶滅し、そのうちの 31%（19種）が木材貿易の影響であると算出された。図 9は、国別に消費フットプリ

ントから生産フットプリントの差を引いた値を示している。この値は、自国内での木材生産によるフットプリントに対

して、木材資源の輸入・消費によるフットプリントがどのくらい大きいかを示す。中国、日本、米国、韓国、メキシコ

は生産フットプリントに比して、大きな消費フットプリントを持つことが明らかになった。これらの国は、木材輸入を

通じて他国の生物多様性に大きな影響を及ぼしている国であるといえる。逆に、ブラジル、インドネシア、マレーシ

ア、エクアドル、ミャンマーは、消費フットプリントに比べて、大きな生産フットプリントを持つことがわかった。こ

れらの国は、輸出のために多くの木材を生産することで他国の消費に由来する大きな生物多様性の影響を受けている国

といえる。 

  

 

図 9 木材輸入により他国に与える影響と木材輸出により他国から受ける影響の差が大きい国。 

赤: 他国への影響大きい上位 5か国、青: 他国から大きな影響を被る上位 5か国を示す。1）を改変 

 

海外への影響が中国に次いで大きかった日本の影響をより詳しく見てみると、上記の熱帯諸国の鳥類の絶滅の確率を

高める一方で、自国の鳥類への影響は全体に対して 4%と非常に小さいことが明らかになった（図 10）。 
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図 10 日本の木材消費・輸入による将来的な絶滅種数が大きい上位 5か国。1）を改変。 

 

この結果は、日本の木材自給率が低いことが主要な起因であると考えられる。一方で、ここで得られた結果は、対象

とする生物が鳥類に限られること、また木材資源のみに注目したものであることなどの制約がある。現在わかっている

だけでも世界には 2万種を超える絶滅危惧種がおり、それらの生物種の存続を脅かす人為影響は、木材資源の生産だけ

でなく、農業による土地利用改変や鉱物資源の採取にともなう森林破壊など多岐にわたる。すなわち、より多くの生物

種や資源タイプを対象とした、より包括的な生物多様性フットプリントの測定を目指して研究を展開することが今後必

要である。さらに、必要な資源利用は維持しつつもどのように生物多様性フットプリントを世界全体として減少させる

ことができるかという問いに答えるための研究も展開も欠かせない。たとえば、前節で紹介した木材資源の場合には、

伐採面積あたりの生物多様性への影響が大きい熱帯林での伐採を減らし、代替的な場所で資源生産をするという選択肢

を考えることもできる。本プロジェクトは、日本のような資源輸入・消費国は、自国内での生物多様性保全のみなら

ず、資源消費によって負荷をかけている海外の生物多様性の保全に対してどのように責任を負っていく必要があるか、

また、生物多様性に配慮した資源調達や、資源消費はどのようにあるべきかといった社会的な議論に、科学的な根拠を

提供することに貢献するものである。 

 

高精度化のための基盤構築 

地球規模での高解像度の森林分布データを解析し、森林減少の実態を明らかにする地図化を行った。その上で、各国

が設置する保護地域の内外での森林減少の違いを比較するとともに、収集・統合した生物分布データを解析し、森林減

少にともなう絶滅リスクの評価手法の検討及び試行的な適用を行った。その結果、世界的にみて 3割以上の保護区

（PA）では、2000年から 2010年にかけて森林面積が減少していることが明らかになった。一方で、保護区外での森林

面積は 60%以上の国で減少が生じていた。 

保護区（PA）は、人為的な撹乱や森林伐採を防ぐため、生物多様性の保全に不可欠である。2010年の生物多様性条

約の愛知目標 11では、2020年までに世界の陸地の 17%を保護することが求められており、保護区ネットワークは世界

的に徐々に拡大している。また、目標 12では、種の絶滅リスクの低減、特に既知の絶滅危惧種の絶滅リスクの低減が

掲げられている。これらの目標は、陸域の生物多様性と生態系の保全と持続可能な利用を目指す SDGs15にも合致した

ものである。目標 11は、面積的にはほとんどの国で達成されることが確実であるものの、生物多様性保全に対する

「効果」の評価はまだ不十分な状態である。実際、UCNによる絶滅リスク評価カテゴリーの時系列変化を用いた指標

（レッドリストインデックス）を用いて集計したところ、多くの種について絶滅リスクの状況が悪化していることが示

された（図 11）。 
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図 11 分類群ごとのレッドリストインデックスの変化。値の減少は、絶滅リスクの状態が悪化したことを示す。 

 

さらに、保護区が森林の生息地の損失を抑制するかどうかを評価することで、世界の保護区が種の生息地の保全に与

える効果を調べた。特に、1）森林の変化と保護区を含む人間活動が森林の種の絶滅リスクに与える影響、2）森林の生

息地の転換を阻止するための保護区の有効性、について検討を行った。国際自然保護連合（IUCN）が提供する 10,000

種以上の陸域森林種の範囲マップ、2001年から 2010年の間の 30m解像度の森林減少マップ、IUCN World Database on 

Protected Areasから提供される PAマップのグローバルデータを統合し、レッドリストインデックス（RLI）を用いて評

価した種の絶滅リスクの時間的変化に対して、森林減少が影響を与えているかどうかを検討した。ここでは、IUCNの

レッドリストインデックスの経年変化を「絶滅リスクの変化」として扱った。絶滅リスクに影響を与える要因として

は、人間活動に関連するもの、すなわち、種の分布上の森林カバー率と森林面積の変化及び保護区の有無、種の特性に

関連するもの、すなわち、種の分布面積、森林以外の種の生息地の数、種の分布範囲の緯度を対象とした。階層ベイズ

モデルを用いて、これらの要因が森林種の絶滅リスクに与える影響を定量化し、森林生息地の減少防止に対する保護区

の効果を定量化した。 

その結果、1）哺乳類と鳥類では、森林被覆の増加と森林破壊の減少が絶滅リスクの増加を防ぐために不可欠である

が、両生類とは虫類ではそうではないことが示された（図 12a、b）。一方で、種の特性も種の絶滅リスクに影響を与

えており（図 12c、d）、これらの特性を考慮して保全を行う必要があることが示された。また、森林生息地の減少を

阻止するための保護区の有効性については、保護区は商業的農地への土地利用転換を阻止するのには有効である一方

で、林業や焼き畑などの地域の自給のための農業から生じる脅威を阻止するのには有効ではない可能性があることが示

された。全体としては、生物多様性の損失を抑制するために、保護区は効果的な役割を果たすと考えられた。一方で、

今回の結果は、森林保護区の効果が空間的・分類的に変化することも示唆している。したがって、効果的かつ効率的な

森林管理を実現し、種の絶滅のリスクを軽減するための計画を立てるためには、影響の種類を考慮し、生物多様性の時

空間的な影響を評価することが重要であることが示された。 
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図 12  階層的ベイズモデルで推定した回帰係数。各分類群への（a） 保護区カバー率（b） 森林変化率 

（c） 種の生息地の数（d） 種の分布域（e） 緯度の A効果を示している。

色は全体及び各分類群（クラス）を示す。外側のバーは 95%CI、内側バーは 90%CIを示す。 

2.1.1.4 まとめ 

本サブプロジェクトでは、鳥類を対象とした生物多様性フットプリント指標を算出するとともに、指標の精度や包括

性を向上させるために必要なデータ基盤整備・解析を実施した。すなわち、地球規模での高解像度の森林分布データを

解析し、絶滅危惧種の分布及び保護地域の空間情報と統合することで、森林減少による絶滅危惧種の影響を評価すると

同時に、保護区等の土地利用規制による介入の効果の定量化を実施した。各生物種の分布域内での保護区内外での森林

減少率に基づいた手法と、IUCNによる絶滅リスク評価カテゴリーの時系列変化を用いた指標（レッドリストインデッ

クス）を用いることで、信頼性の高い影響評価手法の検討を行った。森林減少が、ほ乳類、鳥類、は虫類、両生類いず

れの陸生脊椎動物分類群においても、絶滅リスクの上昇に強く影響していることを明らかにするとともに、保護区がど

の程度絶滅リスク低減に貢献できるかを国レベルで定量化した。さらに、地球規模の国・地域別の地理空間情報をデー

タベースとしてまとめ広域評価のための汎用的な基盤を構築した。 
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2.1.2 人口減少下での生態系管理戦略（サブテーマ 2） 

2.1.2.1 目的と経緯 

今後進行する人口減少下において、耕作放棄や草刈りの停止などの人為的働きかけの不足による生物多様性の劣化

（生物多様性第 2の危機）がより進むと考えられる。一方で、利用圧の低下が再自然化（Rewilding）の機会になりうる

ことも指摘されている。また、管理放棄の進行は放棄地と農地のモザイク化を促進し、鳥獣害の激化につながることが

懸念されている。管理放棄がもたらす人間社会への負のインパクトを軽減し、地域ごとの保全策の方向づけや空間的な

優先順位付けを行うためには、人口減少に伴う生物相の変化の解明と広域評価、管理放棄による景観変化の実態解明、

指標開発及び将来予測、そして農業生産に関する正負の生態系サービス評価を進める必要がある。 

そこで、本サブテーマにおいては、全国の無居住化地域における生物相の無居住化影響評価と広域評価、管理放棄に

伴土地被覆タイプの異質性を考慮した農地景観多様度指数の開発、複雑な農業景観が送粉や農業被害軽減に与える効果

の評価を実施した。 

 

2.1.2.2 方法 

無居住化が生物相にもたらす影響の解明と広域評価に向けて、国内における無居住化地域の現状を整理し、全国規模

で廃村後の生物多様性応答を把握するための調査設計を行った。全国各地から無居住化集落を含む調査エリアを選定し

（図 13）、チョウ類・植物類等の予備的な定量調査を実施した。 

 

図 13 チョウ類の調査エリアの分布 2） 

 

そして、全国規模で廃村後の生物多様性応答を把握するための調査を実施し、各生物分類群への影響の定量化を行っ

た。また、チョウを対象とした無居住化影響評価モデルから、種のハビタット特性をキーに無居住化した場合に失われ

る種多様性の大きさを地図化した。そのうえで、人の居住がなくなった地域での生物多様性・生態系の応答を把握する

ために、国内における廃村地域の研究により明らかにした各生物分類群への無居住化影響の情報と人口シナリオを統合

し、将来の人口分布に対応した無居住化影響のシナリオ分析を行った。全国の人口減少の速度を固定し、地域内人口分

布を偏在化・均一化した 2つの人口シナリオの下で無居住化がチョウ類の種多様性に与える影響を計算した。 
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無居住化地域における植生変化の実態解明のため、福島県会津地域をモデルケースとして放棄年代及び放棄直前の利

用形態の異なる放棄水田における成木及び幼齢木を対象とした植生調査、及びシードトラップ調査を実施した。無人化

による生態系規模での変化を定量化・予測可能にするために、広域的な植生高を定量化するための画像解析技術の開発

を実施した。また、管理放棄による里山の変化を広域で検出するため、衛星画像などから得られる広域の土地被覆デー

タから異質な土地タイプがバランスよく含まれている里山景観を検出するための農地景観多様度指数を開発した。ま

た、農林業センサスの個票データを用いて、水田を放棄する土地所有者の放棄決定要因を統計分析により明らかにし

た。人口減少を考慮した土地利用シナリオを構築するために、国内の土地利用及び人口動態・気候シナリオに関連する

空間データを収集整理した。国交省の公開する土地利用数値地図をもとに、過去（1976年、1987年、1991年、1997

年、2006年）の土地利用の変化を全国規模で定量化し、機械学習統計モデルを用いて、社会・環境条件からその変化

を説明するモデルを構築した。要因としては、標高・傾斜などの地質・地形条件及び人口を用いた。構築された統計モ

デル及び、人口の将来変化シナリオによる予測値を用いて、2050年までの全国規模での土地利用の変化予測地図を作

成した（図 14）。 

図 14 土地利用シナリオの構築手順（3）を改変） 

人口減少に加えて気候変動の影響を考慮したモデルを構築した。国内の土地利用及び人口動態・気候シナリオに関連

する空間データを収集・統合し、これらの諸要因を考慮した土地利用変化シナリオを出力した。人口減少に対応した土

地利用変化シナリオのWebGIS構築と出力データの一般への提供を開始した。 

人口減少が進む中山間地における生態系サービスの評価として、世界的な農業生態系における生態系機能に関する多

数の研究データのメタ解析から、里山のような景観の複雑さが送粉・害虫制御、さらに農業生産量の向上に寄与するか
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明らかにした。人口減少を考慮した土地利用シナリオ及びニホンジカの分布拡大予測を組み合わせ、人口分布に対応し

た農業被害の発生リスクの増加を予測し、人口の偏在化シナリオと均一化シナリオを比較した。また、人口減少が進む

北海道白糠丘陵において、トウモロコシを利用するヒグマ個体の空間分布を体毛の安定同位体比に基づき明らかにし、

農地との位置関係を明らかにした。 

 

2.1.2.3 結果と考察 

予備調査において記録した無居住化集落と近傍の有人集落における出現種と比較した結果、鳥類ではツバメやスズ

メ、チョウ類では、モンキチョウ、モンシロチョウ、ツバメシジミ、ベニシジミなど、いわゆる身近な種が、無人化集

落では出現頻度が下がる傾向が示唆された。そして、本調査の結果、チョウ類については、無居住化の負の影響を受け

る種は正の影響を受ける種よりも多いことが明らかとなった。さらに、負の影響を受けやすい種のハビタット特性は草

原や農地などに偏っていた。維管束植物についても、無居住化によって出現頻度が減少する種と増加する種の両方が存

在しており、特に、水田を主な生育地とする湿地性植物は、無居住化によってほぼ消失することが明らかとなった。種

のハビタット特性をキーに無居住化した場合の種多様性の損失・利得を、全種の出現確率変化の対数オッズ比の和と定

義して地図化した。その結果、中部地方、東北地方、北海道の都市周辺や郊外の中山間地において負の影響が大きいこ

とが明らかとなった。一方、関東地方など大都市圏については、もともとの種多様性の低さから影響は比較的小さいこ

とが明らかとなった（図 15）。 

 

図 15 無居住化による（a）種多様性の損失（Cumulative Loss, CL）と（b）利得（Cumulative Gain, CG） 2） 

 

全国の人口減少の速度を固定し、地域内人口分布を偏在化・均一化した 2つの人口シナリオの下で無居住化がチョウ

類の種多様性に与える影響を計算したところ、均一化シナリオに比べて偏在化シナリオの方が無居住化の負の影響が大

きくなることが明らかとなった。このことから、無居住化が生物多様性に与える負の影響を緩和する上で、人口分布を

均一に誘導することが有効であることが示された。 

放棄水田における成木及び幼齢木を対象とした植生調査を実施した結果、放棄年代が古い放棄水田では成木の生育が

顕著となる一方、成木の生育には放棄直前の利用形態の違いが影響を及ぼしていることが示唆された。また、成木が生

育している放棄水田では成木が生育していない放棄水田に比較し、幼齢木の種数が多いことが明らかになった。種子散

布量調査の結果、成木が生育している放棄水田では特に動物散布種の種子散布量が多い傾向にあった。その理由として
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は止まり木効果（鳥類などが樹木に滞在し、その際、種子を含んだフンなどを排泄することで樹木下では種子堆積量が

多くなること）が考えられた。生態学的に異質な土地タイプがバランスよく含まれている農地景観ほど高い数値を示す

農地景観多様度指数Dissimilarity-based Satoyama Index（DSI）を考案し、英文誌 4）上に公表した。この指数を用いて、水

田が失われた農地景観の景観多様度の評価を、水域と陸域の両方を用いる生物の視点から、より適切に行うことが可能

となった。農業センサスデータを分析した結果、農業から得ている収入が少なければ少ないほど、土地所有者が水田を

放棄する傾向にあることが示された。一方、生産的に不利な農業地域では水田が放棄されない傾向にあったことから、

直接的な利益が少ない地域においては日本型直接支払制度の効果が耕作放棄の抑制に有効である可能性が示唆された。

土地利用シナリオに基づく人口減少下の土地被覆面積の変化を予測した結果、人口減少の影響はすでに進行している水

田や畑地の減少の継続、それに引き続き 2020年代後半から住宅地の減少として顕在化し始めることが示された（図

16）。 

 

図 16 土地利用シナリオに基づく将来の土地被覆変化 3）  

 

人口偏在化・均一化シナリオに対応した土地利用シナリオを国立環境研究所のWebGISシステム「環境GIS」で公開

し、その数値データもオンラインで公開した（https://osf.io/a9qvy/）。これにより、人口減少が土地被覆の変化を介して

生物多様性・生態系サービスに与える影響を評価し、将来の地域の人口分布デザインを検討するための情報基盤をだれ

でも広く利用することができるようになった。 

https://osf.io/a9qvy/


 

17 

 

さらに、人口減少に加え、気候変動の影響を考慮したモデルを開発し、2100年まで土地利用を予測した。その結

果、気候変動の影響は水田以外の農地、森林、荒地で顕著であることが明らかになった。一方、その他の土地利用タイ

プ（水田・建物・その他人工物用地）は気候変動の影響は小さく、人口減少がより強い影響を与えていた 5）。 

世界スケールのメタ解析の結果、農地景観の複雑さが送粉昆虫や捕食性節足動物の種の豊富さを増加させ、送粉機能

や害虫制御機能が向上し、さらに農産物収量が向上することが明らかとなり、複雑な景観をもつ里山生態系を維持する

ことが農業における生態系サービスを向上することにつながることが示された 6）。また、土地利用シナリオに対応し

たニホンジカによる獣害リスク評価においては、両シナリオともにニホンジカの予測分布面積はほぼ同じであったが、

ニホンジカの分布域と重複する農地面積は均一化シナリオの方が 3395.2km2大きいことが明らかとなった 7）。トウモロ

コシを利用したメスは農地から 5km未満の範囲を利用する個体であったが、オスは農地から遠く離れた丘陵全域に広

がっていた。獣害対策が不十分な場合、人為由来の資源に依存するクマ個体が個体群全体に広がりうることが示された

8）。 

 

2.1.2.4 まとめ 

本サブプロジェクトでは、無居住化集落において数十年スケールの人口減少が生物多様性に与える影響が明らかとな

り、それに基づく影響の広域評価や人口減少に対応した生物多様性シナリオを構築した。また、無居住化の影響を最小

化する保護区の最適配置を検討した。それらにより、将来の人口減少が生物多様性に与える負の影響を最小化する人口

分布の誘導策の検討が可能になった。また、人口減少に対応した土地利用シナリオをWeb上で公開及び可視化し、人

口減少下での生物多様性や生態系サービス評価に必要となる基盤情報を社会に提供した。研究成果をもとに、国土交通

省国土政策局総合計画課国土管理企画室に人口減少下の土地利用について情報提供を行った。 

 

2.2 生物多様性に対する人為的環境攪乱要因の影響と管理戦略（プロジェクト 2） 

2.2.1 外来生物による影響評価と管理戦略（サブテーマ 1） 

2.2.1.1 目的と経緯 

外来生物による生物多様性の劣化は世界的な問題となっており、生物多様性条約第 8条 h項に、外来生物に対する加

盟各国の対策推進と国際連携の必要性が謳われている 9）。さらに 2010年に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条

約第 10回締約国会議 COP10においてポスト 2010年目標（愛知ターゲット）が採択され、そのターゲット 9には、2020

年までに外来生物の制御・根絶、生息地の劣化の抑制が掲げられた 10）。2005年から施行されている環境省・外来生物

法も 2013年に改正法が成立（2014年施行）し、必要な対応を行っているが、2019年に施行後 5年を経過することか

ら、施行状況について検討を加え、必要に応じて 2023年の法改正に向けて検討を重ねる予定となっている。国際的に

も国家としても外来生物対策が生物多様性保全の重点課題と認知される中、すでに国内に侵入し定着している外来生物

集団の駆除、及びグローバル経済の振興に伴う非意図的外来生物の侵入増加に対する水際対策の強化が求められてい

る。本課題では、すでに国内に定着し分布を拡大しているアルゼンチンアリ、セイヨウオオマルハナバチ、ツマアカス

ズメバチなどの外来節足動物集団の有効な駆除手法を開発し、地方自治体が主体となって防除を進めるシステムの構築

を目指した。また、ヒアリ・アカカミアリなど、海外からの輸送資材に紛れて国内に持ち込まれる非意図的外来昆虫類

の早期発見・早期防除手法を開発して、水際対策の強化に貢献することを目指した。 

 

2.2.1.2 方法 

2016年度には特定外来生物アルゼンチンアリ・セイヨウオオマルハナバチの防除マニュアルを策定し、侵入地域に

おいて普及啓発を進めるとともに地方自治体と連携して防除システム運用試験を実施した。また、ツマアカスズメバチ

の新規防除手法として、巣に薬剤を持ち帰らせて巣内の女王及び幼虫類を駆除するためのベイト剤を開発した。 
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2017年度にはアルゼンチンアリ・セイヨウオオマルハナバチの防除システム運用試験を継続した。また、対馬にお

いてツマアカスズメバチの新規防除手法「蜂の巣コロリ」の実用化試験を行った。さらに、ヒアリ類に対する早期発見

技術の開発及び防除計画を構築した。 

2018年度は特定外来生物アルゼンチンアリ・セイヨウオオマルハナバチの侵入地域における防除システムの実装を

図った。ツマアカスズメバチに関しては新規防除手法の実用化試験を地域連携で行った。さらに、ヒアリ類に対する早

期発見技術の開発・普及及び環境省・自治体・企業と連携して防除計画を立て、実行に移行した。 

2019年度は特定外来生物ヒアリ・アカカミアリの早期発見技術、港湾における水際防除手法、及び営巣ステージに

おける防除手法の開発を進め、環境省及び自治体に技術提供を行った。ツマアカスズメバチに関しては薬剤防除手法の

改良を進め実用化試験を地域と連携して行った。さらに、関東地方及び中部地方の環境省・環境研・自治体の連携によ

るアルゼンチンアリ防除協議会を運営して、定着地域における計画的防除を進め、根絶事例の創出を目指した。 

2020年度は特定外来生物ヒアリ・アカカミアリ、ハヤトゲフシアリなど外来アリ類の早期発見技術、港湾における

水際防除手法、及び営巣ステージにおける防除手法の開発を進めながら、環境省及び自治体と共同で、日本各地の侵入

個体群の駆除事業を実施した。ツマアカスズメバチに関しては薬剤防除手法の実用化試験を地域連携で行い、効力を評

価した。さらに、関東地方及び中部地方の環境省・自治体との連携によるアルゼンチンアリ防除協議会を運営して、定

着地域における計画的防除を進めた。国際的な活動として、IPBES侵略的外来種アセスメントに参加して、国内外の外

来生物情報の整備を行い、情報提供を行った。 

 

2.2.1.3 結果と考察 

2016年度は、アルゼンチンアリ定着個体群に対して東京都、神奈川県、静岡県、大阪府、京都府、兵庫県及び岡山

県において環境省・自治体の恊働防除体制を構築して、防除マニュアルに準じて防除事業を展開した。その結果、すべ

ての都道府県において、個体群減少に導くことができた。それらの防除データを集計して、来年度の防除計画を各防除

事業主体にフィードバックした。セイヨウオオマルハナバチの暫定版防除マニュアルを策定して北海道庁に提示し、北

海道立環境研究センターが主体となって石狩浜での防除試験が開始された。ツマアカスズメバチの化学的防除手法開発

のための基礎データとして、在来スズメバチの幼虫を使った昆虫成長制御（IGR）剤急性成長阻害効果の試験を行い、

エトキサゾールの有効薬量を計算した（図 17）。また対馬における野外試験によって、薬剤入りの餌（ベイト剤）と

してキャットフードが有効であることが判明した（図 18）。2017年度より、IGRベイト剤の実用化試験を行うべく、

対馬市及び環境省九州事務所との恊働体制を構築した。 

 

 

図 17 在来種スズメバチ幼虫を用いたエトキサゾール薬効試験 
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図 18 対馬におけるツマアカスズメバチのベイト剤基質選択試験 

 

2017年度はアルゼンチンアリ定着個体群の根絶確認モデルを構築して（図 19）、本モデルを基に東京都の侵入個体

群について世界初の根絶確認を果たし、論文発表及びプレスリリースを実施した。さらに神奈川県、静岡県、大阪府、

京都府、兵庫県及び岡山県において環境省・自治体との協働防除体制のもとで、防除マニュアルに準じて防除事業を展

開し、すべての都道府県において、個体群減少に導くことができた。神奈川県については根絶が間近となった。セイヨ

ウオオマルハナバチの暫定版防除マニュアルに準じて、北海道立環境研究センター主体での石狩浜での防除試験を推

進、随時データを収集し、試験方針にフィードバックした。ツマアカスズメバチの化学的防除手法の実用化試験を行う

べく、対馬市において現地説明会を開催し、地域レベルでの防除試験に着手した。6月にヒアリが神戸港にて中国から

の輸入コンテナ内にて確認されたことを受けて、DNA技術を活用した早期発見技術の開発を行い、実験室レベルでの

検出を可能とした。定着した場合の防除手法開発のため、薬剤データを収集するとともに、ヒアリの生態情報に準じた

防除計画を構築し、環境省に提出した。 

 

 

図 19 東京都大田区における 2011〜2015年トラップデータから導かれた根絶確認モデル 
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2018年度はヒアリ対策として神戸市、愛知県、沖縄県の対策検討会に委員として参加し、マニュアル作成に協力し

た。薬剤メーカー連絡協議会を開催し、適用薬剤情報の整備及び有効薬剤の選定を行った。早期発見技術として LAMP

法によるヒアリDNA検出キットを作成し、全国 11機関で試験運用を行い、データを収集、キットの改良・高度化を行

った。完成品をプレスリリースして、全国の希望機関に配布した。中国・韓国のヒアリ対策部門と協議し、被害実態及

び防除技術の情報共有を進めた。アルゼンチンアリについては中部地方（愛知県・岐阜県）防除連絡協議会開催、環境

省・自治体連携の防除を開始した。ツマアカスズメバチ対策として、対馬市にて地域連携の化学的防除体制を構築し

た。セイヨウオオマルハナバチ対策として北海道自然研センターにて野外レベル薬剤防除試験を継続した。 

2019年度は早期発見技術として LAMP法によるヒアリDNA検出キットを改良し、小学生でも実施可能とした。全国

のテスト希望機関に無料配布を開始した。アリ類に対する個体レベルの薬剤効力試験手法を開発し、防除剤選定のため

のスクリーニング試験システムに導入した（図 20）。コンテナ内に市販のピレスロイド剤エアロゾルを噴霧すること

でコンテナ内のアリ集団を駆除できることを試験的に確認して、環境省にシステム導入を進言した（図 21）。アルゼ

ンチンアリについては 2012年に発見されて以降、地域連携で防除を進めてきた静岡県静岡市の定着個体群の根絶に成

功。東京都大田区の根絶事例に次ぐ、世界で第 2の根絶成功事例となった（図 22）。また、東京都大田区における防

除データに基づき、ベイト剤フィプロニルによる環境影響評価として、非標的節足動物群集の動態を解析した結果、ア

ルゼンチンアリ根絶後にベイト剤散布を中止すれば速やかに在来種群集が回復することを明らかにした（図 23）。本

結果により、今後の外来アリ類防除における環境影響評価の指標が導かれるものと期待される。ツマアカスズメバチ対

策として、対馬市にて IGR剤防除手法の野外試験を実施。コロニー防除の高い効果を再現できた（図 24）。 

図 20 ヒアリ急性毒性試験による各薬剤の薬効評価 
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図 21 市販ピレスロイド剤によるコンテナ内の外来アリ殺虫試験 

 

 

図 22 日本国内の地域別アルゼンチンアリ防除体制及び防除成果 
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図 23 アルゼンチアリ防除区における群集動態解析: 薬剤によって在来アリ類が一時的に減少しても、 

防除終了後には速やかに元の群集へと回復する 

図 24 対馬におけるツマアカスズメバチ野生巣の薬剤防除試験 

2020年度は、早期発見技術として開発・改良した LAMP法によるヒアリDNA検出キットを（株）ダスキンと共同

で、同社の港湾付近の全国 100支社に無料配布し、港湾地での調査を実施するとともに、実務レベルで利用する際の課

題抽出に取り組んだ（図 25）。在来アリを利用して、アリのコロニーレベルの薬剤効力試験手法を開発し、防除剤選

定のためのスクリーニング試験システムに導入した（図 26）。民間メーカーと共同で、ヒアリ同定用AIの開発を開始

した。東京都青海ふ頭、愛知県飛島ふ頭などで発見された野外営巣に対し、リモートを利用した遠隔指導による初期対

応を行った。ハヤトゲフシアリでは、福岡市においてフィプロニル液剤を利用した防除を指導し、6月以降個体数 0を

保った。アルゼンチンアリについては横浜地区の定着個体群がほぼ根絶状態となり、その他の地域についても、分布エ

リアの縮小に成功した。一方、新規の侵入個体群も発見されており、引き続き現地での防除指導を行った。ツマアカス

ズメバチ対策として、対馬市にて IGR剤防除野外試験を対馬市主体で実施したが、台風の影響で十分な試験用野生巣

の確保が困難であった。民間メーカーと共同で有効なベイト剤開発も開始した。日中韓生物多様性合同会議に出席し、
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ヒアリ・アルゼンチンアリ・ツマアカスズメバチの早期発見・防除技術の情報共有を行った。IPBESやCBDなどが主

催する国際会議に参加し、侵略的外来種の情報提供と国際的な外来種管理への提言を行った。 

 

 

図 25 ヒアリ早期発見のための LAMPキット開発及び全国検査体制の確立 

 

 

図 26 アリ類のコロニーレベル室内毒性試験システムの確立 

 

2.2.1.4 まとめ 

アルゼンチンアリの地域連携防除システムは順調に実装され、関東地域における定着集団の防除はほぼ完了しつつあ

る。今後、防除システムを全国で強化することで全国レベルでの根絶も可能と考えられる。これは世界的にみても貴重

な成功事例となる。ヒアリやハヤトゲフシアリなどの侵入初期段階の外来アリについても、有効な検出技術及び防除技

術を早期に確立し、全港湾に実装配備できたことや、中国・韓国に対して情報共有が果たせたことは、大きな成果と考

える。一方で、セイヨウオオマルハナバチ定着個体群の薬剤防除については地域のNPOや市民レベルでの薬剤防除に
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対する合意形成が滞り、市町村レベルの小規模での野外試験に留まっており、今後、薬剤リスクに関するリテラシー向

上及び製造者・販売者といった製造者責任にかかるステークホルダーも巻き込んだ防除体制の強化が望まれる。 

 

2.2.2 農薬による影響評価と管理戦略（サブテーマ 2） 

2.2.2.1 目的と経緯 

近年、世界的にネオニコチノイド農薬による生態影響が議論されている。本系統剤は、植物体の根から吸収されて植

物体内に移行・蓄積することで、吸汁性害虫の加害を抑制するという特性を持ち、様々な農作物で広く適用されている

11）。一方、本系統剤の広域使用が害虫以外の生物相に悪影響を及ぼしている可能性が 2010年頃より世界各地で指摘さ

れている。欧米では、ハナバチ類の減少要因として本系統剤が疑われており、EUは 2013年よりネオニコチノイド系農

薬数剤の使用禁止措置を継続している 12）。国内においては、本系統剤はイネの苗箱に粒剤処理をして、処理苗を水田

に植えることで害虫を防除する「箱苗施用剤」として多用されており、水田及び周辺水系における水生生物に対する生

態影響が懸念されている。特にトンボ類が 2000年代以降急速に減少しているとされ、ネオニコチノイド農薬の普及率

と相関があると指摘されている 13）。里山生態系の象徴的生物でもあるトンボ類の減少は研究者・政策関係者のみなら

ず、一般の関心も高く、EUを倣ってネオニコチノイド農薬の使用停止を政策に求める声が高まっている。一方、野生

のトンボ類減少には農薬以外の環境要因も多数関与していると考えられ、また実際の圃場においては殺虫剤のみなら

ず、殺菌剤・除草剤など様々な薬剤が使用されている。そのため、トンボ類の個体群動態とネオニコチノイド農薬の普

及率の相関関係のみから、ネオニコチノイド農薬による影響を判断することは難しい。同様に野生ハナバチ類の急速な

減少についても本剤との関連性が議論されているものの、これまでの研究は、比較的高い濃度での急性毒性、亜急性毒

性試験がほとんどであり、野外環境における低濃度曝露の影響評価は進んでいない 14）。さらに野生個体群減少と農薬

との関係を相関的に示した事例は多いものの、統計的な因果関係を示した事例は少ない。ネオニコチノイド農薬の規制

にあたっては、定量的データに基づく生態リスクの科学的な分析が強く求められる。本課題では野外におけるトンボ類

及びハナバチ類に対する農薬の整体リスクを農薬科学のみならず、群集生態学・景観生態学の観点からも科学的に検証

し、個体群減少要因の解明を図った。さらに、農薬の生態リスク低減のための管理手法を開発し、新しい時代の農薬管

理システムを行政に提言することを目標とした。 

 

2.2.2.2 方法 

2016年度は、マルハナバチ類に対する農薬のコロニー繁殖毒性試験法を確立し、ネオニコチノイド農薬の生態影響

を評価した。メソコズム試験法をマニュアル化して地方レベルの試験運用を推進した。野外環境における農薬残留分析

及びトンボ類の多様性評価を行った。水生生物に対する農薬の生態リスク評価手法の高度化を進めた。 

2017年度は、マルハナバチ類に対する農薬のコロニー繁殖毒性試験を推進するとともに野外における花粉中・花蜜

中の農薬濃度を測定し、ネオニコチノイド農薬の曝露影響評価のための基礎データを蓄積した。トンボ類の急性毒性試

験の高度化を図った。農薬の使用量と野生昆虫類の分布動態に関する地図情報を収集し、時空間的相関を分析した。 

2018年度は、野生ハナバチ類に対する農薬の曝露実態を定量的に評価して、ネオニコチノイド農薬の生態リスク評

価システム構築を図った。室内試験・野外調査・既存データ分析に基づきトンボ類に対する農薬の生態影響について因

果推論手法を活用して評価した。 

2019年度は、野生ハナバチ類に対する農薬の毒性評価及び曝露評価データの収集を行い、農薬取締法・生活環境動

植物登録基準設定におけるハナバチ類生態リスク評価システム実装に資する科学的根拠を収集した。トンボ幼虫を試験

生物とした長期曝露評価手法の開発を進め、農薬取締法における生態リスク評価手法の高度化を試行した。 

2020年度は、ミツバチの生理及び免疫に密接に関わるとされる腸内細菌に着目して、農薬の長期経口曝露がミツバ

チの腸内細菌に与える影響を調査するために、「腸内細菌をミツバチ個体間において均質化するための手法開発」「長

期飼育のための環境条件の整理」「農薬の選定と濃度設定」を行った。 
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2.2.2.3 結果と考察 

2016年度は、ネオニコチノイド農薬の生態リスク評価として、ハウス内コロニー毒性試験を実施した。市販のクロ

マルハナバチを女王 1匹、ワーカー30匹に調整して、ハウス内で放飼し、イミダクロプリド 200ppbもしくは 20ppb含

有する花粉を採餌させ、4週間飛翔個体数をカウントするとともに最終週に巣内のカースト成長状態を確認した。その

結果、200ppbで新女王生産・オス生産が阻害され、20ppbでも巣の成長に影響が出ることが明らかとなった（図 27）。 

 

 

図 27 ハウス内マルハナバチコロニーに対する花粉を介した農薬曝露試験 

 

農薬による水田生物多様性影響評価手法として、タンク式メソコズム試験法のマニュアルを策定して（図 28）、宮

城大学、新潟大学、福井県農業試験場、広島県総合技術研究所、及び佐賀大学においてマニュアルに準じた農薬試験を

実施し、得られたデータを回収して、統計解析を行い、地域別の生物多様性影響評価を行った結果、いずれの地域にお

いてもフィプロニルが水生生物相の種数・個体数の両方に大きな負の影響を及ぼすことが示された（図 29）。野外に

おける農薬のトンボ類に対する影響評価として、北海道、茨城、石川、福井、奈良、兵庫、佐賀の各都道府県における

水田周辺のトンボ類多様性調査及び農薬の環境中濃度の測定を行った結果、相対として北東地方ほどトンボ多様性が高

く、残留農薬濃度が低いのに対して、西南地方ほどトンボ多様性が低下して、残留農薬濃度が高い傾向が示された（図

30）。ただし、統計的には有意な相関関係は認められなかった。今後、農薬の影響を単離するためにはトンボ類の自然

分布情報及び調査地における環境パラメータ分析も行い、交絡因子を明らかにする必要があると考えられた。 
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図 28 タンク式メソコズム試験法 

 

 

図 29 タンク式メソコズム試験地。いずれの試験地においてもフィプロニル投与区で 

生物群集に負の影響が示された。 
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図 30 日本各地のトンボ個体数及び農薬残留濃度の定点調査結果 

 

2017年度は、ネオニコチノイド農薬の生態リスク評価として、2016年度に引き続き、ハウス内コロニー毒性試験を

実施、薬剤を混入した花粉をワーカーに持ち帰らせることで、コロニー内生産に及ぼす影響評価を行なった結果、フィ

プロニルはイミダクロプリドよりも一桁低い濃度で生産に影響が出ることが明らかとなった。また、野外圃場に人工コ

ロニーを設置し、周辺植物花粉中及びコロニー内に集められた花粉中の農薬濃度及びコロニー内生産状態を調査し、花

粉を介した農薬の曝露影響評価を実施した結果、巣内の花粉塊から使用農薬の残留が確認された（図 31）。農薬によ

る水田生物多様性影響評価手法として、トンボのヤゴを対象とした急性毒性試験を実施し、OECD推奨試験生物オオミ

ジンコ及びユスリカ幼虫の感受性データを比較した結果、トンボ類の浸透移行性殺虫剤に対する感受性はオオミジンコ

よりも高いが、ユスリカよりも低いことが示され、急性毒性試験ではユスリカが最も高感度の試験生物と考えられた。

得られたデータを環境省中央環境審議会農薬小委員会に提出し、今後の農薬取締法改正の方針検討材料とした。 
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図 31 野外ナス圃場におけるクロマルハナバチ人工コロニーの農薬曝露試験。 

農薬処理をしたナスから花粉や花蜜を採餌した結果、巣内から残留農薬が検出されることが示された。 

2018年度は、茨城県内において、周辺環境（土地利用）が異なる地点にクロマルハナバチ人工コロニーを 2週間設

置し、回収後、巣内の巣材、花蜜、花粉における残留農薬量を分析した結果（図 32）、水田周辺の環境に設置したコ

ロニーから高濃度の残留農薬が検出された。そのほかの地点についても低濃度で残留農薬が検出され、マルハナバチが

農地及びその周辺の花資源を広く利用していることが示唆された。2017年度開始トンボ影響評価事業（推進費 4-1701: 

代表・五箇公一）として、北陸におけるトンボ個体群動態解析及び農薬使用量データとの相関関係を分析した結果、フ

ィプロニルによる野生トンボ類の減少リスクが強く示唆された（図 33）。これらの成果に基づく推進費プロジェクト

の中間評価結果はA+であった。環境省・中央環境審議会・農薬小委員会、同・水産動植物登録保留基準値設定検討

会、同・水産動植物登録保留基準設定の高度化検討会、同・農薬による昆虫類影響評価検討会に出席し、研究調査成果

に基づき、農薬取締法の改正に向けて生態リスク評価ガイドライン作成に貢献した。 
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図 32 クロマルハナバチ人工コロニーの野外環境別農薬曝露実態調査 

 

 

図 33 北陸 4県におけるアキアカネの個体群動態と農薬使用量の因果推論分析 

 

2019年度はハナバチ類全国分布データよりハナバチ類各種の分布規定要因特に農地依存度を推定し、種別の農薬曝

露リスクを評価した結果、ニセハイイロマルハナバチやクロマルハナバチは相対的に曝露リスクが高いことが示唆され

た（図 34）。急性毒性試験を拡大し、野性ハナバチ 8種類に対する急性毒性試験を行い、薬剤感受性の種間差データ

を収集した。その結果、薬剤ごとに感受性の種間差に変異があることが示された。イトトンボの試験生物化を目指して

室内累代飼育の自動化を確率した（図 35）。アキアカネ及びイトトンボのヤゴを試験生物とした 4週間半止水式曝露

による慢性毒性試験を行った結果、イミダクロプリド及びフィプロニルともに、慢性影響 EC50値は、急性毒性 EC50

値よりもワンオーダー低いことが示された。さらに行動異常、脱皮異常などの非致死的影響指標の抽出ができた（図

36）。成長時間がミジンコやユスリカより長いトンボ類の場合、慢性影響によって個体群が減少することが示唆され、

野外環境におけるトンボ類の農薬影響の実態と一致すると考えられた。気象庁生物季節観測を用いた全国レベルのトン

ボ分布消長データ解析より野生トンボ類の減少実態を明らかにし、農薬使用量データとの相関解析を通じて、ネオニコ

チノイド農薬が減少要因であることが示唆された。環境省・中央環境審議会・農薬小委員会、同・水産動植物登録保留

基準値設定検討会、同・水産動植物登録保留基準設定の高度化検討会、同・農薬による野生ハナバチ類影響評価検討会

に出席し、研究調査成果に基づき、農薬取締法の改正に向けて生態リスク評価ガイドライン作成に貢献した。 
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2020年度は、ミツバチ腸内細菌の均質化について実験法を検討し、羽化直後の個体に育児蜂を同居させる、あるい

は育児蜂から抽出した腸内細菌を投与することで達成されることが見込まれた。長期飼育の環境条件においては、適切

な個体数、温度、湿度、餌を絞ることができた。農薬の選定では、ネオニコチノイドをはじめとする殺虫剤 7種に加え

て殺菌剤 1種と除草剤 1種の計 9種を候補として挙げ、2週間の曝露で死亡するに至らない濃度の設定を行った（基盤

A: 坂本佳子代表）。 

 

図 34 正準対応分析によるハナバチ類各種の土地利用分析 
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図 35 イトトンボの簡易累代飼育システム概要（詳細マニュアルは個別に希望配布） 

図 36 イミダクロプリド及びフィプロニルの低濃度慢性曝露によるトンボヤゴの成長抑制。 

二剤とも、4週間曝露によってヤゴの大きさ（mm）が無処理区と比較して、小さくなっている。 

2.2.2.4 まとめ 

ネオニコチノイド農薬によるトンボ類に対する生態影響評価について、急性毒性試験では検出できない実環境レベル

での影響を検出することができた。特にトンボ類は卵、幼体（ヤゴ）、成虫という生活史ステージを経て一年間かけて

世代がサイクルしている昆虫であり、環境中の低濃度農薬の長期間曝露や、土壌中に残留する農薬の分解物などの曝露

によっても成長過程で影響を受けて、羽化に至らず、結果的に個体群の減少につながるリスクが試験データから明らか
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にされた。ハチ類に対する影響評価では、環境中における花粉や花蜜を介した曝露の実態を定量評価して、陸域におけ

る農薬生態リスク評価の必要性を提言することができた。 

2.2.3 野生動物感染症による影響評価と管理戦略（サブテーマ 3） 

2.2.3.1 目的と経緯 

病原体とされる微生物やウイルスも生態系の構成要素であり、地域ごとに、病原体–宿主生物間には共進化の歴史が

あり、固有の相互関係が構築されていることが示唆される 15）。病原体を本来の生息域から持ち出すことは、免疫や抵

抗性を進化させていない新たなる宿主との遭遇をもたらし、急速な感染拡大を引き起こすおそれがある 16）。グローバ

ル化が進む現代において、まさに人間及びその社会そのものが自然界から持ち出された感染症の新たなる標的となり、

感染拡大の脅威に晒されている。折しもこの原稿を書いている現在、新型コロナウイルス SARS-CoV-2が、全世界に蔓

延して、深刻な疾病被害と経済被害をもたらしている。このように近年、人間社会に突然出現する感染症＝「新興感染

症」のパンデミック・リスクに対する社会的関心が高まっているが、問題の背景に、生物多様性の破壊や外来種の持ち

込みなど、環境問題が深く関わっていることが議論され始めている 17, 18）。本サブテーマでは、毎年、養鶏業に甚大な

被害をもたらしている高病原性鳥インフルエンザ、養豚産業に大きな被害をもたらしている豚熱、ヒト健康に重大な病

害をもたらしているダニ媒介性の新興感染症 SFTS、ミツバチコロニーの世界的な減少要因とされる寄生生物・感染症

をテーマとして、感染拡大メカニズムの解明及び、有効なモニタリング手法及びリスク管理手法の開発をめざした。 

2.2.3.2 方法 

2016年度は、野生渡り鳥の鳥インフルエンザ感染状況サーベイランスを行った。鳥類の抗ウィルスタンパク質の発

現量調査を実施し、ウイルス感受性の評価を行った。ミツバチのアカリンダニの宿主特異性に関する生態的メカニズム

の解明を目指して感染実験・野外調査を行った。Nested-PCR法により、国立環境研究所でストックしている国内両生類

のスワブサンプル 1000検体について両生類感染症イモリツボカビ菌の感染調査を行った。野生動物感染症データベー

スの構築を開始した。 

2017年度は、LAMP法に基づき野生渡り鳥の鳥インフルエンザ感染状況サーベイランスを実施した。鳥類の抗ウィ

ルスタンパク質の発現量を測定する手法で、希少鳥類のウイルス感受性の評価を実施した。室内飼育実験によりミツバ

チのアカリンダニ寄生率におよぼす農薬曝露の影響評価を行った。Nested-PCR法により、新たに採集した国内有尾両生

類のスワブサンプルについて両生類感染症イモリツボカビ菌の感染調査を行った。マダニ SFTS（急性熱性血小板減少

症候群）の国内分布動態に関する情報収集を行い、地図化を図った。野生動物感染症データベースの構築を進めた。 

2018年度は、鳥インフルエンザ感染ルートのサーベイランスを継続するとともにリスクマップの高度化を図った。

世界各地の感染確認情報を収集し、GISデータを活用してイモリツボカビの分布予測を行った。マダニが媒介する

SFTSの希少野生動物に対するリスク評価システムの構築及び普及啓発を進めた。ミツバチに寄生するアカリンダニの

宿主特異性について行動生態学的手法を用いて解析を行った。 

2019年度は、鳥インフルエンザ感染ルートのサーベイランスを継続するとともにリスクマップの高度化を図った。

野外採集によりマダニ類の分布調査を進めるとともにダニ媒介性病原体のリスクに関する普及啓発を展開した。ミツバ

チに寄生するアカリンダニの宿主特異性機構を行動生態学・分子遺伝学的手法により解析した。ワンヘルスの概念に関

する文献情報を取集し、生物多様性劣化と感染症リスクの増大について普及啓発を図った。 

2020年度は、培養細胞を用いて、希少鳥類の鳥インフルエンザ感受性評価を実施した。鳥インフルエンザ感染ルー

トのサーベイランスを継続するとともに、温暖化による渡り鳥の越冬地北上を考慮した高病原性鳥インフルエンザリス

クマップを作製した。また、分子遺伝学的手法によるイノシシの豚熱ウイルス保有状況調査を進めるとともに、環境試

料（河川水、ヌタ場の溜水等）からの効率的なウイルス検出方法を開発した。マダニ媒介感染症予防のための薬剤選定

を行うために、フタトゲチマダニ室内飼育系統を試験生物として Topical法による急性毒性試験を行い、各薬剤の半数

影響濃度 EC50を求めた。マダニ類と感染症病原体の共進化を探るための基礎データ構築を目指して、日本全国からマ



 

33 

 

ダニを採集し、形態分析を行った上でDNA分析を行い、分子系統解析を行った。飼養ミツバチ及び野生ハナバチにお

ける病原体の網羅的解析を行うために、病原体検出法にかかる情報収集を行った。外来生物及び化学物質の影響評価

と、近年問題となっている新型コロナをはじめとする人獣共通感染症と生物多様性の関係について科学情報を収集して

生態学的分析を行い、普及啓発を行った。 

 

2.2.3.3 結果と考察 

2016年度は、鳥インフルエンザの調査について遡及調査として 2006～2010年に北海道で捕獲したシギ・チドリ類よ

り採取した総排泄腔ぬぐい液（1,332検体）を対象に鳥インフルエンザウイルスの遺伝子検出を試みた。その結果 2010

年に北海道コムケ湖で捕獲されたメダイチドリ（Charadrius mongolus）の検体がA型インフルエンザウイルス遺伝子陽

性となった（図 37）。また、H5亜型についても遺伝子検査を行ったところ陽性を示した。鳥類の抗ウィルスタンパク

質の発現量に関する研究については、新たに高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染が確認されたナベヅルとマナヅ

ルについて初代培養細胞を確保し、発現量解析の準備が完了した。もともとセイヨウミツバチに寄生していたアカリン

ダニが、近年ニホンミツバチにおいて蔓延し重症化している問題について、室内試験の結果、アカリンダニに対する感

受性が、セイヨウミツバチと比較してニホンミツバチで高いことが原因であるとの結論が得られた（図 38）。国立環

境研究所がストックしている全国 1,000地点の両生類皮膚スワブサンプルについて、イモリツボカビ菌のDNAサーベ

イランスを実施し、イモリツボカビ菌の陽性反応は認められなかった。野生生物感染症データベースについては、日本

野生動物医学会感染症対策委員会と連携して全国から関連情報の収集を行うことで合意が成された。 

 

 

図 37 2006年から 2010年に採集されたシギ・チドリ類のスワブサンプルに対する鳥インフルエンザ検査結果 
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図 38 室内レベルのアカリンダニ寄生実験 

2017年度は、8月から 9月に北海道の道東地域において、シギ・チドリ類を約 280個体捕獲し、A型インフルエンザ

ウイルス遺伝子検査用サンプルとして分析を行ったが陽性個体は検出されなかった。昨年度実施した遡及調査で、A型

インフルエンザウイルス遺伝子陽性となった、メダイチドリ（2010年に北海道コムケ湖で捕獲）の検体を対象に詳細

な遺伝子配列の解析を実施した。その結果、すでに報告されているH10N7に類似したA型インフルエンザウイルスで

あることが明らかになった（図 39）。鳥類の抗ウィルスタンパク質に関する研究については、昨年度培養に成功した

ナベヅルとマナヅルの初代培養細胞を活用し、両種のMx遺伝子のクローニング、遺伝子配列の決定及び三次元構造解

析に成功した。これらの情報は、ナベヅルとマナヅルの鳥インフルエンザウイルスに対する感受性評価に活用可能と考

えられた。ミツバチの気管に寄生するアカリンダニに対してセイヨウミツバチとニホンミツバチの間でグルーミング行

動による寄生回避率に差があり、ニホンミツバチの方が、回避率が低いことが寄生率を高めていることが判明した（図

40）。低濃度のネオニコチノイド農薬を経口曝露させることで、この回避（グルーミング）行動が活性化することが示

された。国内有尾両生類の皮膚スワブサンプルを PCR分析した結果、感染個体は確認されなかった。マダニ媒介性新

興感染症 SFTSの流行メカニズムの解明のために、野生シカ及びアライグマの抗体陽性個体の時空間分布動態を解析す

るとともに、NHKと共同で各地の飼い猫・ノネコにおけるマダニ寄生状況の情報収集を行い、地図情報として公開を

進めた（図 41）。野生生物感染症データベースについては、日本野生動物医学会感染症対策委員会と連携して全国か

ら関連情報の収集を行う体制の構築が完了した。具体的には全国を 6区分し、各区分に情報収集責任者を任命した。 
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図 39 シギ・チドリ類の鳥インフルエンザ検査結果 

 

 

図 40 ニホンミツバチ及びセイヨウミツバチ二種におけるアカリンダニ接種時のグルーミング行動の差 

 

 

図 41 全国獣医師に対する飼い猫のマダニ寄生状況に関するアンケート結果 
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2018年度は、推進費戦略課題（鳥インフルエンザ及び猛禽類の鉛中毒: 代表・大沼学）について、環境情報及び生態

情報を統合して高病原性インフルエンザの野生鳥類に対するリスクマップを作成した（図 42）。日本国内の有尾両生

類スワブサンプルからはイモリツボカビの感染個体は確認されなかった。ベルギー・ゲント大学との共同研究でイモリ

ツボカビ分布予測マップを作成し、論文発表した。マダニ科研費事業（基盤A: 森林総研代表）として、対馬猟友会と

共同でサンプル収集を開始し、野外マダニ薬剤防除試験の準備を進めた。またメディアを通じてマダニ媒介感染症リス

クの普及啓発を進めた。ミツバチのアカリンダニ寄生影響評価にかかる科研費事業（基盤 B延長: 坂本佳子代表）にお

いて、ミツバチ種間におけるアカリンダニへの感受性の違いにミツバチの形態的差異が関与している可能性が示唆さ

れ、その構造の違いを数値化した。 

図 42 鳥インフルエンザによる野生鳥類感染リスクマップ。赤系の色が強いエリアほどリスクが高い 

2019年度は、推進費戦略課題（鳥インフルエンザ及び猛禽類の鉛中毒: 代表・大沼学）については、オオタカ、ハヤ

ブサ、クマタカ等の培養細胞を活用して、高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染実験を開始した（図 43）。ま

た、メダイチドリから検出した鳥インフルエンザウイルスH10N7亜型について系統解析を行った。メダイチドリから

の鳥インフルエンザウイルスの検出は初報告となった。マダニ科研費事業（基盤A: 森林総研代表）として、全国のマ

ダニサンプルを収集し、DNA分析によるマダニ集団の地理的構造の調査を開始した。またメディアを通じてマダニ媒

介感染症リスクの普及啓発を進めた。ミツバチのアカリンダニ寄生影響評価にかかる科研費事業（基盤 B延長: 坂本佳

子代表）において、ミツバチの輸入プロセスに基づくアカリンダニの侵入・拡大経路の推定を行い、論文を投稿した。 
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図 43 培養細胞における Mx遺伝子発現量を指標とした鳥インフルエンザ感染症検査法 

 

2020年度は、推進費戦略課題（JPMEERF18S20105: 代表・大沼学）の成果として、オオタカ、ハヤブサ、クマタカ等

の培養細胞を活用して、高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染実験を行い、インターフェロン誘導遺伝子の発現パ

ターンに種差があることを確認した（図 44）。また、CSF推進費課題（JPMEERF20204G01: 兵庫県立大学代表）の成果

として、河川水中で少なくとも 1週間はウイルス遺伝子が断片化しないことを確認した（図 45）。生物多様性センタ

ーよりガンカモ類の生息調査データを入手し、種分布モデルを用いて現在及び温暖化が進行した気候条件下でのガンカ

モ類の越冬適地推定を行った。マダニ科研費事業（基盤A: 森林総研代表）として、DNA分析によるマダニ集団の地理

的構造の調査を開始した。これまでのところ、種ごとに地理的な変異が存在すること、一部の種は人為的要因による分

布拡大が示唆されること、形態分類では同定が困難な隠蔽種の存在が示唆されることなどが示された。マダニ推進費事

業（4-2005: 森林総研代表）として、殺虫剤 12剤についてマダニの急性経皮毒性試験の 48時間後死虫率から LD50値を

計算した結果、ピレスロイド系殺虫剤 1剤が薬効及び環境安全性の観点から有効な防除剤として選定された（図

46）。ハナバチ感染症網羅調査（基盤A: 坂本佳子代表）として、飼養及び野生ハナバチが保持する病原体の網羅的解

析を開始し、国内で未確認のウイルスの検出を認めた。新型コロナと生物多様性劣化の関係についてYouTube動画で

解説を配信し、16万回以上の再生回数を得た。小泉環境大臣直轄でポストコロナ社会のあり方に関する勉強会（五箇

勉強会）を開催し、環境省における人獣共通感染症対策強化を課題の一つとして提言した（図 47）。 
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図 44 培養細胞を用いた鳥インフルエンザウイルス感染実験における各種鳥類の Mx遺伝子発現量の差 

 

 

図 45 環境試料中からの豚熱ウイルス検出法コンセプト。本技術により、豚熱ウイルスの DNA断片を高確度で 

検出できることが明らかになったことからプロトコル化して全国レベルの調査に活用することを目指す 
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図 46 マダニ急性経皮毒性試験の概要及び、国立環境研究所及び森林総合研究所内の 

野外試験用に確保されたフィールド 

図 47 2020年 8月に 3回にわたって開催された環境大臣主催の勉強会メンバー 

2.2.3.4 まとめ 

鳥インフルエンザの侵入リスク予測の地図化も進み、サーベイランス体制が一層強化できた。また希少鳥類に対する

感染リスク評価を培養細胞で可能とするシステムが構築できたことは、保全生態学上の意義が大きい。また豚熱の流行

に対しても迅速に対応して、環境試料（土壌や水）からウイルス RNAを検出可能としたことは、今後のサーベイラン

ス及びリスク制御に対して大きな技術貢献となる。マダニ媒介感染症 SFTSの分布拡大は、深刻な問題となっており、

生活環境におけるマダニ発生例が増加する中で、緊急防除として化学的防除（薬剤防除）技術の開発は、重要な成果と

なると考えられる。次期中期計画においては野外環境における薬効評価及び環境影響評価も実施して、防除技術の実装

を目指したい。ミツバチの感染症は、世界的なミツバチコロニー不足の原因の一つとして注目されており、外来寄生生

物や農薬による生理学的影響に関して詳細かつ広域に分析していくことは、ポリネーターの保全を進める上で、重要な
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課題となる。この研究課題を通して、生物多様性劣化とグローバリズムが新たなるパンデミックをもたらすことは我々

も警告と普及啓発を進めてきていた中で、奇しくも 2020年 1月に新型コロナのパンデミックが始まり、感染症の生態

学という医学・獣医学・生態学・進化学という領域横断型の研究の展開が喫緊の課題とされている。当研究所において

もさらなる研究の強化が求められる。 

2.3 広域環境変動に対する生物・生態系応答機構解明と適応戦略（プロジェクト 3） 

2.3.1 生物データ収集と整備 

2.3.1.1 目的と経緯 

長期観測により、気候変動や大気汚染といった広域にわたる環境変化が報告される中、これらが生物・生態系へ及ぼ

す影響を明らかにして科学的根拠に基づいた適応策を構築することが求められている。本プロジェクト「広域環境変動

に対する生物生態系応答機構解明と適応戦略」では、生物多様性と気候変動の観点において特に影響が懸念されている

高山生態系、熱帯・亜熱帯沿岸生態系、及び維管束植物全般を研究対象とした。 

低温・低気圧・高紫外線という極地環境に適応した生物で構成される高山生態系は、氷河期の遺存・固有種の生育生

息地として生物多様性の面から重要視されている。低温環境に適応した生物・生態系であるため、気候変動に伴う気温

上昇に対して比較的大きな応答を示すことが懸念されている。マングローブやサンゴ礁を含む熱帯沿岸生態系は、干潟

沿岸というエコトーンに適応した生物で構成されており多様な希少生物の生息域として重要視されている。また、マン

グローブには高い炭素貯留機能があるとともに沿岸保護機能があることが明らかになりつつあり、気候変動緩和と適応

の双方から重要視されている。サンゴ礁にも高い沿岸保護機能があることが示されているが、気候変動に伴う水温上昇

による白化現象や、高CO2による海洋酸性化の影響が緊急課題として懸念されている。維管束植物は、生態系の一次

生産者としての役割を担っているが、多くは固着性で移動することがないため、生育地に起きる環境変化の影響を受け

続ける。環境変化が植物の代謝機能（光合成や呼吸）や生存に及ぼす影響を明らかにすることは、生態系全体の生産性

への影響評価を行う上で必須である。本課題では、広域環境変動が上記対象生物と生態系に及ぼす影響を評価するため

に不可欠な基盤データの収集と整備を行うことを目的とした。 

2.3.1.2 方法 

（A）高山生態系 

青海チベット高原を対象に、草本植物（93科 1,042属 5,116種、134県）及び木本植物（111科 1,957種、134県）の形

質データ（生育様式・形態・色・繁殖フェノロジー）を分布位置情報とともに収集整理した。また、青海チベット高原

における環境情報として、標高・気温・日照・降水を収集整備し、繁殖器官の色と環境因子との関係を解析した。 

（B）沿岸生態系 

沿岸生態系の基盤情報を整備するため、入手可能な地形データを精査し、ESRI標高データ（空間解像度 90m）を選

定した。同データを基に、標高 0mを海岸線として全球海岸線ポリゴンデータを作成した。重点地域として解析を進め

た熱帯亜熱帯地域（40˚S-40˚N）については、より詳細な解像度を持つ SRTM Water Body Dataset（空間解像度 30m）を基

に海岸線ポリゴンデータを作成した。全球マングローブ・藻場・サンゴ礁生態系分布GISデータを収集整理し、上記で

作成した海岸線に合わせて成型した。 

（C）サンゴと大型海藻 

サンゴと大型海藻（国内温帯域の代表的なコンブ類・ホンダワラ類）に関して、種の在不在及び現存量（重量または

被度等）に関する文献を収集し、Darwin Core形式でデータ整備を行った。種名に関しては最新の分類体系を用いてシ

ノニムを整理した。図 48にデータベース構築フローチャートの例を示す。また、市民参加型の「日本全国みんなでつ

くるサンゴマップ」（https://www.sangomap.jp/）を運営し、サンゴの白化に関するデータ収集を行った。 

https://www.sangomap.jp/
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図 48 文献からのサンゴ種の出現データの整理に関するフローチャート 

 

（D）マングローブ 

マングローブが存在する 111の国とテリトリ別に、それぞれの国・テリトリに存在する主要 74樹種を、文献（学術

論文・報告書・書籍）・ウェブサイト情報・調査データから網羅的に収集整理した。作成したデータを基に、標高と沿

岸傾斜角・生態系の組み合わせ・構成生物類似度指数（Jaccard）による生態系の類型化を行った。また、マングローブ

生態系の炭素貯留機能を統合評価するためのデータフォームを作成し、既存文献の整理を行った。既存文献から抽出し

たマングローブ生態系炭素貯留データに位置情報（緯度経度）を付与し、全球マングローブ炭素貯留機能の実測データ

マップを作成した。さらに、マングローブ炭素貯留量の推定モデルを地上部バイオマス・地下部ネクロマス別に検証し

た。各パラメータ値は、全球マングローブ分布GISデータを 10kmメッシュで区切り、各メッシュの中心点における値

を抽出した。なお、気象データにはWorldCLIMを用い、地形データには本研究で作成したデータを用いた。また、推

定の不確実性を評価するため、実測データ集から 7割のデータをランダムに選択して推定を行うプロセスを 100回繰り

返し、説明変数の選択頻度、推定値の変動、各変数の外挿の程度を算出した。 

（E）維管束植物 

大気汚染の光化学オキシダントの主成分であるオゾンが植物の生育へ及ぼす影響を評価するために選出したオゾンと

植物生長・代謝機能との関係に関する既報約 900報のうち、野外曝露実験の結果を中心に 116報から 321件のデータを

とりまとめた。その際、結果の把握や相互比較を効率的に行えるように、以下の項目等についてのデータを抽出し、デ

ータベース化した。 

1) 情報源（論文誌名・巻号・著者等） 

2) 調査・実験場所（国・地名、緯度・経度） 

3) 調査・実験方法（野外観察（抗オゾン薬（EDU）処理等）、野外曝露実験（フリーエアーオゾン曝露

（FAO）、オープントップチャンバー（OTC）等） 

4) 植物種・型（学名、系統名、広葉樹、針葉樹、C3草本、C4草本等） 

5) オゾン濃度（計測値、曝露濃度・時間等） 
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6) CO2濃度（計測値、曝露濃度・時間等） 

7) 影響評価（可視障害の有無、成長速度・光合成活性への影響等） 

なお、影響評価については、実験方法の違いにより、無処理（オゾン非添加）区やフィルターによるオゾン除去区等

を対象とし、それらの区における値との比較により得られた相対値を主に記載した。 

2.3.1.3 結果と考察 

（A）高山生態系 

チベット高原に分布する植物の花色と環境因子との関係を解析したところ、標高の上昇に伴い、紫花の割合が高く、

白花の割合が低下することが明らかとなった。また、花色の変化は年平均気温と日照量と高い相関を示していた。温暖

化に伴う気温上昇が、高山生態系の植生や花色の変化に影響を及ぼす可能性があり、繁殖器官の色の変化を通じて、植

物と繁殖を媒介する生物（ポリネーター）との相互作用にも変化が生じる可能性を示唆した。 

（B）沿岸生態系 

収集・整理した地形・生態系分布データを基に、全球沿岸域標高データの作成と低標高・低傾斜地域の抽出、全球河

川流域データ解析と河川影響指数による類型化及び沿岸生態系分布図（マングローブ・藻場・サンゴ礁）の作成と生態

系の組み合わせの類型化を行った（図 49）。台風や高潮・高波の襲来といった災害時に広範囲に被害を受けやすい緩

地形にはマングローブ林が分布しており、生態系を用いた適応策（グリーンインフラ）は効率的であることが示され

た。 

図 49 地形データ整備と類型化の例。 

（a）: 低標高（＜10m）の拡がり指数。暖色箇所は急峻、寒色箇所は緩地を示す 

（b）: 河川影響指数。赤い箇所は河川影響指数が高い 

（C）サンゴと大型海藻 

サンゴ、大型海藻の分布、在・不在データ及び現存量データの収集状況を図 50に示す。サンゴに関しては 1929年以

降、大型海藻に関しては 1887年以降のデータを収集することができた。整備したデータに関してデータベーパーを出

版し、データを公開した。白化に関しては、2004年 7月から 2016年 10月にかけて 668データを収集することができ

た。 
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図 50 サンゴ及び大型海藻の在不在及び現存量データの位置と数。Nはデータ数を示す。 

 

（D）マングローブ生態系 

マングローブ植物 74種の国別在情報について、5162の文献情報を網羅的に整理し、Jaccard類似度解析を行ったとこ

ろ、（1）Western indo-pacific・Central Indo-pacific・Eastern Indo-Pacificと（2）The Americas・West and Central Africaの 2つに

類型化できることが明らかとなった（図 51）。この 2グループ間では樹種の重なりが全く見られない。また、MDSチ

ャートの左上部（3）Central Indo-Pacific・Eastern Indo-Pacific・Western Indo-Pacificの一部とMDSチャートの左下部（4）

Western Indo-Pacificの一部でも類型化が可能なことが明らかとなった。（3）と（4）のグループでは、構成樹種は共通

のものがあるが、（3）から（4）に移動するにつれて樹種数が減少することが示された。 

 

 

図 51 マングローブ生態系の構成樹種による類型化。 

（a）: Jaccardの類似度指数による多次元尺度解析 （b）: 類型化された色分けと海流の向き（矢印） 

 

マングローブ生態系の炭素貯留量について既報データの整理を行い、実測値データベースを作成した。これにより、

計測値の地域が東南アジアと中南米に偏っていること、中東地域やオセアニア地域での計測値が少ないことが明らかと

なった（図 52）。マングローブ生態系のバイオマスとネクロマスを含む全炭素貯留量平均値は 887.2 MgC ha-1であっ

た。また、マングローブ生態系の貯留炭素の大部分は地下部にあり、その量は地上部のバイオマスや地下部表層の炭素

貯留量からは推定できないことが明らかとなった。本実測データを基に、計測値のない地域を含む全球の炭素貯留量を

推定するためのパラメータ解析を行ったところ、気温・降水・日照・風・潮位差・低標高地域の拡がり指数が規定因子

となっていることが明らかとなった。地上部バイオマスの推定モデルの変数では、年平均気温が高頻度で選択された。
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平均気温が高いほど、地上部バイオマスが高くなっていることから、植物の光合成能力や土壌養分を左右する微生物活

動といった、温度に依存するプロセスが関係していることが示唆される。地下部ネクロマスの推定モデルの変数では、

年平均気温と年平均日照量が高頻度で選択された。年平均気温が高く、年平均日射量が高いほど、地下部ネクロマスが

高くなっていることから、植物の一次生産（光合成）ポテンシャルと地下部の炭素貯留量に関係があることが窺える。 

 

図 52（a、b）; マングローブ生態系炭素貯留実測マップ。 

（c、d）; 推定モデルによるマングローブ生態系炭素貯留推定マップ 

 

（E）維管束植物 

アジア諸国や欧米において実施された野外曝露実験の結果を中心に、重要と思われる論文 116報から 321件のデータ

を抽出し、データベース化した。調査・実験方法については、野外観察とOTCによる野外曝露実験では、現時点での

オゾンの影響を主に調べているのに対し、FAOによる野外曝露実験では、将来オゾン濃度が上昇した場合の影響を予

測するための実験が行われていた。調査・実験の規模、期間、方法は様々であり、結果の相互比較には困難が伴うが、

現時点でも特に中国やインド等のアジア諸国において、オゾンによる障害が様々な植物種ではっきりと認められていた

（成長速度や光合成活性が 0～50%減少）。また、将来オゾン濃度が上昇した場合の影響予測についてはまだ一定の結

論を得るには至っていないが、オゾン FAO等の実験結果により、やはり大きな影響が現れることを示唆する結果が報

告されていることが明らかとなった。 

 

2.3.1.4 まとめ 

（A）高山生態系 

本研究で収集整備した高山植物の形質データにより、分布位置情報から推定される環境因子と植物の形質との関係を

解析することが可能となった。気候変動に伴う気温の変化や、植生の標高移動によって、植物の繁殖器官の色が変化す

る可能性があることが示された。 

（B）沿岸生態系 

全球の沿岸生態系を統一データで扱うことが可能となり、生態系の特徴を加味したカテゴリーごとに生態系機能を評

価し、将来影響予測が可能となった。 

（C）サンゴと大型海藻 

日本は南北に長く、気候変動にともなう分布シフトが観察しやすい地域である。本研究で構築・運用したデータベー

スは公開されており、サンゴと大型海藻の現在の分布に加え、過去からの気候変動等の環境変化に伴う変化の解明に活

用することが可能となった。 
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（D）マングローブ生態系 

本研究で収集整備したデータを用いて、マングローブ生態系の炭素貯留機能と環境因子との関係を明らかにした。整

備したデータは、多くの活用が可能となるように国立環境研究所配信のwebsite（Tropical Coastal Ecosystems Portal; 

https://www.nies.go.jp/TroCEP/index.html）から公開した。 

（E）維管束植物 

アジア諸国や欧米において実施された野外曝露実験の結果を中心に、重要と思われる論文 116報から 321件のデータ

を抽出し、データベース化した。本研究で収集整備したデータにより、影響予測モデルへの応用が可能となった。調

査・実験の規模、期間、方法は様々であるが、現時点でも特に中国やインド等のアジア諸国において、オゾンによる障

害が様々な植物種ではっきりと認められており、将来オゾン濃度が上昇した場合に大きな影響が現れることを示唆する

結果が報告されていることが明らかとなった。 

2.3.2 生物・生態系機能と広域環境変動 

2.3.2.1 目的と経緯 

生物多様性と気候変動の観点において特に影響が懸念されている高山生態系、熱帯・亜熱帯沿岸生態系、及び維管束

植物全般を対象に、下記の野外調査、操作実験及び理論研究を行った。 

（A）高山草原植物の地下部成長に及ぼす放牧と温暖化の影響 

チベット高原は周辺地域と比べて地球温暖化に伴う気温の上昇幅が大きいことが報告されている。この高原の 60%

以上の地域は草原性の植物に占められており、急激な温暖化がこれらの草原生態系に及ぼす影響が注目されている。こ

れまでの研究によって、チベット高原は植物の地下部が発達しており、土壌中に多くの炭素が蓄積されていることが示

されている。一方で、人口と経済活動の増加によって、家畜の放牧インパクトが、当該生態系全体の炭素収支や生物多

様性に及ぼす影響が懸念されている。高山生態系は寒冷であるため、植物の生長速度は他の生態系に比べて比較的遅

い。温暖化による気温上昇によって、植物の成長速度が増加する可能性がある一方で、放牧インパクトの増加によって

植物の生長速度が抑制されている可能性もある。本研究では、温暖化と放牧がチベット高山の炭素収支に及ぼす影響を

明らかにするため、長期模擬操作実験を行った。 

（B）サンゴと大型海藻に対する水温上昇の影響の検出と予測 

気候変動は水温上昇、海面上昇をもたらして沿岸生態系に影響を与える。水温上昇にともなうサンゴや大型海藻の分

布シフトは生物多様性の変化のみならず、漁業や観光に影響を与える。また、海面上昇は、サンゴ礁やマングローブ林

の防波機能に影響を与える。本研究においては、（1）サンゴと大型海藻に対する水温上昇の影響の検出と予測、（2）

サンゴ礁とマングローブ林に対する海面上昇影響の評価を行った。 

（C）マングローブ植物が熱帯・亜熱帯干潟生態系の窒素固定機能に及ぼす影響 

高い炭素貯留機能と沿岸保護機能を有することから、気候変動緩和機能と適応の双方の観点から注目を浴びているマ

ングローブ生態系であるが、マングローブ植物が生育地とする干潟域は、頻繁に繰り返される潮汐変動によって有機物

とともに窒素が海域へ流出するため、低窒素に陥りやすい特徴を持っている。窒素は植物の生育に欠かすことのできな

い必須元素であるため、生態系の一次生産機能（植物の成長）を支える重要因子である。低窒素な干潟で旺盛な生育を

示すマングローブ植物の窒素獲得機構の詳細については、これまで明らかにされてこなかった。本研究では、マングロ

ーブ植物の窒素獲得において、植物と土中の窒素固定バクテリアとの相利共生関係を検証することを目的とした。 

（D）植物呼吸速度の温度依存性キネティックモデルの開発 

植物は生態系の一次生産機能の主要な担い手であり、その生育は代謝機構（光合成と呼吸）で制御されている。ま

た、多くの植物は固着性であるため、気温といった生育環境の変化に応答・順化しながら生命活動を維持する機構を備

えている。植物の呼吸速度は温度が上昇すると早くなることが多いが、その温度依存性を調べてみると、いわゆる化学

反応に見られるアレニウス直線プロットから逸脱した曲線を描くことが多い。本研究では、植物の呼吸において ATP

合成と共役するシトクロム経路 CP末端の複合体 IV（COX）とATP合成と共役しないバイパス経路AP末端酸化酵素

https://www.nies.go.jp/TroCEP/index.html
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alternative oxidase（AOX）の双方で同時に酸素が消費されている過程に着目し、植物呼吸による酸素消費反応のキネテ

ィックモデルを用いて温度依存性のシミュレーションを行うことを目的とした。なお、ATP合成と共役しないバイパ

ス経路APは一見エネルギーの無駄遣いをしているように見えるが、多くの植物で活性酸素（ROS）を発生させるよう

なストレス環境下（強光・極端気温・高塩分など）でAOXの発現が見られることから、固着性植物の適応的な形質で

あることが示されている。 

（E）大気汚染が植物に及ぼす影響の機構解明 

生態系の中で一次生産者としての役割を担っている植物について、気候変動と大気汚染がその生産活動に及ぼす影響

とその機構を特に重要な課題として設定し、モデル植物であるシロイヌナズナを用いた分子遺伝学的研究を行った。こ

れまでの研究において単離した複数系統のオゾン感受性変異体の一つに、光呼吸系酵素のグリコール酸オキシダーゼ

（GOX）遺伝子の破壊が原因となっている系統があり、オゾン耐性へのGOXまたは光呼吸の関与が示唆された。そこ

で、その変異体について種々の解析を行い、オゾン耐性へのGOXの関与を確認するとともに、その関わり方について

の知見を得るための研究を行った。さらに、シロイヌナズナの完全長 cDNA高発現（FOX）系統群から、オゾン耐性を

示すものを 1系統単離し、その植物系統に導入された遺伝子を解明するとともに、その機能とオゾン応答との関係につ

いても解析した。 

2.3.2.2 方法 

（A）高山草原植物の地下部成長に及ぼす放牧と温暖化の影響 

実験は、チベット高原海北地区の高山メドウ（meadows）草原（37°37′N,101°12′E）で行った。実験草地は 40m × 40m

で比較的均質な草原を選んだ。赤外線擬似温暖化実験区（W）、放牧実験区（G）、赤外線擬似温暖化と放牧の複合実

験区（W×G）、及び温暖化と放牧ともに行わないコントロール実験区（CK）の 4理区（直径 3m円形プロット）を 4

反復ずつ設けた。放牧実験区において、初期 4年間は羊の放牧を行い、続く 4年間は人為による刈取り処理を行った。

各処理区において、土壌温度・湿度の観測を行うとともに、細根成長観測システム（BTC-100X and BTCI-CAP, Bartz 

Technology Corp. A）を使って、地下部の根の現存量・伸長速度・枯死速度の測定を行った。 

（B）サンゴと大型海藻に対する水温上昇の影響の検出と予測 

2.1.3.1のデータベースから、日本の温帯に出現する主要な海藻（コンブ類 8種、ホンダワラ類 22種）と造礁サンゴ

（12種）を対象とし、さらに魚類による藻場食害（3種）のデータを収集した。海水温上昇と海流輸送による分布変化

速度を説明するモデルを開発し、構築したモデルを用いて海藻、サンゴ、食害魚類の分布変化速度の大小関係を推定

し、海藻藻場からサンゴ群集への潜在的な移行確率を求めた。サンゴ白化に関しては、前節のサンゴ白化データベース

と、水温、光量、濁度など各種環境要因を対応するモデル構築を行い広域での白化予測を行った。また、サンゴ白化が

産卵に与える影響を明らかにするために、サンゴ卵に特有な反射率スペクトルを明らかにし、それに基づいて最近運用

が実現された衛星コンステレーション（多数の小型衛星の同時運用）による高頻度観測データを解析した。 

（C）サンゴ礁とマングローブ林に対する海面上昇影響の評価 

将来の海面上昇にサンゴ礁とマングローブ林が追随可能か、過去からの上方堆積速度と海面上昇速度を比較すること

により評価することができる。沖縄県西表島及びツバル国フォンガファレ島においてコアを掘削し、試料の年代測定を

行って過去からの上方堆積速度を求めた。 

（D）マングローブ植物が熱帯・亜熱帯干潟生態系の窒素固定機能に及ぼす影響 

マングローブ生態系を構成する代表的な植物であるヤエヤマヒルギ（Rhizophora stylosa）について、樹木近傍の土壌

窒素固定活性を調査した。沖縄県西表島船浦湾にて、3段階の生育ステージ（樹高約 1m・2m・34m）にある孤立木を

無作為に 3本ずつ選定し、調査木とした。各調査木の中心から 3方向へラインを引き、ライン上の土壌を 30cm間隔で

採取して土壌窒素固定活性を測定した。また、広域での検証を行うため、沖縄県西表島船浦湾のマングローブ林内から

海域へ全長 500mのトランセクトを引き、25m間隔に土壌窒素固定活性を測定した。また、各調査木の根近傍（根 5cm

圏内）及び非近傍（根近傍から 500cm地点）の土壌を採取し、nifH遺伝子を指標としてメタゲノム解析を行った。 
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（E）植物呼吸速度の温度依存性キネティックモデルの開発 

光合成産物の解糖により上流から流れてくる電子が、ミトコンドリア呼吸鎖電子伝達系の 2つの経路（CPとAP）で

同時に消費される過程（酸素の還元により水が生成する反応）を考慮した植物の呼吸速度（酸素消費速度）キネティッ

クモデルを作成した。作成したキネティックモデルに基づく酸素消費速度の温度依存性モデル（アレニウスモデル）を

解き、ミトコンドリア呼吸鎖の 2経路への電子分配と、各経路の酸素消費反応における活性化エネルギーを説明変数と

したモデル式を得た。ミトコンドリア呼吸鎖の 2経路への電子分配 αと、2経路の酸素消費反応の活性化エネルギー差

ΔEを変化させながら、実測される呼吸速度の温度依存性（アレニウスプロット）のシミュレーションを行った。さら

に、モデル植物シロイヌナズナ（Arabidopsis thaliana, Fei-0）を 2段階の気温下で生育させ、呼吸速度の温度依存性を計

測し、上記で作成したキネティックモデルでフィッティングを行うことで、検証を行った。 

（F）大気汚染が植物に及ぼす影響の機構解明 

オゾン感受性変異体は、シロイヌナズナの T-DNAタギング系統（Jack系統）群より、0.2ppmオゾン処理により葉の

可視障害が野生型（Col-6, gl1-1）よりも顕著に現れる系統をスクリーニングすることにより得た。分子生物学的解析に

より、本変異体では 2つのGOXアイソザイムに対応する遺伝子（GOX1とGOX2）が破壊されていることがわかり、こ

の変異体を gox1&2と名付けた。さらに、GOX以外の光呼吸系突然変異体として、グルタミン酸: グリオキシル酸アミ

ノトランスフェラーゼの破壊株（ggat1-1）とヒドロキシピルビン酸レダクターゼの破壊株（hpr1）の種子を、それぞれ

味の素（株）とドイツのロストック大学より入手した。また、シロイヌナズナ遺伝子強制発現系統（FOX系統）群の

種子を（国研）理化学研究所より入手し、野生型（Col-0）で可視障害の現れる 0.3 ppmオゾン処理によるスクリーニン

グを行い、可視障害の見られないオゾン耐性の変異体を得た。種々の生理学的解析には、主に播種後 2週間、人工光キ

ャビネット（光強度 100 µmol photons m−2 s−1、25 ℃、湿度 60%、14時間日長）で育てた実生を用いた。遺伝子発現解析

は葉から調整した RNAを用い、定量的RT-PCRで行った。光合成電子伝達系へのストレス解析にはクロロフィル蛍光

計（Junior-PAM、Heinz Walz GmbH）を用い、葉の気孔コンダクタンスはリーフポロメーター（Decagon Devices Inc., 

USA）により測定した。脂質酸化ストレスの指標である葉のマロンジアルデヒド（MDA）含量は、BIOXYTECH MDA-

586 ASSAY（OXIS International Inc., U.S.A.）により、またGOXの基質と代謝産物であるグリコール酸、グリオキシル酸

の含量は、LC-MS/MS（島津製作所）により測定した。 

2.3.2.3 結果と考察 

（A）高山草原植物の地下部成長に及ぼす放牧と温暖化の影響 

観測期間中、根の推定現存量、成長速度と枯死速度は年変動及び季節変動を示した。処理区による根の成長・枯死速

度の違いは小さかったが、コントロール処理区に比べて放牧処理区の方が高い傾向を示す場合も見受けられた。また根

の推定現存量は、温暖化処理区（W）でもっとも低く、温暖化と放牧の複合処理区でもっとも高かった。温暖化と放牧

の複合影響を評価するため、ANOVA解析を行ったところ、温暖化による根の現存量・成長速度と回転率への影響は小

さいが、枯死率に及ぼす影響が大きいことが明らかとなった。一方で、放牧及び温暖化と放牧の複合処理は上記の全て

に影響を及ぼすことが明らかとなった。共分散構造モデルによる解析により、温暖化と放牧は土壌温度を上昇させるこ

とで土壌湿度を低下させることが示された（図 53）。土壌温度の上昇は、根の成長と枯死速度を低下させていた。ま

た、放牧は直接的に根の成長と枯死速度を増加させることも明らかとなった。以上のことから、温暖化と放牧の植物地

下部への影響は、従来の想定より複雑であることが明らかとなった。チベット高原において、気温の上昇は地下部の成

長を増加させず、むしろ低下させることが示唆された。一方で、放牧の程度によっては、地上部の成長を促進し、地下

部の枯死速度を低下させることも明らかとなった。本研究で示された温暖化と放牧の複合影響は、高山生態系だけでは

なく、他の生態系にも適用する可能性があり、より詳細な実験データの収集の必要性を提起した。 
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図 53 温暖化と放牧がチベット高原における根の年間平均現存量（mean standing crop)、 

根の成長速度(production)、枯死速度(mortality)及び根の回転率(turnover rate)に及ぼす影響 

 

（B）サンゴと大型海藻に対する水温上昇の影響の検出と予測 

開発したモデルによる気候変化速度と海藻、サンゴ、魚類の分布変化速度との関係を用いた推定では、海藻藻場がサ

ンゴ群集へ置き換わる潜在的な確率は平均 0.58となった（図 54A）。確率は九州や四国、紀伊半島など、実際にサン

ゴ群集が拡大している海域で高い値を示した。また、サンゴ群集への移行メカニズムとしては、海藻藻場内でサンゴが

増加する直接的な競合（確率 0.12）よりも、海藻藻場が魚の食害を受けることでサンゴが増加しやすくなる間接的な移

行メカニズムが大きく上回っている（確率 0.71）ことがわかった（図 54B、C）。なお、海藻藻場からサンゴ群集へ置

き換わる確率は将来にかけて上昇（平均 0.80）する予測結果が得られており、サンゴとの直接競合による置き換わりも

増える（確率 0.35）と予測された。サンゴの白化に関しては、白化予測精度を向上するとともに、各要因の寄与を求

め、例えば遮光による光量減少が白化低減に効果的であることを示した（図 55）。また、2016年の白化によるサンゴ

被度減少にともなって、サンゴの産卵が減少していることを示した。 

 

 

図 54 (A); 海藻藻場からサンゴ群集へ移行する潜在的な確率の分布 

(B); サンゴとの直接的な競合によって移行する相対確率 

（C）; 魚が海藻藻場を食害することでサンゴ群集へと移行する相対確率 
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図 55 沖縄県におけるサンゴの白化確率（左）と遮光を行った場合の白化確率（右） 

（C）サンゴ礁とマングローブ林に対する海面上昇影響の評価 

西表島においては、サンゴ礁及びマングローブ林の上方堆積速度がそれぞれ最大 6.9mm及び 7.6mm/年であった。今

世紀末の海面上昇の高さは、2000年と比較して RCP2.6シナリオでは 0.43 m、RCP8.5シナリオでは 0.84 m（いずれも中

央値）であり、年間当たりに換算すると、将来の海面上昇速度は年間 4.3 mm、8.4 mmとなる。従って、西表島のサン

ゴ礁とマングローブ林は将来の海面上昇に追随できる可能性があることが明らかとなった。一方、フォンガファレ島の

マングローブ林の上方堆積速度は最大で 3.9mm/年であり、将来の海面上昇に追随できない可能性が高い。マングロー

ブは炭素蓄積を行っているが、フォンガファレ島においては上方堆積速度が将来の海面上昇より小さく脆弱であること

が明らかとなった。 

（D）マングローブ植物が熱帯・亜熱帯干潟生態系の窒素固定機能に及ぼす影響 

樹木スケールにおける土壌窒素固定活性の計測では、樹高が高くなるにつれて、樹木近傍の土壌窒素固定活性が高く

なっていた（図 56）。調査地における成木サイズに属する樹高 380cmでは、樹木中心から 1m圏内の土壌窒素固定活性

が高くなっていることが明瞭に示された。森林スケールでは、林内で土壌窒素固定活性が非常に高く、無植生の干潟に

移動するにつれて急激に低下していた。土壌窒素固定活性の空間プロファイルは、マングローブ植物の生根量と枯死有

機物含有量を説明変数としたモデルで表現することが可能であった。土壌窒素固定バクテリアの nifH遺伝子によるメ

タゲノム解析から、土壌窒素固定バクテリアは、ヤエヤマヒルギの根近傍土壌で多様性・アバンダンスともに、無植生

の干潟土壌よりも高かった。また、窒素固定バクテリアの種構成は、干潟土壌、孤立木根近傍土壌、森林土壌で異なっ

ており、植生の遷移に伴って窒素固定バクテリアの種構成が変化していることが示唆された。これらのことから、マン

グローブ植物の生育に伴って植物の根近傍の土壌窒素固定活性が高まっており、マングローブ生態系全体として大気中

の窒素を固定する機能があることが明らかとなった。 
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図 56 マングローブ植物近傍の土壌窒素固定機能。 

（a）; 森林スケールと樹木スケールでの土壌窒素固定活性と距離との関係。 

樹木スケールの図中の数値は樹高を示す。 

実線は GAMモデルフィッティングによる回帰線、破線は 95％信頼区間を示す。 

（b）; 樹高別の計測個体の代表例 

 

（E）植物呼吸速度の温度依存性キネティックモデルの開発 

ミトコンドリア呼吸鎖の 2経路への電子分配 αと、2経路の酸素消費反応の活性化エネルギー差 ΔEが測定温度で変

化しないという仮定の下でシミュレーションを行ったところ、観測される呼吸速度のアレニウスプロットはほぼ直線を

描くことが示された。また、低い活性化エネルギーを有する経路への電子分配が増加すると呼吸速度の絶対値が上昇す

ることが示された（図 57）。一方で、ミトコンドリア呼吸鎖の 2経路への電子分配 αと、2経路の酸素消費反応の活性

化エネルギー差 ΔEが測定温度で変化するという仮定では、実際の植物で報告されているような直線から逸脱したアレ

ニウスプロットが得られることが示された。2経路の酸素消費反応の活性化エネルギー差 ΔEの変化については、複数

のタンパクで構成されているCPの律速段階が変化することが報告されており、これに起因している可能性がある。ア

レニウスプロットの曲率は αと ΔEの挙動によって自在に変動することから、この 2つのパラメータの環境応答動態が

呼吸速度の温度依存性を制御していることが窺える。 
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図 57 CPと APの電子分配αと活性化エネルギー差ΔE（（a） 5 kJ mol-1、（b） 10 kJ mol-1、（c） 20 kJ mol-1、

（d） 40 kJ mol-1）が測定温度で変化しないと仮定した場合のアレニウスプロット

実測したモデル植物の呼吸速度のアレニウスプロットは、低温順化（15℃栽培）では凹カーブを描き、高温順化個体

（25℃栽培）では凸カーブを描いた（図 58）。また、低温順化個体の方が高温順化個体に比べて高い呼吸速度を示

し、低温環境に対する呼吸の恒常性が見られた（Homeostasis of respiration）。αとΔEが測定温度で変化することを仮定

したモデルで、観測されたアレニウスカーブを再現することができた。また、本研究により、これまで妥当な解釈が得

られていなかった凹カーブの再現も可能となった。 

図 58 モデル植物シロイヌナズナ fei-0の酸素呼吸アレニウスプロットとモデルフィッティングで得られた 

パラメータ値。（a）計測されたアレニウスプロット。青色: 低温順化個体、赤色: 高温順化個体 

（b）再現計算に用いられた CPと APの電子分配α 

（c）再現計算に用いられた CP経路の活性化エネルギーEcox 

（F）大気汚染が植物に及ぼす影響の機構解明 

（1）オゾン感受性変異体の解析 

gox1&2変異体では、GOX1とGOX2遺伝子の発現がともに検出限界以下に、また葉のGOX活性は野生型の約 60%の

レベルに低下していた。この変異体に、生育時と同じ弱光下（方法参照）で 0.2 ppmのオゾン処理を行っても可視障害

が現れなかったが、強光下（350 µmol photons m−2 s−1）でオゾン処理を行うと葉に顕著な白色病斑が生じた。クロロフィ
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ル蛍光計により光化学系 IIの量子収率を測定した結果、gox1&2変異体では、弱光下から強光下に移されることによ

り、光合成電子伝達に何らかのストレスが生じることが示唆され、さらにその状態でオゾンと接触すると強いストレス

を生じ、組織破壊に至ることがわかった。葉の酸化的ストレスマーカーの一つであるMDA含量を測定した結果、

gox1&2変異体を弱光下から強光下に移すだけでは、MDA含量に変化は見られないが、オゾンが加わると急激に増加す

ることがわかり、可視障害の結果と一致した。 

gox1&2変異体では、GOXの基質であるグリコール酸の増加とグリオキシル酸等の代謝産物の減少が予想されること

から、それらの含量を測定したところ、葉におけるグリコール酸及びグリオキシル酸の含量は、ともに処理開始時点で

すでに野生型よりも高く、強光下に移すことにより急激に増加した。これらの物質の増加はオゾンの有無にあまり影響

されなかったことから、これらの代謝産物の蓄積のみが障害の原因になっているわけではないと考えられる。また、

GOX以外の光呼吸系突然変異体を 0.2 ppmのオゾンで処理した結果、hpr1の葉には顕著なクロロシスが、また ggat1-1

では葉の一部にクロロシスが観察され、オゾン耐性においても光呼吸が重要な役割を果たすことが強く示唆された。光

呼吸は、何らかの原因で炭酸固定（カルビン回路）が阻害されたり、細胞内の二酸化炭素濃度が低下したりした場合

に、炭酸固定の鍵酵素であるリブロース 1,5-ビスリン酸カルボキシラーゼ/オキシゲナーゼ（RuBisCO）が酸素と反応す

ることにより、ATPやNADPHを消費しつつカルビン回路の基質を再生する反応であり、細胞内に過剰な還元力やエネ

ルギーが蓄積されるのを緩和してストレスを軽減する役割を担うと考えられている。本研究で光呼吸系の突然変異体が

強光化でオゾンに高い感受性を示したことから、オゾンによる細胞外（アポプラスト）における ROS生成と強光下の

葉緑体内における ROS生成が同時に起こると細胞死が強く誘導され、葉の可視障害が生じることが示唆される（図

59）。一般にオゾンによる障害は、強光下で生じやすく、高濃度の二酸化炭素により軽減されることが知られており、

光呼吸活性が前者の条件下で増加し、後者の条件下で低下することと関係する可能性が考えられる。 

 

 

図 59 光呼吸系酵素の突然変異体がオゾン感受性になるメカニズム（仮説）。野生型の植物では（左図）、 

強光下において光合成の電子伝達系により生成するエネルギー物質（NADPHと ATP）が炭酸固定や光呼吸により 

消費され、過剰に蓄積されることはない。ところが、光呼吸系変異体(gox1&2, hpr1-1)では（右図）、 

光呼吸や炭酸固定（カルビン回路の基質枯渇による）が阻害されるため、これらのエネルギー物質が 

十分消費されずに過剰蓄積する。その結果、電子伝達の流れが悪くなり、電子が酸素に受け渡されて 

活性酸素が多く発生する。この葉緑体における活性酸素生成とオゾンによる細胞外での活性酸素生成が 

同時に起こると、遺伝的プログラムにより細胞死が誘導される。したがって、光呼吸は、強光下において、 

オゾン等のストレス因子に対する植物の耐性に非常に重要な役割を担っていると考えられる。 

HL: 強光、N: 核、O3: オゾン、PET: 光合成電子伝達系、ROS: 活性酸素  
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（2）オゾン耐性変異体の解析 

単離したオゾン耐性 FOX系統に導入された cDNAの塩基配列を決定したところ、原形質膜に存在するフィトシアニ

ングループに属するタンパク質（X）をコードすることがわかった。さらに、Xの cDNAを植物遺伝子導入用ベクター

に組み込んで野生型植物に導入した結果、得られた遺伝子組換え植物のなかにオゾン耐性を示すものが高頻度で出現す

ることが分かり、Xの（高）発現が植物にオゾン耐性を付与することが示された。したがって、Xが本研究で得られた

オゾン耐性 FOX系統の原因遺伝子である可能性が高いことが確認された。また、気孔反応を測定するために短日条件

下で大きく育てた FOX系統と野生型植物の間で可視障害におけるオゾン感受性の差がはっきりと見られることを確認

した後、それらの植物におけるオゾン処理または非処理下における葉の気孔コンダクタンスを測定した結果、オゾン非

処理下では FOX系統と野生型植物の間で差が見られなかったのに対し、オゾン処理下では気孔コンダクタンスの低下

が野生型植物のみで観察され、FOX系統では見られなかった。したがって FOX系統ではオゾンにより生じる葉の可視

障害（細胞死）と気孔閉鎖といった 2つの異なる反応がともに阻害されていて、Xはオゾンによる比較的初期の反応

（シグナル伝達等）に関わっている可能性が示唆される。 

以上の（1）及び（2）の研究により、植物のオゾンに対する応答機構の理解（光呼吸やアポプラストにおけるオゾン

応答制御機構の重要性の示唆など）が進み、分子的なメカニズムに基づいた大気汚染の植物影響評価の高度化が期待さ

れる。 

2.3.2.4 まとめ 

（A）高山草原植物の地下部成長に及ぼす放牧と温暖化の影響 

チベット高原において、温暖化と放牧が植物の地下部の成長ダイナミクスに及ぼす影響を、長期模擬操作実験により

評価したところ、温暖化と放牧は複合効果をもたらす可能性があることが示唆された。温暖化による土壌温度の上昇は

高山植物の根の成長速度を低下させていた。一方で、放牧による地上部の除去インパクトは地上部の成長を促進し、地

下部の枯死速度を低下させていた。本研究により、高山生態系における温暖化影響の評価と適応策の立案には人為イン

パクトとの複合影響を考慮することが重要であることが示された。 

（B）サンゴと大型海藻に対する水温上昇の影響の検出と予測 

日本においては、気候変動にともなう水温上昇によって生物の分布シフトが起こっており、南ではサンゴの白化、北

では大型海藻からサンゴへの分布変化が起こっている。本研究では、過去からのデータに基づき、モデル解析によっ

て、分布変化メカニズムの解明と予測を行った。変化予測の高度化を行うとともに、水温上昇以外の各要因の寄与を明

らかにすることにより、適応策の検討（植食魚の除去、遮光の実施等）が可能となった。 

（C）サンゴ礁とマングローブ林に対する海面上昇影響の評価 

海面上昇に関しては、サンゴ礁が海面上昇に追随できる可能性が示されたが、この予測はサンゴが健全であることが

前提となっている。サンゴ白化などにより、サンゴが死んでしまうと、漁業資源や観光資源が失われるだけでなく、サ

ンゴが生きている状態と比較して海底面の摩擦が小さくなり、結果として防波機能が劣化する。礁嶺での防波機能が劣

化すると、その陸側にある海草藻場やマングローブ林も波にさらされて劣化する恐れがある。さらに、サンゴ礁の衰退

によって、砂浜や州島は、波による浸食だけでなく、砂浜や州島を構成するサンゴなどの石灰化生物の減少による浸食

が加速する可能性が高い。分布変化予測の高度化とそれに基づく保全策・適応策の立案と実装が急務である。 

（D）マングローブ植物が熱帯・亜熱帯干潟生態系の窒素固定機能に及ぼす影響 

低窒素な干潟土壌で旺盛な生育を見せるマングローブ植物の窒素獲得機構に焦点をあて、植物と窒素固定バクテリア

との相利共生関係を検証した。アジア・太平洋地域マングローブ生態系の優占樹種であるヤエヤマギの根近傍では窒素

固定バクテリアの活性が高くなっており、生態系全体として窒素固定機能を有していることが明らかとなった。低窒素

に陥りがちな干潟におけるマングローブ生態系の一次生産機能を維持することは、マングローブ生態系が有する気候変

動緩和・適応機能の維持に直結する。本研究により、マングローブ生態系を活用した気候変動緩和と適応策の検討にお

いて、環境変動が当該生態系の窒素固定機能へ及ぼす影響を考慮する必要性が示された。 
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（E）植物呼吸速度の温度依存性キネティックモデルの開発 

植物の呼吸速度の温度依存性について、植物の呼吸においてATP合成と共役するシトクロム経路CP末端の複合体

IV（COX）とATP合成と共役しないバイパス経路AP末端酸化酵素 alternative oxidase（AOX）の双方で酸素が消費され

ている過程に着目し、植物呼吸による酸素消費反応のキネティックモデルを用いて温度依存性のシミュレーションを行

った。実測で観察されるような呼吸速度温度依存性の曲線は、（1）ATP合成と共役する CPの律速段階や（2）APへ

の電子配分が温度に応じて柔軟に変化していることによる可能性があることが明らかとなった。気温や、植物体内で

ROSを生成させるような環境変動によってAPへの電子分配が変わると呼吸速度が変化することが示唆された。本研究

で開発されたモデルにより、様々な環境変化が植物の呼吸速度に及ぼす影響をより詳細に再現することが可能となっ

た。 

（F）大気汚染が植物に及ぼす影響の機構解明 

大気汚染が植物の生産活動に及ぼす影響とその機構を解明するため、モデル植物シロイヌナズナのオゾン感受性変異

体とオゾン耐性変異体を用いた分子遺伝学的研究を行い、それらの原因遺伝子が、光呼吸系酵素とフィトシアニングル

ープに属するタンパク質をコードすることを明らかにした。前者の研究により、オゾン感受性に光強度や二酸化炭素濃

度が影響する機構が示唆され、後者の研究により、これまで知見の少なかった、オゾンの初期反応の制御に関与し得る

因子の存在が明らかになった。これらの成果により、分子的なメカニズムに基づいた大気汚染の植物影響評価の高度化

が期待される。 

2.4 生物多様性の保全及び生態系サービスの持続可能な利用に向けた多面的な評価指標の総合的な評価に基づく保全策

実施対象地の適切な空間配置を支援するツールの開発（プロジェクト 4） 

2.4.1 多面的な評価指標を考慮した保全デザイン支援ツール SecSelの開発 

2.4.1.1 目的と経緯 

自然共生研究プログラムの各プロジェクトからは、生物多様性とそれに対する多岐にわたる脅威要因の影響、応答、

及び生態系サービスに関する多面的な成果が期待される。これらを総合的に考慮しながら、保全と利用のバランスに配

慮した広域的な対策の立案に寄与することが本課題の目的である。 そのために、多面的な評価指標と保全対策の効

果・コストを考慮した保全エフォートの配分・配置デザインを支援するツールを開発する。また、統合的解析の基盤と

なるデータの整備を行う。開発したツールと整備したデータベースを活用して、他課題と連携した統合的な解析を実施

するとともに、これらのツール・データ・解析成果の提供・普及を行う。 

2.4.1.2 方法 

多面的な評価指標と保全対策の効果・コストを考慮した保全エフォートの配分・配置デザインを支援するツールにつ

いては、多様な評価指標に対して適用可能とするためには入力データの簡素化が重要である。そこで、生物多様性・生

態系の多様な要素それぞれの半定量的な評価データ（順序尺度以上のデータ）から解析可能なツールの開発を行うこと

とした。基本的なアイデアは、なるべく少ない面積で、どの生物多様性・生態系要素についても保全優先度上位の場所

を一定数以上カバーするような保護区を選択することである。そのための計算アルゴリズムを開発し、これを実装する

プログラムを作成した。一般に公開し普及をはかるという観点から、地理情報システム（GIS）分野で特に使用頻度が

高いプログラミング言語である Pythonにより実装した。さらに、広く現場での利用に供するため、Pythonのパッケー

ジ化を行うこととした。 

基本的なアルゴリズムの実装後、保全や対策にかかるコストを考慮するアルゴリズム、保護区の空間的なまとまりを

考慮するアルゴリズムを開発・実装した。その上で、以下の 2.4.2～2.4.5に挙げる具体的事例の統合的解析に適用し、

これらの事例における課題解決に用いるツールに必要な条件を把握した。その結果、保全対象項目により、必要な保護

区面積が異なるなど保全目標が異なる場合への対応、複数の要素の保全が同じ場所で両立しない場合への対応などが必

要であることが明らかになり、これらを組み込むためのアルゴリズム開発を行った。特に、同じ場所では対策が両立で
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きない、排他的な要素の保全に関しては、既存の保護区選択ツールにはない解消方法として、それぞれの要素につい

て、広域的な保全の観点からの重要度を地点ごとに評価し、各地点で、より重要度が高い要素の保全を優先するという

方法を考案し、実装した。この排他的な要素に対処する機能拡張により、生態系サービスを利用する場所と生物多様性

を保全する場所の適切な配置などにも本ツールの応用が可能となる。 

2.4.1.3 結果と考察 

生物多様性・生態系の多様な要素それぞれの半定量的な評価データに基づいて効率的・効果的な保護区の設計や保全

努力の配置をデザインする計算ツール SecSelを開発し、挙動が妥当であることを確認した上で、他課題と連携した統合

的な解析を実施した。挙動は、出力結果と入力データの照合により、結果が妥当な解釈が可能であること、コストや保

護区のコンパクトさを考慮する設定の場合には、これらの設定をしない場合よりもコストが低減・保護区のコンパクト

さに関する指標値が改善しているかを評価することで、確認した。また、既存の保護区選択ツールである、Marxanを

同じ事例に適用した場合との結果比較も行った。挙動確認の詳細は、後述の事例 2.4.2において詳述する。 

このツールは、入力値が半定量的（順序尺度）でよいため、幅広いデータへの適用が可能である。単位の異なる評価

データを同時に入力することが可能なため、保全対象は必ずしも種である必要はなく、群落、生態系タイプ、生態系が

提供する生態系サービスなど、多様な保全対象が空間的に不均一に分布している場合であればいずれにも応用可能であ

る。また、生物多様性の保全と生態系サービスの利用が同じ場所で両立しない場合など、排他的な要素がある場合は、

これらのバランスを取った区間配置の探索にも対応しており、それぞれの場所でどの要素に対応した保全や利用を行う

と効率的なのかも出力する。これは現実に対策を実装する際にたいへん有用な出力と考えられる。さらに保全・管理に

かかるコスト、保護区の空間的なまとまり（コンパクトさ）も考慮可能である。このことにより、より効率的な管理

や、連結性の高い保護区の設計を可能とする。 広く現場での利用に供するため、Pythonのパッケージ化を行い、利用

インタフェースを整備するとともに、テストデータファイルやマニュアルを用意し、ウェブページ

（https://www.nies.go.jp/biology/en/data/tool/secsel/index.html）からの提供を開始した（図 60）。 

さらに、具体事例への適用として、以下の 2.4.2～2.4.4に挙げる、気候変動適応策、管理放棄、再生可能エネルギー

の利用拡大に関する解析、及び、海洋保護区のデザインについて、SecSelの応用を行った。海洋保護区のデザインで

は、日本沿岸域のサンゴ保全のための優先順位付けを、生物多様性条約で提示された海洋の保全優先地域

（EBSA, Ecologically and Biologically Significant marine Area）の 7つの評価基準それぞれに基づいて行った。これらを統合

して保護区を選択する方針については生物多様性条約では示されていない。本ツールを利用することで、どの評価基準

に照らしても優先的に保護されるべき地域がそれぞれ含まれた保護区を提示することができた。これらの応用事例か

ら、本課題で開発した保護区デザイン支援ツール SecSelは、単位が異なる順序尺度を入力値とできるという特性によ

り、多岐にわたる生物多様性の保全とそれを取り巻く社会的問題の解決との両立や効率的な対策実施に関する統合的な

解析に適用可能であり、保護区等の効果的な空間設計を通じて、問題解決に寄与するものであることが示された。 

https://www.nies.go.jp/biology/en/data/tool/secsel/index.html
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図 60 保全エフォートの配分・配置デザインを支援するツール、SecSelの提供ウェブページ

（http://www.nies.go.jp/biology/en/data/tool/secsel/index.html） 

2.4.1.4 まとめ 

多面的な評価指標と保全対策の効果・コストを考慮した保全エフォートの配分・配置デザインを支援するツールとし

て、SecSelを開発し、ウェブからのパッケージ提供を開始した。SecSelは生物多様性・生態系の多様な要素それぞれの

半定量的な評価データから解析可能であり、コストや保護区の空間的なまとまり、同じ場所で両立しない要素について

考慮することができる。具体事例への適用として、以下の 2.4.2～2.4.4に挙げる、気候変動適応策、管理放棄、再生可

能エネルギーの利用拡大に関する解析、及び、海洋保護区のデザインについて、SecSelを活用し、その柔軟性の高さに

より、生物多様性保全と生態系サービスの活用に関する多様な統合的解析に有用であることが示された。 

2.4.2 国立公園内の高山植生保全と生態系サービスの利用に関する気候変動適応策の検討 

2.4.2.1 目的と経緯 

自然生態系においても、気候変動下での適応策の検討が必要とされており、特に優れた自然環境が存在する国立公園

における適応策の検討は急務である。効率的に対策を実施するためには、保全対象等の空間分布を考慮して、管理等を

実施する場所を適切に配する必要があり、このような空間配置の効率化には、保護区選択ツールが有用である。適応プ

ログラムと連携した統合解析として、国立公園内の高山植生保全と生態系サービスの利用に関する気候変動適応策を効

果的に実施するための対策実施場所の空間配置を、SeclSelを応用することで検討することとした。 

2.4.2.2 方法 

気候変動下における大雪山国立公園の高山植生の保全のための適応策実施場所の効率的な配置を、気候変動適応プロ

グラムと連携した研究として、SecSelを用いて解析を行った。大雪山国立公園は、国内最大の国立公園であり、亜種や

変種を含めて 365種もの高山植物が生息している。このうち 27種は日本固有種である。高山植生として、雪田群落・

風衝草原・高山荒原植生・高山低木群落の分布を考慮した。高山植生は、保全対象としてだけでなく、観光資源という

生態系サービスとしても重要である。そこで、特に観光資源としての価値が高い“お花畑”を形成する種を含む植生とし

て、雪田群落・風衝草原・高山荒原植生の合計面積を生態系サービスの量とした。それぞれの植生タイプの面積は、環

http://www.nies.go.jp/biology/en/data/tool/secsel/index.html
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境省の自然環境保全基礎調査の第 6-7回植生調査のデータに基づき、三次メッシュ（約 1km×1km）ごとに面積を集計

して解析の入力値とした。 

保全のための気候変動適応策としては、気候変動に伴い侵入してくるササや低木を刈るという管理が考えられる。し

かし、観光資源として利用する際には、踏圧が保全の阻害要因となる可能性があるため、保全を優先する場所と観光利

用を行う場所は分けることが望ましい。また、高山低木群落とそのほかの高山植生の保全は同じ場所では行えない。そ

こで、同じ場所で両立しない要素間の調整を行うという本ツールの機能を活かし、高山植生の保全と観光利用、及び高

山低木群落とその他の高山植生の保全は場所を分けて行うと設定して解析を行った。これにより、保全と利用を両立し

つつ、コストを抑えながら効率よく管理を実施できるサイトの空間配置を解析した。高山植生の観光利用と保全のため

の管理、双方にかかるコストとして、登山口からの移動にかかる時間を考慮した。移動時間は、まず登山口からの距離

を算出したのち、登山道沿いの場合は 1kmあたり 54分、登山道がない場合は 1kmあたり 120分として算出した。 

さらに、管理を効率的に行うためにも、生息地の連結性という観点でも、保護区は空間的にまとまりがあることが望

ましい場合がある。そこで、優先順位付けの際に、保全対象や生態系サービスの評価値が同じ場合は、より保護区の周

辺長を短くなる、もしくは保護区に含まれる最近接サイトまでの距離が短いサイトを優先的に保護区に含むようにする

という設定を行った解析も実施した（図 61）。 

図 61 大雪山国立公園の高山植生に関する気候変動適応策の実施場所の優先順位付けにおいて考慮する要素 

2.4.2.3 結果と考察 

大雪山国立公園の高山植生の保全のための適応策実施場所と観光資源として利用する場所の効率的な配置を解析し

た。解析は 100回反復し、それぞれの場所について、対策実施場所として選ばれた回数を集計した。その結果、移動コ

ストを考慮しない場合は、国立公園北部と南部の高標高域が高い頻度で選ばれた（図 62）。これは、限られた面積し

か存在しない、雪田、風衝、荒原植生がこれらの場所に多いためと解釈された。移動コストを考慮した場合、選ばれた

場所はより登山口近くに集中するようになった。さらに、対策実施場所の空間的なまとまりを考慮した解析では、周辺

長もしくは最近接サイトまでの距離を考慮したが、それぞれ、周辺長・最近接距離が、これらを考慮しない場合に比べ

て顕著に減少することを確認した。これらの結果から、SecSelの各機能の挙動が妥当であることが確認できた。 

また、同じデータセットを用い、既存の保護区選択ツール（Marxan）により保全優先度付けを行って SecSelの結果

との比較を行った。Marxanは生物多様性の評価データとして比例尺度変数を必要とするが、本解析では現在及び将来

の植物群落の面積という連続変数であり、Marxanの要求を満たす。そのサイト選択の結果を SecSelの結果と比較した
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ところ、両ツールの選択結果に大きな違いはなく、これによっても SecSelの挙動が妥当であると確認された。ただ

し、SecSelでは連続変数から順序尺度の変数へと変換する際のクラス分けのしかたによる選択の調整が可能である。現

実のさまざまな制約のなかでの管理実施の場面では、こうした柔軟性を持つことは、対策実施に際してのその他の条件

を考慮するための選択の余地があるということであり、積極的な意味があると考えられる。 

   

 

図 62 大雪山国立公園での高山植生の保全と観光利用のための適応策実施場所の優先順位付けの結果。 

移動コストを（a）考慮しない場合と（b）考慮する場合、及び空間的にまとまりのある実施場所を選ぶように設定し、 

（c）選択した場所全体の周辺長及び（d）最寄りの対策実施場所までの距離の短さに基づいて空間的なまとまりの 

度合いを考慮した場合。色は、複数回、保護区選択を行った際の、合計選択回数を表しており、 

選択頻度が高いほど、対策実施の優先順位が高いことを示す。 

 

2.4.2.4 まとめ 

気候変動下における大雪山国立公園の高山植生の保全のための適応策実施場所の効率的な配置を、気候変動適応プロ

グラムと連携した研究として、SecSelを用いて解析を行った。SecSelの、同じ場所で対策が両立できない要素間のバラ

ンスを取るという機能を活かし、生物多様性の保全のみならず、生態系サービス（観光資源）としての高山植生の利用

も考慮した解析を実施した。さらに、管理や利用にかかる移動コスト、管理実施地の空間的なまとまりに配慮した優先

順位付けを行い、SecSelが管理実施場所の選定に際して必要となる多様な条件を考慮しながら、効率的な優先順位付け

を提案するツールとして有効であることを確認した。 
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2.4.3 人口減少下での管理放棄に脆弱な種の保全 

2.4.3.1 目的と経緯 

本研究プログラムの PJ1-2においては、生物多様性国家戦略に記された生物多様性の第 2の危機である、自然に対す

る働きかけの縮小による危機（人口減少による耕作放棄、里山の減少）の問題に取り組んでいる。里地・里山等の管理

の放棄は、里地特有の生態系に依存している生物の減少・絶滅を招くことが指摘されている。対策としては、管理放棄

に脆弱な種の保全のため、地域を絞って管理を維持することが考えられるが、そのためには管理放棄脆弱種の分布に基

づきつつ、管理を維持するためのコストにも配慮しながら、効率的な管理実施場所の配置をデザインする必要がある。

このような管理実施場所の配置デザインに SecSelを適用することを検討した。 

 

2.4.3.2 方法 

積極的に里地の管理維持を図る地域を選択・地図化するために、保全優先度の指標として、里地に依存した絶滅危惧

植物の分布情報を利用することとした。里地に依存する絶滅危惧植物は、人口減少に伴って減少することがプロジェク

ト 1-2で示されている。絶滅危惧植物の分布は、日本植物分類学会から提供を受けた。この分布情報は、二次メッシュ

（約 10km×10km）で整備されている。また、里地の維持管理コストに関しては、将来の人口が少ない地域ほど管理・

維持のコストがかかると想定し、全国の人口分布の将来予測データを利用して各地域の里地維持コストを定性的に評価

することとした。これらを入力値として、SecSelを用い、できるだけ少ない管理コストで、里地に依存した絶滅危惧植

物を保全するための効率的な管理実施場所の配置を解析した。さらに、この解析により選択された管理実施場所が、既

存の保護区（国立公園・国定公園）及び、OECM（その他の地域的な生物多様性の保全手段）とどのような位置関係に

あるかを解析した。OECMの情報は、適応プログラムで整備されたデータを利用した。 

 

2.4.3.3 結果と考察 

SecSelを用いて、できるだけ少ない管理コストで、里地に依存した絶滅危惧植物を保全するための効率的な管理実施

場所の配置を解析し、里地の維持管理実施の優先度の高い場所と地図化することができた。複数回の選択を実施し、そ

のうち、高頻度で選択された場所が、維持管理実施の優先度の高い場所と考えられる。管理実施の優先度が高い場所

（二次メッシュ）と、既存の国立公園・国定公園等の保護区との位置関係を分析した結果、このような場所は、二次メ

ッシュ内の既存の保護区の面積が少ない傾向があることが明らかになった（図 63）。OECMは、既存の保護区外での

保全の手段として、有効であると期待されている。そこで、管理優先度の高い二次メッシュと OECMの空間分布との

重なりを解析した結果、OECMは 1つ 1つの面積は狭いものの、数が多く広い地域をカバーしており、OECMがある二

次メッシュは、既存保護区がある二次メッシュに比べ、生息している管理放棄脆弱種の種数が多かった。このことか

ら、OECMを拠点として近隣地域の対策を行うことで、既存の保護区と相補的に管理放棄に脆弱な絶滅危惧種の保全

対策に貢献すると考えられた。 
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図 63 管理放棄に脆弱な絶滅危惧植物を効率的に保全するために維持管理を行う優先度が高いサイトの配置。 

赤いほど優先度が高い。 

2.4.3.4 まとめ 

里地・里山等の管理の放棄の問題に関して、積極的に里地の管理維持を図る地域を選択・地図化するために、SecSel

を用いて保全優先順位付けを行った。保全優先度の指標として、里地に依存した絶滅危惧植物の分布情報を利用するこ

ととした。管理コストとして、人口の少なさを考慮した。その結果、既存の国立・国定公園等の保護区に加え、OECM

を拠点とした対策を行うことで、既存の保護区と相補的に管理放棄に脆弱な絶滅危惧種の保全対策に貢献すると考えら

れた。 

2.4.4 再生可能エネルギーの導入拡大と絶滅危惧植物の保全の両立 

2.4.4.1 目的と経緯 

今後、気候変動緩和策として、再生可能エネルギーの導入拡大、特に太陽光パネルが大規模に導入されることが見込

まれる。再生可能エネルギーは、従来の火力発電所に比べ、単位発電量あたり必要とする施設面積が大きいため、パネ

ル建設に伴う土地開発が、生物多様性に負の影響を及ぼすことが懸念される。生物多様性の保全と再生可能エネルギー

導入拡大を両立できるような、土地利用配置の検討が急務である。SecSelを用いて、太陽光発電パネルの建設好適地を

できるだけ残しつつ、生物多様性を保全するための保護区の配置を検討する。 
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2.4.4.2 方法 

適応プログラム・統合プログラムとの連携により、気候変動緩和のための再生可能エネルギー利用拡大と生物多様性

保全を両立できるような、それぞれの土地利用形態の空間配置の解析を実施した。まず、実際の太陽光発電パネル分布

に基づき、パネルの建設好適面積（生物にとっては開発リスク）の分布推定モデルを構築した。発電容量が 0.9MW以

上の太陽光発電パネルの位置・発電容量等の情報を国立情報学研究所の北本教授から提供を受け、適応プログラムで

0.5～0.9MWのパネルの情報を追加した上でポリゴンとして整備された。このパネルの実分布と、土地利用や地形との

関係を統計的に分析し、パネル建設好適地の分布推定を行った。土地利用情報は、本プロジェクトで整備した、植生図

に基づく詳細な区分の土地利用図を活用した。得られたパネル建設好適面積の推定値を利用して、SecSelで絶滅危惧維

管束植物の保護区の候補地を分析した。保護区内ではパネルを建設できないこととし、建設好適面積の推定値を機会喪

失コストして扱った。 

2.4.4.3 結果と考察 

効率よく絶滅危惧植物を保全する場所の配置について、SecSelを用いて分析した。太陽光パネルの建設に適した場所

をできるだけ残すようにした場合と、そうでない場合を比較すると、保全に必要な場所の数は変わらず、建設好適地を

回避することによる保全コストの増大はなかった。しかし、建設好適地をできるだけ回避する設定で分析した場合に

も、建設好適度が高くても保全対象として高い頻度で選択される場所があることが明らかになった。このような場所

は、絶滅危惧植物の重要な生息地であるにも関わらずパネルが建設されやすい、高リスク地であると考えられる。高リ

スク地の分布と既存の保護区（国立・国定公園）の位置関係を重ね合わせると、保護区外に多くの高リスク地が存在し

た（図 64）。このような既存の保護区外の高リスク地でのパネル建設を回避するための効果的な施策の検討が重要と

考えられ、再生可能エネルギー建設の促進区域の適切な配置や、OECMの活用が有効と考えられる。 

図 64 絶滅危惧植物の保全と太陽光パネルの導入拡大を両立するための保護区配置解析の結果（b）。 

できる限り太陽光パネル建設に好適な場所は保護区外とするように選択を行ったが、保護区として選択頻度が高い 

保全重要地であり、かつ、パネル建設好適度が高い“生物多様性の高リスク地”が存在することが明らかになった。 

これらの高リスク地は既存の保護区の外に多い。 
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2.4.4.4 まとめ 

気候変動緩和のための再生可能エネルギー利用拡大と生物多様性保全を両立できるような、それぞれの土地利用形態

の空間配置の解析を実施した。再生可能エネルギーの主力となることが想定される太陽光パネルについて、パネルの建

設好適地をできるだけ回避するように保全実施場所の優先順位付けを行ったが、建設好適度が高くても保全優先度の高

い、高リスク地が存在することが明らかになった。高リスク地は既存の保護区外にも多く存在するため、このような既

存の保護区外の高リスク地でのパネル建設を回避するための効果的な施策の検討が重要と考えられた。 

 

2.4.5 獣害対策最適化統計モデル 

2.4.5.1 目的と経緯 

大型哺乳類の増加により農業被害が深刻化しており、被害軽減のための対策の検討が必要とされている。人口減少に

より狩猟者数が減少していることから、限られた捕獲努力量で、より多くの個体数を捕獲することが重要である。最適

な捕獲努力量の空間配分を導出するモデルの構築を目的として研究を実施した。 

 

2.4.5.2 方法 

大型哺乳類の増加により深刻化している農業被害の低減に必要な対策を検討することを目的として、農業被害面積の

割合と個体数密度や景観要因との関係を推定する統計モデルを構築した。千葉県のイノシシを例として、個体数密度の

推定値と、農家を対象に行われたアンケート結果を用いて、千葉県南部における農業被害面積の割合を推定した。個体

数密度と農業被害面積の推定値には不確実性が伴うが、その不確実性を考慮した捕獲努力量の最適な空間配分を求める

ための数理モデルを構築し、さらに、イノシシやシカなどの大型哺乳類による農業被害や生態系影響を効率的に軽減す

るための、捕獲努力量の最適な空間配分を検討した。また、シカやイノシシなど複数種に対して、別々に管理が行われ

ていることが多いが、農業被害や生態系への影響の低減を考えた場合には一括して管理すべきであることから、複数種

を一括して分析を行った。 

 

2.4.5.3 結果と考察 

千葉県におけるイノシシとシカなど複数種を一括管理して、総個体数を最小化する捕獲努力量の最適配置を焼きなま

し法を用いて求めた。その結果、捕獲努力量が現状のままでも、捕獲努力を最適に配置することにより、個体数が約 1

割低減でき、各市町村で捕獲努力量を 2割増加させることとほぼ同じ効果があることを明らかにした（図 65）。 

 

図 65 獣害対策のための最適な捕獲努力量の空間配分導出のフロー 
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2.4.6 保護区選択における分布推定モデルの利用が有益となる条件の特定 

2.4.6.1 目的と経緯 

保護区選択の基本情報となる生物の分布データは十分ではなく、調査範囲が限られている、調査地域が偏っている、

などの課題があることが一般的である。このような分布データの不完全さを補うため、分布推定モデルを用いて、広範

囲で得られている環境情報と既知の分布地点の関係に基づいて、生物が生息する確率を広域で推定し、データを補完・

補正することが推奨されてきた。しかし、分布推定モデル自体も推定結果に誤差があるため、分布推定モデルによるデ

ータ処理が、保護区選択結果の改善につながらないこともあり得る。そこで、保護区選択において、分布推定モデルに

よるデータ処理が推奨される条件を明らかにすることを目的として分析を行った。 

 

2.4.6.2 方法 

分析の対象とする条件として、分布データの調査範囲の広さ、調査地域の偏り、保護区の広さに注目した。様々な調

査範囲や保護区の広さにおいて、保護区選定の前にデータ処理をした場合としない場合、それぞれで選ばれた保護区に

含まれている生物種の数を比較し、より多くの種が含まれているほうがよい保護区を選定できたと評価した。 

しかし、現実の調査データは完全ではないため、保護区の中に含まれている生物種の数を正確に知ることができず、

このような評価が困難である。そこで、コンピュータシミュレーションにより生成した仮想の生物の分布データを用い

ることで、生物種の正確な数を評価できるようにした。現実に近い分布データを生成できるよう、現実の群集構造（サ

イトあたりの種数や、種ごとの出現頻度の分布）を考慮したシミュレーション方法を考案した。 

この仮想の分布データを用いて、調査範囲の広さ、調査地域の偏りの大きさ、保護区の広さの 3つの条件を様々に変

えながら、どのような条件で分布推定モデルによるデータ処理を行ったほうがよりよい保護区が選定できるのかを評価

した。分布推定モデルのアルゴリズムは多数あるが、よく用いられる一般化線形モデル、一般化加法モデル、ランダム

フォレストの 3つの種類のモデルを用いた。 

 

2.4.6.3 結果と考察 

分布推定モデルによるデータ処理を行ったほうが、調査データをそのまま用いるよりよい保護区が選べたのは、

（1）保護区が広くない、（2） 調査地域の空間的な偏りが大きい、（3） 調査範囲が狭い～中程度、の 3つの条件が全

て満たされる場合であった。データ処理に用いる分布推定モデルの種類が違っても、これらの傾向は共通しており、3

つの条件は一般性の高い結果であると考えられた。ただし、分布推定の精度が高いモデルほど、データ処理で改善が見

られる条件が広くなる傾向があった（図 66）。 

これらの結果は、保護区選定において、分布推定モデルによるデータ処理が推奨される条件を具体的に示すものであ

り、利用が拡大しつつある分布推定モデルの適正な活用につながると期待される。また、調査データに偏りがない場合

には、データ処理が有益でないことも注目に値する結果である。本研究では、同じ広さの調査範囲であれば、偏りのな

い調査を実施するほうが、より多くの種を含む保護区を選定できることも明らかになった。この結果は、調査を実施す

る場合には、調査地域の偏りが小さい調査設計とすることが、よい保護区を選定するための基本情報として非常に重要

であることも示している。 

本研究では、より多くの種が含まれているほうがよい保護区であるという設定で分析を行った。これは、1種あたり

1か所でも生息地が保護区に含まれていればよいとする、という単純化した設定である。今後、ある生物種の生息域の

うち一定割合以上が保護区に含まれているかどうかなど、より効果的な保全ができる条件設定での分析を行うことで、

保護区の選定技術の更なる向上につながると期待される。 
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図 66 調査地域の偏り度合（a）と、保護区の広さ（b）によるデータ処理の有益さの違い。 

（a）は、調査地域の偏りが大きい場合にデータ処理が有益であり、（b）は保護区が広くないときにデータ処理が最も 

有益になることを示している。また、データ処理の有益さは、調査範囲の広さによっても変わり、調査範囲が狭い～ 

中程度のときにデータ処理が有益であることがわかる。なお、（a）は保護区の広さは中程度（全域の 5％の面積）、 

（b）は調査範囲の偏りが大きい場合の結果を示している。 

2.4.6.4 まとめ 

分布推定モデルによる、環境情報を利用した分布データの補完・補正処理は、これまで十分な検討がされないまま、

よりよい保護区の選定に有益として用いられてきた。しかし本解析により、「データの偏りが大きい」、「保護区が広

くない」などの条件を満たす場合にのみ、本データ処理が有益であることが明らかになった。この研究結果により、利

用が拡大しつつある分布推定モデルの適正な活用につながると期待される。 

2.4.7 遺伝的多様性を考慮した保護区選択のための指標の検討 

2.4.7.1 目的と経緯 

種内の遺伝的多様性は、生物多様性の構成要素の 1つであり、生物多様性条約愛知目標においても戦略目標Cとし

て、遺伝子の多様性の保全が掲げられているが、保護区選択においてはほとんど考慮されていないのが現実である。そ

の理由として、種内の遺伝的変異の空間分布情報は実測データが著しく不足していることが挙げられ、約 6000種の日

本の維管束植物のうち、全国スケールで遺伝構造が研究されている種は 100種程度（約 1.7%）に留まる。遺伝構造の

実測には、遺伝解析の手間の他、広域でのサンプル収集のコストが多大なため、全ての種で遺伝構造を調べることは非

常に困難である。一方、生物の遺伝構造は、環境に対する適応や、地理的な距離による隔離、歴史的移動分散プロセス

によって形成されるため、環境変数や地理的な位置を、遺伝的多様性の代替指標とできる可能性が指摘されている。そ

こで、環境変数・地理的位置情報による、遺伝的多様性の指標としての代替性の評価を行うこととした。 
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2.4.7.2 方法 

本プロジェクトで整備を行った維管束植物に関する遺伝的多様性データベースのデータを利用して、遺伝的多様性を

保全する保護区を選択するための指標の検討を行った。これまでに整備した遺伝的多様性データベースの情報を用い

て、種内の遺伝変異幅をできるだけカバーするように保護区選択を行うとともに、種内の気候レンジ、地理的レンジそ

れぞれをカバーするような保護区選択を行った。保護区選択には、統計ソフトウェア Rのパッケージ raptrを用いた。

それぞれの指標に基づいて選ばれた保護区内の遺伝的多様性の大きさを比較することにより、気候・地理変数が十分に

高い遺伝的多様性をカバーするような保護区選択の指標となりうるか評価した。 

 

2.4.7.3 結果と考察 

遺伝的多様性を保全するための代替指標として、気候・地理変数が、十分に高い遺伝的多様性をカバーするような保

護区選択の指標となりうるか評価した結果、比較的広い保護区を設定可能かつ保全目標が高くない場合には、いずれの

指標に基づいた場合でも、十分な遺伝的多様性がカバーされ、地理的レンジ及び気候レンジが遺伝的多様性のよい代替

指標となり得ることが示唆された（図 67）。一方で、狭い保護区で高い目標を達成しなければならない場合には、代

替指標に基づいた保護区の効率が大きく低下する種が生じた。今後、このような環境・地理的指標による遺伝情報の代

替性の種ごとの違いを説明できるような生態特性を、本課題で整備を継続している生態特性データベースに基づいて特

定することが、代替指標の適用可能な種の絞り込みを行うために有効と考えられる。 

 

 

図 67 遺伝的データに基づいて保護区選択した場合と、気候・地理変数で代替して保護区を選んだ場合の、遺伝的

多様性の比較。差が 0に近いほど、代替指標がよく機能していることを示す。差が正である場合は代替指標が劣って 

いることを示す。上段（a、b、c）は全体の 2割のサイトで遺伝的多様性の 70%を保全するというゆるやかな目標、 

下段（d、e、f）は全体の 1割のサイトで 80%を保全するという厳しい目標の場合。a、dは遺伝的データに基づく場合 

と気候変数に基づいた場合の、保護区内に含まれた遺伝的な多様性の差。b、eは遺伝的データと地理変数に基づく 

場合の差、c、fは地理変数と気候変数に基づく場合の差。厳しい目標の場合、気候変数の代替性が低下している 

（dの破線で示した箇所）。 
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2.4.7.4 まとめ 

情報不足により保護区選択においてほとんど考慮されていない、種内の遺伝的多様性について環境情報等による代替

指標の検討を行った。本プロジェクトで整備を行った維管束植物に関する遺伝的多様性データベースのデータを利用し

て、保全する保護区を選択する際に、遺伝的データを直接用いた場合と代替指標を用いた場合を比較し、ゆるやかな保

全目標の場合は代替性が高いと考えられた。 

 

2.4.8 生物多様性と生態系サービスにかかる統合解析のための基盤データベース整備 

2.4.8.1 目的と経緯 

生物多様性・生態系サービスに関連する統合評価の基盤となる情報として、生物の分布情報・生態特性・土地利用等

のデータの整備・データベース化・生物多様性に関する指標の検討を行う。 

 

2.4.8.2 方法 

絶滅が危惧される維管束植物について、整備すべき生態特性データを検討し、生息条件や生活タイプなど、特に脅威

要因の特定や分布推定に役立つ項目を選定した。これらの項目について、図鑑などで得られる情報をもとにデータの整

備を実施した。また、これまでデータの整備がほとんど行われていなかった、維管束植物の遺伝的多様性に関する文献

を収集し、オルガネラDNAの配列情報及び核DNAのマイクロサテライト遺伝子型について整理するとともに、情報

を精査し、当該種の分布域をカバーするのに十分な地点とサンプル数がある種の選別を行った。  

また、自然環境保全基礎調査植生調査の植生図情報を用いた全国スケールでの土地利用図については、前中期より第

4～5回の植生調査に基づいたものをウェブページで公開しており 116件の利用実績があるが、最新の第 6～7回の植生

調査に基づく土地利用図凡例についても要望が寄せられていた。そこで、第 6～7回自然環境保全基礎調査植生調査の

植生図情報に基づいて、植生凡例と土地利用凡例の対応関係の整理を行うこととした。 

 

2.4.8.3 結果と考察 

絶滅危惧生物の生態特性のデータベースについては、絶滅危惧維管束植物 2,238種について、光条件や土地利用など

の生息環境など、特に脅威要因の特定や分布推定に役立つ項目について、レッドデータブック・図鑑・植物誌などで得

られる情報をもとにデータを整備することができた。このうち生息環境及び脅威要因の情報は、人口減少に伴う里地管

理放棄に脆弱な種の絞り込みに活用した。また、維管束植物の遺伝的多様性に関するデータの整備については、2020

年までに出版された文献 537件を収集するとともに、保全優先度等の解析に活用しやすいデータ形式の整理と、データ

の電子化フローを確立し、これに沿って、データ整備を行った。 収集した文献のうち、当該種の分布域を十分にカバ

ーする調査範囲とサンプル数を有するものを対象に、データの電子化を進めた。 このデータを用いて、遺伝的多様性

保全に関する代替指標の検討を行った。 

第 6～7回自然環境保全基礎調査植生調査の植生図情報を用いた全国スケールでの土地利用図整備のための植生凡例

と土地利用凡例の対応関係を整理し、シカ食害草原、外来種草原など、近年の保全上の問題に対応する凡例の追加を行

った。その成果は環境研究総合推進費 S-15における土地利用シナリオ構築、環境省のGHGインベントリの土地利用デ

ータの改善、次期保全基礎調査植生調査の検討に活用されている。 

 

2.4.8.4 まとめ 

絶滅危惧維管束植物 2,238種について、光条件や土地利用などの生息環境など、特に脅威要因の特定や分布推定に役

立つ特性を整備した。また、植物の遺伝構造に関するデータの収集と電子データとしての整備、全国スケールでの土地

利用図について、最新の第 6～7回の植生調査に基づく土地利用図凡例の整備を行った。これらの整備したデータは、

本課題における遺伝的多様性保全のための指標の検討、人口減少に伴う管理放棄の問題の検討に活用するとともに、環
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境研究総合推進費 S-15における土地利用シナリオ構築、環境省のGHGインベントリの土地利用データの改善、次期保

全基礎調査植生調査の検討に活用された。 

 

2.5 生態系機能・サービスの評価と持続的利用（プロジェクト 5） 

2.5.1 霞ヶ浦流域における時空間の生態系サービス評価及びサービス間の関係に関する研究（サブテーマ 1） 

2.5.1.1 目的と経緯 

ミレニアム生態系アセスメント以降、生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム

（IPBES）や生態系と生物多様性の経済学（The Economics of Ecosystems and Biodiversity、TEEB ）が始動し、生態系サー

ビスの自然的・社会経済的価値の評価と、生態系サービスの包括的な管理の重要性が高まっている。 

われわれは、どこかの流域で暮らし、水、農作物、漁獲物、気候調整、洪水調整、生物の生息場所やリクリエーショ

ンの場など多様な生態系サービスを享受している。一方、多様なステークホルダーがそれらの生態系サービスを利用す

るため、生態系サービス間でトレードオフが生じうる。生態系サービスを持続的に活用するためには、相互に関係しあ

う生態系サービス間の関係を分析する必要がある。また生物多様性も様々な人間活動の影響を受けるため、生態系サー

ビスと生物多様性の間にもトレードオフが生じ得るため、それらの関係も同時に明らかにする必要がある。 

本研究では、霞ヶ浦流域をモデル流域に設定し、小流域ごとに生態系サービス・生物多様性の評価・地図化を行い、

生態系サービス間あるいは生態系サービスと生物多様性の間で生じる空間的なシナジー（複数のサービスが正の相乗効

果によって向上する場合）とトレードオフ（あるサービスの向上が他のサービスを低下させる場合）を明らかにするこ

と、シナジー促進・トレードオフ緩和を考慮した流域管理手法の提案を行うことを目的とした。生物多様性の指標とし

て、淡水魚類に注目し、環境DNAを用いてその多様性を評価した。また、茨城県霞ケ浦環境科学研究センターと協働

し、複数の経済評価手法を相補的に用いて、霞ヶ浦の生態系サービスの経済価値評価を行った。これらの結果をもと

に、霞ヶ浦流域の多様な生態系サービスを持続的に利用するための管理方法の提案を目指した。 

 

2.5.1.2 方法 

霞ヶ浦（西浦）流域の全域を対象とした。国土地理院が提供する霞ヶ浦流域の流域界GISデータをもとに、西浦全流

域を 50の小流域に分割した。この小流域を空間的な評価ユニットとし、小流域ごとに生態系サービス、生物多様性評

価の評価を行った。 

代表的かつ霞ヶ浦流域で重要と考えられる 10項目の生態系サービス（農業生産・米生産・家畜生産・河川水質・気

候調整・炭素蓄積量・洪水調整・一次生産量・生息場所の多様性・神社数）について評価を行った。各サービスの評価

に用いた指標、単位、対象年、データソースについて表 1に示したが、河川水質以外は、既存の統計データや既存研究

のプロダクツを活用し、GISを用いて小流域ごとに集計した。河川水質については、霞ヶ浦流域では畑地からの窒素負

荷が顕著であることから、硝酸態窒素濃度を指標として用いた。また、生物多様性については、淡水魚類を対象とし、

在来魚の多様性を指標として用いた。 
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表 1 評価を行った生態系サービス・生物多様性の指標・対象年及びデータソース。 

 

 

河川水質については、霞ヶ浦流域では畑地からの窒素負荷が顕著であることから、硝酸態窒素濃度（NO3-N）を指標

として用いた。生物多様性については、環境DNAを用いて、在来魚の多様性を評価した。2016～2019年の夏季と冬季

の 2回（計 8回）、各小流域の最下流部において、硝酸態窒素濃度測定用の水試料と環境DNA分析用の水試料を採水

した。硝酸態窒素濃度測定用の水試料は、流心で採水した。環境DNA試料については、次亜塩素酸ナトリウム処理済

みのバケツもしくは柄杓にビニール袋をかけて、流心・右岸・左岸の 3ヶ所からそれぞれ 1L河川水を採水し、冷蔵保

存して実験室に持ち帰った。その後、採水した水試料をガラス繊維ろ紙（ワットマンGF/F、粒子保持能 0.7 μm）で濾

過し、濾過フィルターはアルミ箔に包んで冷凍庫で-28℃で保管した。後日、DNeasy Blood and Tissue kit（キアゲン社）

を用いて、濾過フィルターから環境DNAを抽出した。MiFishプライマー19）を用いた PCRによって魚類のミトコンドリ

ア遺伝子 12S rRNAを増幅し、増幅産物について次世代シーケンサーMiSeq（イルミナ社）で塩基配列を解析した。得

られた塩基配列はMiFISH pipeline 19） ならびに Claident 20）等を用いてメタバーコーディング解析を行って魚種を判定し

た。 

霞ヶ浦流域の 50地点における一斉調査において、限られた人員と時間のエフォートにおいて魚類多様性をより網羅

できるよう手法を検討した。検討した項目は、各地点でのサンプルの数、そして環境DNAが分解されにくくなるとい

うベンザルコニウム塩酸塩（BAC）の添加の有無である。各地点におけるサンプル数については、河川の流心と右

岸・左岸の 3カ所からそれぞれ 1Lを採水してDNAを抽出し、MiFishプライマーを用いたメタバーコーディング解析の

結果について検出される魚種を比較した。また、環境DNAは、採水してから時間が経つにつれて分解されることが明

らかにされており、速やかな濾過が求められる。Yamanakaら 21）は、種特異的プライマーを用いた環境DNAからのリ

アルタイム PCRによる魚種検出において、水試料にBACを添加することで、無添加時に比べて環境DNAが分解され

にくくなることを示した。そこで我々は、メタバーコーディング解析による多種検出においても BACの添加によって

環境DNAによる魚種検出数が向上するか、霞ヶ浦 50地点で採水した試料について検証した。 

環境DNAメタバーコーディングデータの統計解析手法を高度化するために、種の検出過程を明示的に説明する新し

い統計モデルを構築した。具体的には、種分布調査データの解析において偽陰性を踏まえた統計推測を可能とする統計

モデルとして知られる「サイト占有モデル」に着目し、これを環境DNAメタバーコーディングの文脈に適合するよう

枠組みを拡張した。霞ヶ浦流域で収集された淡水魚のメタバーコーディングデータに提案手法を適用し、環境DNAメ

タバーコーディングによる種の検出確率を定量した。 
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タナゴ類は、産卵に二枚貝を必要とするなどハビタット要求性が高いと考えられており、霞ヶ浦流域にも在来・外来

の数種が生息している。本プロジェクトの成果により、タナゴ類の 1種である絶滅危惧 IB類のアカヒレタビラが、霞

ヶ浦流域において在来種の多様性の指標種となり得ることが示された。また、タナゴ類は釣りや鑑賞用としても人気が

あり、生態系サービスの担い手でもある。そこで、アカヒレタビラの分布情報をより簡便に得るため、アカヒレタビラ

の種特異的プライマーを用いたリアルタイム定量 PCRによる検出手法を開発した。霞ヶ浦においてタナゴ類は希少で

入手が難しいことから、プライマーの設計は国際データベースに登録済みのミトコンドリア cytb遺伝子の配列を用

い、プライマーの動作確認はアカヒレタビラのゲノムDNAの他、ネガティブコントロールとして近縁種の人工合成

DNAを用いて行った。また、霞ヶ浦流域に生息する魚類の飼育水槽からも採水し、環境DNAによる検出の動作確認も

行った。2020年 9月に霞ヶ浦の一河川を等間隔で区分した地点とその支流、湖岸沿いの水路の合計 35地点、2020年 12

月に別の小河川と霞ヶ浦沿岸の合計地点で採水し、アカヒレタビラの分布を環境DNAにより調査した。 

次に、10項目の生態系サービス指標及び 1項目の生物多様性指標、あわせて計 11項目の指標値を標準化した。標準

化したスコアをもとに、小流域ごとの生態系サービスと生物多様性の状態を可視化した。また、因子分析（Factor 

analysis）によって、生態系サービス間あるいは生態系サービスと生物多様性の間の空間的なトレードオフ・シナジー

を特定した。因子数については、平行分析法によって決定した。また因子負荷量を用いて、シナジー効果、トレードオ

フ効果の地図化を行い、シナジー効果を高める要因、トレードオフを緩和する要因について分析した。 

飲料水や漁獲高のように市場価格が存在する場合は、その価値を市場価格に置き換えて生態系サービスの貨幣価値を

求めることが可能だが、希少生物や絶滅危惧種のように市場価値を持たないものはアンケート調査等で人々に価値を直

接尋ねることで価値を求める必要がある。そのため、人々が享受している生態系サービスの価値を網羅的に把握するた

めには、複数の経済学的なアプローチを組み合わせて評価する必要がある。 

最後に、霞ヶ浦（湖内）の生態系サービスの項目を整理し、享受量の変遷を把握することで特徴を明らかにするとと

もに、代替法を用いて生態系サービスの経済評価を試みた。代替法は環境のような非市場財がもたらす便益を、その財

と同等な便益をもたらす他の市場財で代替し、それを供給した場合に必要となる費用によって計測する手法である。次

に、全国の一般市民及び霞ヶ浦流域の住民を対象にウェブアンケート調査を実施し、霞ヶ浦が有する生態系サービスに

ついて、選択型実験（コンジョイント分析）を用いて経済価値評価を実施した。被験者に、水浴等レクリエーションと

しての水質（文化的サービス)、希少魚類の生息（基盤サービス）、漁獲量（供給サービス）、湖岸植生帯（調整サー

ビス）の 4つの属性からなる選択セットを提示し、望ましい状況を選択してもらった。調査の結果から、現状及び 

2040 年の将来の値（改善した状態）の水準の値を設定し、値の変化に対する支払意思額を参集し、これに人口を乗じ

て生態系サービスの経済価値を求めた。 

 

2.5.1.3 結果と考察 

霞ヶ浦流域の 50地点において、各地点 3カ所で採水して得られた魚種数について比較したところ、それぞれから検

出された魚種や種数は必ずしも一致しなかった。このことから、1つの地点において複数回のサンプリングが重要であ

ることが示された。また、採水後の水試料への BACの添加の有無については、50地点で比較したところ、魚種数は

BACを添加する方が有意に多かった（図 68）。 
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図 68 2018年 1月における霞ヶ浦 50小流域の淡水魚種数。BAC添加後に検出種数が増加した流域（青）と 

BAC添加後に検出種数が減少した流域（ピンク）を示す。 

 

本研究で構築した統計モデルを用いることで、野外でのサンプリングやライブラリ調整のための室内実験など、デー

タを得るまでの複数の段階における種の検出確率を個別に定量できるようになるとともに、偽陰性を踏まえた種分布や

種多様性の評価が可能となった。また、所与の予算の下で種の検出効率を最大化するサンプリングデザインの特定が可

能となった。 
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このモデルを霞ヶ浦流域での環境DNAメタバーコーディングデータに適用したところ、淡水魚種の検出確率には顕

著な不均一性が見られ、特定の種が偏って検出されやすい傾向が示された。モデルの結果から、各小流域にはDNAが

検出された種の数より平均約 1.2種多くの淡水魚が生息すると推定された（図 69）。また、様々な種を効率的に検出す

るためには、各採水地点において複数の水試料を反復して取得することが望ましいことが示唆された。 

図 69 2017年夏季における霞ヶ浦 50小流域の淡水魚種数。DNAが検出された種の数（青）と 

サイト占有モデルによって推定された生息種数（橙）を示す。 

アカヒレタビラの種特異的プライマーによる検出手法については、霞ヶ浦流域に生息する在来・外来のタナゴ亜科近

縁種 5種のDNAを増幅しないこと、アカヒレタビラを含む複数魚種を飼育する水槽から得られた環境DNAについて

はDNAが増幅されたことを確認した。霞ヶ浦流域の河川及び水路の合計 41地点における環境DNA調査では、アカヒ

レタビラが検出されたのは互いに隣接する 2地点と小河川 1地点のみから検出された。調査した河川数や地点数の網羅

性は十分とは言えないものの、過去にアカヒレタビラが採集された地点を多く含んでいたこともあり、本研究からアカ

ヒレタビラの分布はかなり限定的であることが示唆された。今後、市民参加型の調査などに活用することで、より広域

で本種の生息状況が明らかにできる可能性がある。本手法はメタバーコーディングよりも簡易的であることから、アカ

ヒレタビラを指標とすることで、在来魚の多様性が高い場所の評価にも用いることが期待される。 

また、霞ヶ浦流域における生態系サービス 10項目及び在来魚の多様性の状態を、レーダーチャートによって、小流

域ごとに可視化した（図 70）。流域ごとに生態系サービスのバンドルが異なることが示唆された。次に、これらの指

標値のパターンから、空間的に生じているトレードオフとシナジーを抽出するため、因子分析を行った。 
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図 70 霞ヶ浦 50小流域の生態系サービス指標値のパターン。レーダーチャート上の番号は各小流域の ID。 

各指標値は標準化している。 

 

因子分析の結果、3つの因子が抽出された。第 1因子では、気候調整機能、洪水調整機能、炭素蓄積量、純一次生産

量、生息場所の多様性の 5つのサービスのシナジーが抽出された。この第 1因子のスコアを地図化し、土地利用との結

果を分析した結果、森林面積率が高いほどスコアが高く（つまりシナジー効果が大きく）なり、また市街化率が高いほ

ど、スコアが低く（つまりシナジー効果が小さく）なることが明らかになった（図 71）。このことから、このシナジ

ー効果を維持・促進するためには森林が重要な役割を果たすことが示唆された。第 2因子では、農業生産の増加に対し

て、河川水質サービスが減少するトレードオフが抽出された。また、在来淡水魚類の多様性も、農業生産の増加に対

し、減少する傾向が見られた。第 3因子では、米生産のみ抽出され、他の生態系サービスとの関係は見られなかった。 
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図 71 （A）因子分析によって特定された調整・基盤サービスのシナジーの空間分布（因子 1のスコアを地図化）。 

（B）因子分析によって特定されたトレードオフの空間分布（因子 2のスコアを地図化）。 

上述の因子分析では、農業生産と水質にトレードオフが見られた。しかし、畑地率と河川水の硝酸態窒素濃度の関係

を詳細にみると、畑地率が高いにも関わらず、水質がよい小流域が見つかった。このことから、農業生産と水質保全を

両立する「Win-Win流域」が存在する可能性が示唆された。 

畑地率と硝酸態窒素濃度を標準化した後、その両方の誤差を考慮するデミング回帰を行い、その回帰直線に直交する

残差を「トレードオフの緩和スコア」と定義し、緩和スコアを決める要因を分析した。その結果、湿地面積率が緩和ス

コアのバラツキを最も説明する要因であること明らかとなった（図 71）。このことから、湿地が農業生産と水質のト

レードオフを緩和する可能性が示唆された。また、湿地数よりも湿地面積率のほうがより緩和スコアのばらつきを説明

できていたことから、ある程度の大きさをもつ湿地が重要な役割を果たすことも明らかとなった。 

湿地面積率の高かった 2つの流域では、特に高い緩和スコアを示した。しかし、この 2つの小流域を除外しても、湿

地面積率と緩和スコアの間に有意な関係が認められた。流域スケールにおいて湿地の水質浄化機能を高めるには、流域

内に 2～7%の湿地が必要であることが示されていることから 22）、この 2つ小流域は、外れ値というよりは、むしろ、

湿地面積率の高いこれらの小流域では、流域スケールで高い水質浄化機能が発揮された結果であると考えられた。本研

究の対象流域においては、湿地が 2～3%以上含まれることにより、農業生産と水質のトレードオフを緩和できる可能

性が示唆された。 

また、緩和スコアが最も高かった流域には、2～3つの連なるため池が含まれる特徴を持っていた（図 72）。この小

流域における湿地の水質浄化機能を詳細に調べるため、2017年 8月に、台地の地下水、ため池に流入する湧水、ため

池からの流出水を採水し、それらの硝酸態窒素濃度を測定し、比較した。その結果、地下水と湧水では高濃度の硝酸態

窒素濃度が検出されたに対し、ため池の流出水の硝酸態窒素濃度は非常に低かった（図 72）。ため池が連なったシス

テムでは、水の滞留時間が長くなり、脱窒や栄塩吸収等のプロセスを通じて硝酸態窒素濃度が減少していることが示唆

された。 
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図 72 農業生産と水質のトレードオフの緩和スコアと湿地面積率の関係。 

緩和スコアが最も高かった流域における地下水、湧水、ため池流出水の硝酸態窒素濃度の変化。 

ため池の水質浄化機能が農業生産と水質のトレードオフを緩和する可能性が示唆され、こうした湿地の維持・保全が

重要になる。しかし、霞ヶ浦流域には、すでにため池が減っており、現存するため池や湿地は多くない。一方、谷津奥

には、放棄された水田が近年広がっている。こうした放棄水田を積極的に活用し、湿地の代替機能を果たすことが期待

できる。今後、放棄水田の利用を流域管理に組み込んでいく必要がある。 

経済評価については、まず霞ヶ浦の生態系サービスを供給・調整・文化的・基盤の 4つに分類し、計 25項目及びそ

の指標を整理した（表 2）。生態系サービスの指標の推移（享受量の変化）の特徴として、魚種や植物などの生物多様

性や人々が霞ヶ浦と触れ合うような項目の指標が減少したことが明らかとなった。減少した項目の多くは自然資本から

直接得られるサービスだった一方、増加した項目の多く（特に利水や治水）が、人工資本を介すことによって得られる

サービスであった。 

市場価格等の情報が得られた 14項目について、代替法を用いて経済価値評価を行った結果、霞ヶ浦は年間 1,217億円

の生態系サービスを生み出していることが明らかとなった（表 2）。 



 

75 

 

表 2  霞ヶ浦の生態系サービスの指標の推移（1945年から 2018年）と経済価値。 

 

 

選択型実験では、全国及び霞ヶ浦流域の市民、いずれにおいても水浴等レクリエーションとしての水質の改善、生息

する希少魚類の回復に対して、特に高い支払い意思額を示した。具体的には、水質を現在の状態からややよい状態に改

善することに対して全国の人々は 5,829円、流域の人々は 5,616円支払意思を示した（図 73）。また、生息する希少魚

類を 3種から 6種に回復させることに対して、それぞれ 3,457円、2,767円の支払意思額となった。人々にとって市場価

格で評価できない霞ヶ浦の生態系サービスが重要な役割を有していることが示唆された。また、得られた支払意思額に

人口を乗じて生態系サービスの経済価値を求めた。霞ヶ浦の生態系サービスに対する経済価値は、現状は全国では 1 兆

302億円、茨城県では 253億円、流域では 70億円、2040 年の将来（望ましい状態への改善）の場合は、全国では、1 兆

4,264億円、県では 324億円、流域では 89億円と算出された。 
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図 73 （A）アンケート調査のシナリオに用いた現在の状態及び改善した状態を示す各生態系サービスの値と単位。 

（B）アンケート調査から算出した各生態系サービスの改善に対する支払意思額。アンケート調査は流域及び 

全国の人々を対象にそれぞれ実施している。 

代替法と選択型実験の両方を用いることにより、霞ヶ浦は、少なくとも 1年当たり供給サービス 463億円、調整サー

ビス 751億円、基盤サービス 166億円、文化的サービス 3億円と、多様な生態系サービスを提供していることが明らか

になった。世界の湖沼・河川の平均的な経済価値は 147万円/ha/年（Constanzaら 23）換算）と比較すると、代替法による

評価額だけでも、霞ヶ浦の生態系サービスの価値は、その約 4倍であった。霞ヶ浦から得られる全ての生態系サービス

価値を網羅できていないため、今後さらなる研究が必要であるが、霞ヶ浦の多様な価値を、改めて認識し、生態系サー

ビスの活用と保全を両輪で推進していく施策が必要である。特に、水質の改善と生物の保全に関する支払意思額や意識

が特に高かったことから、それらに答えるような施策の検討が必要である。 

2.5.1.4 まとめ 

本サブテーマでは、霞ヶ浦流域（西浦の全流域）をモデル流域として、生態系サービス、生物多様性の評価を行い、

それらの相互関係を明らかにした。また、複数の経済評価手法を用いて、霞ヶ浦から生み出される生態系サービスにつ

いて経済評価を行った。 

流域の魚類多様性の調査手法に環境DNAを導入した。環境DNAの反復採水、環境DNAの劣化を防止する工夫、環

境DNAメタバーコーディングの偽陰性を考慮する統計モデルの開発を通じて、高精度かつ頑健な種検出が可能となっ

た。今後、これらのスキームは、環境DNAを用いた長期モニタリングに活用されることが期待される。 

生態系サービス間で生じるシナジーやトレードオフを解析するこれまでの生態系サービス研究と異なり、本研究で

は、一歩踏みこんで、シナジーを促進する要因、トレードオフを緩和する要因を特定した。特に、湿地が、農業生産と

水質のトレードオフを緩和する可能性を示した。湿地は、水質浄化以外に、洪水調整や生物多様性保全など多様な機能

をもつことから、湿地の保全・再生は、自然を活用した問題の解決（Nature-based solution）といえる。 

 経済評価によって、霞ヶ浦は、多様な生態系サービスを提供していること、特に水質の改善、生物多様性の回復に

ついて支払い意思額が高いことが明らかになった。流域と湖は密接に関係しており、湖内の生態系サービスは、流域の

土地利用の変化や負荷の影響を受ける。流域と湖のつながりを考慮し、流域全体で多様な生態系サービスを持続的に利

用できる生態系管理を進めていく必要がある。 
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2.5.2 小笠原諸島の生態系の持続性に関する研究（サブテーマ 2） 

2.5.2.1 目的と経緯 

小笠原の主要産業は世界自然遺産（2011年 6月登録）の生態系に依存した観光産業であり、他の産業に比べて桁違

いに大きな経済的な規模を持つ。小笠原はエコツーリズムの先進地であり、また、小笠原諸島の大部分が国立公園に指

定されていることもあり、保護区の設定や法制度の整備、ツアーガイドなどの関係者同士の申し合わせ等もなされてお

り、既に生態系に悪影響を与えない観光業が発達している。その意味では既に自然共生社会が実現しているともいえ

る。そのため、今後は現在実現している自然共生社会をいかに持続させていくか、が課題となる。 

小笠原における自然共生社会を持続させるためには、観光需要を喚起している世界自然遺産の生態系が持続的でなけ

ればならない。小笠原の生態系は厳重に保護されているが、それでも気候変動の影響はすでに指摘されているし（小笠

原諸島は乾燥化しつつある。24-26））、外来種（既存、新規）の問題はまだ小笠原において中心的な環境問題であるし、

様々な事業など、生態系への変質圧は常にかかり続けている。そこで本研究では、野外調査、環境 DNA解析、コンピ

ュータシミュレーションとアンケート調査等を用いた社会科学的研究を行い、現在の小笠原諸島生態系の維持メカニズ

ムを明らかにするとともに、世界自然遺産の生態系を持続させるための生態系管理手法の提案を行うことを目指す。ま

た、域外保全の枠組みで、調査の過程で得られた小笠原固有種や絶滅危惧種などの貴重なサンプルについてはタイムカ

プセル事業と連携して遺伝子資源の保存を行う（図 74）。 

 

 

図 74 プロジェクトを構成する各サブテーマとそれらの関連性 

 

野外調査は小笠原諸島父島の小規模な陸上淡水生態系を対象とする。小規模な陸上淡水生態系を対象とした理由の一

つは、環境DNA分析（水サンプルを採集し、その中に含まれている遺伝子を解析する）をあわせて行うことを目的と

しているためである。また、もう一つの理由は、小規模陸上淡水域は元々不安定な環境であるため、環境の変化に鋭敏

に反応すると期待されるからである。この調査によって生態系構成種の組成の変化を追跡し、小笠原諸島の小規模な陸

上淡水生態系の現状把握を行うとともに、維持メカニズムに関する解析を行う。 

小規模陸上淡水生態系を対象として、技術開発も含めて環境DNA分析を行う。環境DNA分析を理想的に行えるよ

うになれば、水を汲んできてその中に含まれるDNAを分析するだけで、生物種の在不在、さらに、個体数の変化まで

追跡できるようになることが期待されるため、生物の生体を採集する必要がなくなるだけでなく、生物の在不在調査の

ために保護区内に立ち入る必要もなくなり、調査が生態系に与える影響を極限まで少なくすることができる。この技術
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開発のためには、基盤となる遺伝子データベースの作成が必要不可欠である。そのため、小規模な陸上淡水生態系の野

外調査の過程で得られたサンプルのDNA情報をデータベースに登録していく作業を行う。この際、まずは普通種を対

象として研究を進めていく。サンプルの得やすさや、サンプリングによる個体群への影響が小さいことに加えて、生態

系の物質循環の大部分は普通種が担っているため、将来的に行う生態系の中心的なプロセスのモニタリングには普通種

が適しているからである。分析技術が確立されれば、希少種の在不在判定にも挑戦することを検討する。 

野外調査などの過程で得られた貴重なサンプル（小笠原固有種や、絶滅危惧種など）はタイムカプセルに保存する。

これによってサンプルを再利用できる体制を整え、生きた個体を新たに採集することなく、遺伝情報などの研究を行う

ことができるようにする。 

研究の過程で得られたデータや文献情報を参考にし、小笠原諸島の生態系を再現する数理モデル開発を行う。このモ

デルを用いてコンピュータシミュレーションを行い、小笠原の生態系が持続的な状態にあるかどうか、もし変化するの

なら、生態系内のどの部分が影響を受けやすいのかを明らかにする。また、複数の管理シナリオのシミュレーションを

行い、なるべく生態系を変化させなくて済むような生態系管理手法を探索する。 

さらにビッグデータ解析やアンケート調査などを用いて、小笠原諸島を初めとする島嶼地域に関する社会学的研究を

行う。国立公園としての小笠原諸島の観光需要調査、経済的な利益の定量評価を含めて有効なエコツーリズムの方法な

どを明らかにする。 

これらの結果を合わせて、小笠原の生態系が持続的な状態にあるかどうかを明らかにした上で、生態系を持続させる

ための生態系保全施策を提案することを目指す。 

 

2.5.2.2 方法 

本サブテーマでは、小笠原諸島の現地調査、得られたサンプルのタイムカプセル保存、環境DNA解析、生態系の数

理モデルを利用したコンピュータシミュレーション、アンケート調査等を用いた社会学的研究を行う。 

小笠原諸島父島の小規模な陸上淡水生態系（13カ所）を対象として野外調査を行う。現地調査は年 2回、夏季（6月

下旬～7月上旬）と冬季（11月下旬～1月）に行う。Dフレームネットを用いて、およそ 1平方メートルの範囲の水中

堆積物をすくって生物サンプルを採集する。採集されたサンプルは可能な限り種レベルまでの同定を行い、生態系構成

種の組成の変化を解析した。 

小笠原諸島に分布する絶滅危惧種を対象に遺伝資源（臓器、細胞、DNA等）の保存を実施した。遺伝資源の中で臓

器は 5ミリ角程度に細切し、凍結保存用チューブにいれた。血液は血球と血漿を分離し、それぞれを凍結保存用チュー

ブにいれた。DNAについても 50µl程ずつ凍結保存用チューブに分注した。 

新鮮な皮膚組織が入手できた際は、細胞培養を試みた。細胞培養用培地は 10%FBS添加DMEMを使用した。温度条

件を 37℃とし、5%CO2下で培養を実施した。 

小笠原父島における小規模陸水生態系として、河川やダムにおいて、Dフレームネットを用いて無脊椎動物を採集し

た。採取した動物は拾い出して同定し、可能な限り非破壊のままDNA抽出を抽出したのち動物の同定用の標準遺伝子

COIの塩基配列（DNAバーコード）を得た。標本は、形態による再同定が可能な液浸標本として保管した。 

標本採集に先立ち、父島の河川やダムにおいて採水し、採水日当日中にガラス繊維ろ紙（Whatman、GF/F）もしくは

ステリベクス（ミリポア、0.45 mm）にて濾過した。濾過済フィルターから抽出した環境DNAについて、魚類 12S 

rRNA遺伝子と無脊椎動物COI遺伝子をターゲットとした 2セットのユニバーサルプライマー（MiFish primers 19）、

mlCOIintF & HCO2198 27, 28））を用いてメタバーコーディング解析を行った。また、特にウナギ属についてはMiFishプラ

イマーでは種判別ができないことから、12S rRNA及び 16S rRNA領域を増幅するウナギ属用のユニバーサルプライマー

を設計して解析した。 

数理モデル研究では、現在の小笠原諸島生態系の物質循環過程を再現するモデルと、海洋島生態系の進化過程を再現

するモデルの 2種類の生態系数理モデルを作成する。前者のモデル（物質循環モデル）では、 海鳥によって島に持ち

込まれた栄養塩を植物が吸収して生長し、それを草食動物が利用し、草食動物を肉食動物が捕食し、これらの動植物の
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遺骸や糞が分解されて栄養塩に戻る、という物質循環プロセスを再現した。後者のモデルでは（進化モデル）、前者の

モデルを元にして、海洋島の特徴的な進化過程、つまりごくまれに外部から移入してきた種が島内で種分化を繰り返

す、という過程を再現した。これらのモデルを用いて、外来種を含む種の除去の影響とその後の生態系の変化を解析し

た。 

社会学的研究では、島嶼地域における観光需要の定量評価及び関連理論の発展を目的として以下の 3つの研究を行っ

た。1つ目の研究では、環境評価手法（ベスト・ワースト・スケーリング）を用いて、全国の一般市民を対象に、国立

公園の相対的な選好を明らかにした。2つ目の研究では環境評価手法（選択型実験）にシミュレーションを組み合わせ

ることで、エコツアー中において希少種との遭遇確率が上昇することで創出される経済的な利益の定量評価を行い、地

域経済に希少種の保全がもたらす経済的便益を可視化した。最後に、希少種の観察を目的とするエコツアーにおいて、

ツアー事業者の特性がツーリズム市場の平衡状態に与える影響をゲーム理論を用いて明らかにした。 

2.5.2.3 結果と考察 

2016年から継続して小笠原諸島父島の小規模な陸上淡水生態系の構成種の変化を調査した。その期間中、2016年末

から 2017年 6月まで、小笠原諸島は史上 2番目の規模と言われる非常に厳しい渇水に見舞われた 29, 30）。本研究で対象

としている調査地のいくつかが干上がるほどの厳しいものであった。渇水は水域に生息する生物にとって致命的な撹乱

となる。そこで本研究では渇水前後で多様性がどのように変化したのかを、渇水前から全調査期間にわたって継続的に

調査ができた 5つの調査地を対象とし、生態系構成種の組成の変化を解析した（図 75）。渇水前（2016年 7月）の調

査では計 23種が確認された。渇水のさなかの 2017年 1月の調査では、総種数が約 20%減少したことが確認された。

2018年 3月の調査では総種数は 26種に増加した。その後も確認された種数は 20種以上を維持しており、総種数につい

ては渇水前の水準を素早く取り戻して維持し続けている。しかし種構成はなかなか元には戻らなかった。渇水前に見ら

れた 23種のうち、12種が 2017年 1月の渇水の時に姿を消した。その後わずかに回復していく傾向が見られるが、渇水

から約 1年半経過した 2018年 11月の段階でも約 3分の 2が回復したに止まっていた（図 75）。 

図 75 野外調査で観察された種数の時間変化。aの黒線は総種数、赤線は 2016年 7月との共通種の数を表して 

いる。bは昆虫類、軟体動物類、エビ・カニ類、昆虫以外の節足動物それぞれの多様性の変化を表している。 
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撹乱に対する反応は分類群による違いも見られた。軟体動物、エビ・カニ類、昆虫以外の節足動物は渇水の際に種数

が減少した。エビ・カニ類の種数はすぐに回復したが、軟体動物、 昆虫以外の節足動物の種数はなかなか回復しなか

った。特に軟体動物の 1種、淡水二枚貝のマメシジミは渇水時に父島最大の個体群が地域絶滅し、その後回復が見られ

なかった。昆虫類は渇水時に 4種見られなくなったが新たに 4種が出現し、種数は変わらなかった。2018年 3月の調査

時に種数は倍増したが、その後はほぼ元のレベルに戻った。2018年 11月の調査で確認された 10種の昆虫類のうち、6

種は渇水前の 2016年 7月との共通種であるが、4種は渇水後に見られるようになってそのまま調査地に定着した種であ

る。そのため、2018年 3月の調査で確認された昆虫類の種数の増加は“撹乱依存種の一次的な出現”とは言えず、複雑な

群集動態を示している可能性がある。渇水の半年後の調査において、小笠原固有種かつ希少種でこれまでは個体数が少

ないと報告されていたオガサワラヌマエビ（図 76）、オガサワラヨシノボリの局地的な大発生が観察された。オガサ

ワラヌマエビの大発生は一時的なものであり、その後の調査で個体数は元のレベルに戻っていった。このことから、こ

れらの種は撹乱依存で個体群を維持している可能性が考えられる。 

 

 

図 76 小笠原固有種オガサワラヌマエビ 

 

渇水という撹乱を受けた後、総種数の回復は早いが、元通りの生態系にはなかなか戻らないことが明らかとなった。

また、回復が遅い軟体動物類と昆虫以外の節足動物については重点的な保全対策が必要である。しかし、保全策として

安定な環境を用意することは必ずしも適切ではない。明らかな撹乱依存種も確認されたこともあり、適度な強度の撹乱

が加わるようにしておくことが淡水生態系の生態系の維持に必要である可能性がある。また、絶滅が危惧される個々の

種の保全は継続的に行うべきであり、本プロジェクトでも小笠原固有種で絶滅危惧種のオガサワラヌマエビを種の保存

法の対象種に推薦し、2019年 2月に対象種に指定された。 

第 4期中長期計画期間中に、オガサワラオオコウモリ（Pteropus pselaphon、絶滅危惧 IB類） 3個体、アカガシラカラ

スバト（Columba janthina nitens、絶滅危惧 IA類） 2個体、オガサワラヌマエビ（Paratya boninensis、絶滅危惧Ⅰ類） 2個

体を対象に遺伝資源保存を行った。それぞれの個体から採取し、凍結保存した遺伝資源を表 3に示した。 
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表 3 凍結保存を実施した絶滅危惧種由来の遺伝資源 

種名 NIES ID 保存した遺伝資源 

オガサワラオオコウモリ 4369M 血球、血漿、骨、皮膚組織、DNA、培養細胞（皮膚組織由来） 

 4418M 筋組織、DNA     

 4457M 腱組織、骨、DNA、培養細胞（皮膚組織由来）  

        

アカガシラカラスバト 5773A 筋組織、心臓、肺、肝臓、脾臓、腎臓   

 6062A 筋組織、心臓、肺、肝臓、脾臓、腎臓、卵巣  

        

オガサワラヌマエビ 5011Inv 個体全体（エタノール固定）    

 5012Inv 個体全体（エタノール固定）    

  5013Inv 個体全体（エタノール固定）       

 

 この中でオガサワラオオコウモリ（4369M）の皮膚組織に由来する培養細胞（図 77）からは、不死化細胞の樹立に成

功した 31）。今後、この不死化細胞が、新型コロナウイルス SARS‑CoV‑2に関連する研究に活用されることが期待され

る。 

 

 

図 77 オガサワラオオコウモリ(Pteropus pselaphon)の皮膚組織から増殖した細胞 

 

収集したDNAバーコード 18分類群 50個体について国際塩基配列データベースに登録し、プロジェクトで構築した

「小笠原標本DNAデータベース」においても写真とともに公開した（図 78）。絶滅危惧 I類オガサワラヌマエビなど

のエビ類については引き続き分類上の再検討を要することから非公開とした。得られたバーコード配列に基づく分子系

統解析により、広汎分布種として知られている種であっても、小笠原個体群は他地域の個体に比べて遺伝的にかなり分

化している場合が見られた。この結果は、小笠原の生態系はこれまで考えられていたよりもさらに固有性が高いことを
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示唆している。小笠原の陸水生態系に生息する無脊椎動物の分類学上の固有性や希少性、個体群の絶滅リスクは一部を

除きほとんど明らかにされていない。本研究で得られた標本には科や属等の上位分類までの同定にとどまるものもあっ

たが、国際的に形態やDNA情報を公開しておくことで、今後の分類学的研究や生物多様性調査に活用されることが期

待される。 

淡水生態系における動物の多様性を調べるために環境DNA解析を行った結果、魚類については絶滅危惧種のオガサ

ワラヨシノボリや、外来種であるグッピーやカダヤシが検出された。これらの河川分布の結果は過去の捕獲や目視によ

る調査記録ともおおむね一致した。また、ウナギ属プライマーによる環境DNA解析の結果、オオウナギがダムの上流

にまで生息していることが示唆される結果が得られ、オオウナギの遡上能力の高さがうかがわれた。採水無脊椎動物の

環境DNA解析では、ヒメハマトビムシ類やユスリカ類などの節足動物が主に検出された。ただし、魚類、無脊椎動物

ともに、環境DNA検出における定量性については今後も検証が必要である。 

図 78 小笠原標本 DNAデータベース 

以上のことから、小笠原の様な小規模淡水生態系においても環境DNAによる生物多様性調査が有効であることが示

された。環境DNAによる生物調査は、現地での作業は基本的に採水のみと簡便である。加えて小笠原は、調査による

外来種の持ち込みや環境改変が特に懸念される地域でもある。今後の調査では、環境DNA解析も併用することで、調

査による環境負荷を低減し、少ない労力で高頻度・多地点モニタリングを実現できると考えられた。 

現在の小笠原諸島生態系の物質循環を再現する数理モデルを用いて生態系から構成種を除去して生態系の脆弱性を解

析するシミュレーションを行った。その結果、広食性で活動性の高いヤギ、ネズミを駆除した場合に最も連鎖的な絶滅

が起きる可能性が高く、そのとき絶滅しやすいのは、木本植物、草本植物、草食性昆虫であった。肉食性昆虫は、ヤギ

を駆除した場合は連鎖的に絶滅する確率が高かったが、ネズミを駆除した場合はその確率が低かった。 

小笠原諸島のような海洋島生態系の特徴的な進化過程、つまりごくまれに外部から移入してきた種が島内で種分化を

繰り返す、という過程を再現した数理モデルを用いてシミュレーションを行った結果、人が入植する前の原始的な状態

の海洋島生態系（全島が森林に覆われた状態）を約 80%の確率で効率よく再現することができた。この状態の島に外

来ヤギ・ネズミを侵入させると約 3分の 1の確率で裸地が生じたが、これは実際の小笠原諸島で裸地が生じた島の割合

と一致していた。これはモデルの予測能力の高さを示している。また、外来ヤギ・ネズミを駆除するシミュレーション
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を行った結果、6割程度の隔離で駆除後に原始的な状態（全島森林化した状態）に回復したが（図 79）、3割程度は駆

除後の森林面積が 50%未満に止まった。駆除後に森林が回復しなかったケースに注目し、これらの駆除前の状態を解

析した結果、実際の媒島の植生比とほぼ一致していることが明らかとなった。実際に媒島ではヤギ駆除後の森林回復の

遅れが指摘されているが、このまま放置していては媒島では森林が回復しない可能性が示唆された。駆除後に森林が回

復しなかったケースに注目し、これらの駆除前の状態を解析した結果、実際の媒島の植生比とほぼ一致していることが

明らかとなった。実際に媒島ではヤギ駆除後の森林回復の遅れが指摘されているが、このまま放置していては媒島では

森林が回復しない可能性が示唆された。 

 

 

図 79 モデル生態系における植生変化。シミュレーション開始後、20万ステップかけて生態系を進化させると 

約 80％の確率で全島森林化した状態になる。外来種が侵入すると森林が大きく衰退し、草原と裸地が広がる。 

一定期間後に外来種を駆除すると、裸地が減少し、一度草原が急拡大するが、次第に森林に置き換わって行き、 

約 60％の確率で全島森林に覆われた状態に回復する。 

 

また、侵入してから外来ヤギ、ネズミを駆除するタイミングを変えてシミュレーションした結果、侵入から駆除まで

の時間が短いほど元々の状態（全島森林に覆われた状態）に戻る確率が高いこと、最終的な多様性が高くなることが明

らかとなった。全島森林に戻った生態系に注目して解析したところ、特に動物種は外来生物駆除後も多様性が減少する

ことが明らかとなった。また、その減少率は侵入してから駆除までの時間が短いほど大きくなることが明らかとなっ

た。これらの結果は、外来種駆除は早い方が望ましいが、外来種駆除後もその影響が残って多様性が減少すること、外

来生物を駆除するだけでは元々の状態に戻すことは難しいことを示しており、駆除後もモニタリングと適切な管理を行

わないとせっかく生き残っていた在来種が絶滅してしまう可能性を示唆している。 

これらの結果から、外来種駆除などの自然再生事業は、いわゆるやりっ放しでは悪影響をもたらす可能性があり、事

業が修了した後も継続的にモニタリングを行い、何か望まない事態が起こった時は適切な管理を行う必要があることを

示している。 

小笠原諸島を初めとする島嶼地域を対象とした社会学的研究では、まず、環境評価手法（ベスト・ワースト・スケー

リング）を用いて、全国の一般市民を対象に、国立公園の相対的な選好を明らかにした。小笠原諸島は観光客の事前人

気（まだ訪問したことはないが、これから訪問したい観光地）も比較的高く、さらにリピーターの割合も高いことが明

らかとなった（図 80）。また、リピーターは小笠原独特の風景、生態系に魅力を感じていることも明らかとなった。

選択型実験を用いた研究 32）では、希少種との遭遇確率が上がるにつれて、観光客のツアー参加率及びガイド収入が増



 

84 

 

加することが示された。特に、シミュレーションによれば、希少種との遭遇確率が 10 %の場合は、ツアー1回あたりに

期待される最大収入は 223円に過ぎないものの、90%の場合にはその約 20倍、4,545円の収入が期待されることが明ら

かになった。最後に、ゲーム理論を用いた研究 33）では、市場が社会的ジレンマに陥るのは 2人の事業者がともに競争

的なタイプである場合に限られることが明らかになった。少なくとも 1人の事業者が非競争的、つまり個人主義的もし

くは協力的であれば、ナッシュ均衡がもたらす収益配分はパレート効率を満たすことを示した。本結果は、自然体験型

ツーリズムを対象とする社会的ジレンマの分析において、伝統的な市場観の限界と個人の性格特性を考慮することの重

要性を示唆している。 

 

 

図 80 観光需要のアンケート調査（国立公園）。横軸は未訪問者がこれから行きたい場所の事前人気の高さ、 

縦軸は実際に行った人の再訪希望の高さを表す。 

 

2.5.2.4 まとめ 

小笠原諸島の小規模淡水生態系を対象として継続的に野外調査を行い、特に期間中に発生した観測史上 2番目の規模

と言われる渇水後の多様性の回復過程に注目して生態系変化を解析した。その結果、飛翔能力を持つ水生昆虫類は多様

性が早く回復すること、それに対して軟体動物は回復が遅いことが明らかとなった。この回復の遅い種の保全に特に重

点を置く必要があることを示している。また、水生昆虫類については、広い範囲で複数の生息地を移動している可能性

が示唆される。乾燥前後で種構成が大きく異なっていること、渇水後に一部地域で絶滅危惧固有種の一時的な大発生が

確認された。この結果は、この絶滅危惧種が撹乱依存種（生息地が撹乱を受けて一時的にできたニッチの空白を利用し

て繁殖する特徴を持つ種）である可能性を示唆しており、単に撹乱の影響を軽減して安定した生息地を用意すれば生態

系が保全できる、と短絡しない方がよい可能性を示唆している。また、小笠原固有種オガサワラヌマエビを種の保存法

の対象種に指定することに貢献した。調査の過程で得られた多数の希少種の標本について液体窒素タンクに凍結保存す

ることで域外保全を進めた。また、小笠原固有種で絶滅危惧種であるオガサワラオオコウモリの細胞の不死化にも成功

した。これによって、これら希少種の成体を新たに棄損することなく、サンプルの再利用が可能な体制を整えられると

ともに、不死化した細胞を用いた曝露実験や病原体の感染実験などを行うことが可能になった。また、アンケート調査
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の結果、現地での保全が難しい生物種については、域外保全の枠組みを整備することが支持されていることが明らかと

なった。環境DNA分析を用いて、非破壊で陸水生態系の多様性をモニタリングする技術開発を行った。そのためにま

ず小笠原の水域生態系を構成する種のDNAデータベースを整備し、18種 50個体の遺伝子情報を公開した

（https://www.nies.go.jp/ogasawara/)。得られたバーコード配列に基づく分子系統解析により、広汎分布種として知られて

いる種であっても、小笠原個体群は他地域の個体に比べて遺伝的にかなり分化している場合が見られた。この結果は、

小笠原の生態系はこれまで考えられていたよりもさらに固有性が高いことを示唆している。ウナギ類を対象とした環境

DNA分析方法を改良し、従来法よりも遙かに精度の高い手法の開発に成功した。環境DNA分析による種の検出テスト

の結果、野外調査記録ともおおむね一致する結果が得られたことから、小笠原の様な小規模淡水生態系においても環境

DNAによる生物多様性調査が有効であることが示された。小笠原諸島のような世界遺産地域では調査そのものによる

環境負荷も低減することが必要であるが、本研究で開発された環境DNA解析も併用することで、調査による環境負荷

を低減し、少ない労力で高頻度・多地点モニタリングを実現できると考えられた。小笠原村は主に観光産業に依存する

社会となっている。そこで、小笠原諸島における観光需要調査を行った。その結果、小笠原諸島は観光客の事前人気

（まだ訪問したことはないが、これから訪問したい観光地）も比較的高く、さらにリピーターの割合も高いことが明ら

かとなった。また、リピーターは小笠原独特の風景、生態系に魅力を感じていることも明らかとなった。自然観察を伴

うツーリズムにおける観光客の行動を分析した研究の結果から、ツーリズムの対象となる生物を観察できる確率が高く

なると、ツアーの主催者の収入が大きく増加することが示された。これらの結果は、島嶼地域固有の生態系が観光とい

う生態系サービスを生み出しており、自然共生社会を持続させるためには、小笠原をはじめとする島嶼地域本来の生態

系を持続させる必要があることを示唆している。海洋島の生態系を再現する 2タイプの数理モデル（現在の状態を再現

することを重視して小笠原諸島生態系の物質循環を再現したモデル、生態系の成立過程（進化過程）を重視したモデ

ル）を開発し、それぞれに基づいて外来種駆除のシミュレーションを行った。その結果、どちらのタイプのモデルで

も、外来種駆除後に大きく生態系が変化し、駆除後にも在来種の絶滅が起こる可能性が示唆された。この結果は、外来

種駆除後にもモニタリングを継続し、生態系を適切に管理することが必要であることを示している。また、進化モデル

は、島の生態系がどのように変化しうるのかを予測する能力が高く、保全策の選択肢を考慮する上で有効であると考え

られる。小笠原固有の生態系を保全することが観光需要を維持して小笠原村の経済を維持することにつながる。小笠原

村における自然共生社会実現のためには、域外保全の枠組みも合わせて、小笠原諸島本来の生態系を維持することが必

要である。そのためには、一時的に自然再生事業を行うだけでなく、継続的にモニタリングを行い、不安定な環境条件

を考慮に入れながら、必要に応じて適切な管理をすることが重要である。 

 

2.5.3 河川と海のつながりを重視した流域生態系研究（サブテーマ 3） 

2.5.3.1 目的と経緯 

本課題では、河川上流、中流、下流の各地域で開発が進み、過度に人為的改変を受けた現在の流域生態系を全国から

いくつか選び、河川と海との間の物質や生物の移動、そしてそれを支える生息環境のつながりに着目し、改変による回

遊性魚類や汽水域生物への影響を評価しつつ、生物多様性保全と水資源・水産資源・防災・観光等各種生態系サービス

との相乗効果を含む共便益性やトレードオフ効果による背反性を整理し、その影響を回避あるいは緩和するための提言

を行う。またそれにより流域生態系における生物多様性の保全と生態系サービスの持続的利用を目指す。 

河川を分断するダムや堰などの河川横断工作物が森里川海のつながりを奪い、サケ科魚類などの回遊魚へ与えた影響

はきわめて大きい。ところが、ダム湖に閉じ込められ陸封された後も、ダム湖とその流入河川のみで生活史を完結し、

降海せずとも世代交代できるよう適応したサケ科魚類の個体群が北海道や北半球の高緯度地域に見られる。日本最北の

都市、稚内市を流れる声問川上流に 1980年代に造られた北辰ダムには、ダム建設後に降海性を失い、ダム湖の中で世

代交代を続ける陸封型のサケ科魚類イトウが生息する。イトウはサケと異なり産卵後も死ぬことがなく生涯に複数回産

卵を繰り返すため、その寿命も長く（>20年）、結果として日本最大の淡水魚と呼ばれるほど大型に成長する（>1.2メ

ートル）。北海道には現在 11河川水系に本種が生息するが、北辰ダムとさらにもう 2つのダム湖（朱鞠内湖と金山ダ

https://www.nies.go.jp/ogasawara/


 

86 

 

ム湖）に陸封されたイトウ個体群は比較的生息数も多く、国内に残された数少ない安定個体群である。それゆえ、絶滅

危惧 IB類に指定された希少種イトウの保全を考えるうえで、ダム湖に陸封された個体群の存在は無視できない。北辰

ダムでは毎春、イトウの産卵期に大型の成熟したイトウが数十尾、時には 100尾を超える群をなして下流から遡上し、

ダム放水口に集結するという不可解な現象が観察されている。ダムには魚道がなく高低差も大きい（32 m）ため、下流

からダム貯水池に遡上し、産卵することは不可能である。これらのイトウは産卵期の約 2週間をこの導流提で過ごした

後、5月中旬には声問川下流、さらには海に下ってゆくものと推察される。ダム下流から河口に至る経路にはイトウの

良好な産卵環境はほとんど存在しない。本項の目的は、北辰ダムに陸封されたイトウの生活史、特にその産卵回遊の実

態を解明すること、また彼らの母川回帰性を定量的に評価すること、そしてダム放水口に集結するイトウが、実は稚魚

のころにダムから海に下り、成熟したタイミングで産卵回帰した個体であるという仮説、すなわちダム建設後 40年近

く経過した今もイトウが降海性と母川回帰性の本能を失っていないとする仮説を検証することである。 

河川の下流域では、淡水水資源の水質確保のため塩分遡上の防止、淡水水資源の水量確保、降水時における洪水防止

等の防災効果等を目的とした河口堰が国内各所に設置されている。河口堰は河川最下流に位置する河川横断工作物であ

り、水質構造、底質構造、生物相の各分野で流域の森里川と海とのつながりを分断しかねない側面を備えている。瀬戸

内海にそそぐ太田川は広島県最西端を最上流とし、広島県西部の複数の河川と合流しつつ政令市広島市の市街地を通過

して広島湾に注ぐ、幹川流路 103km、流域面積 1,710km2の一級河川である。16世紀に三角州の上に広島城が築城され

て以降、当地では市街地の防災対策が懸案であり、20世紀に入って第二次大戦を挟みながらも 30年の年月をかけ 1968

年に市街地西端に沿った二本の派川を基に直線的に河道整備された太田川放水路が完成した。残された市内派川、西か

ら天満川、本川（旧太田川）、元安川、京橋川、猿猴川の 5河川は分流したまま市街地を蛇行しながら流下している。

太田川放水路と本川（旧太田川）の分派点直下には洪水調整を目的とした 2つの河口堰、大芝水門及び祇園水門が設置

され淡水流下量が制御されている。平常時、市内派川側の大芝水門は全開とし、市内派川に約 9割、放水路に約 1割が

分派されている。洪水時（分派点直上の流量が約 400m3/s以上）は、放水路側の祇園水門が開放され全流量の半分強を

放水路に流下させる運用となっている。本項では水質構造の特徴としての塩分環境、底質構造の特徴として泥質域の分

布状況に着目し潮汐変動が水質及び底質構造の形成に及ぼす影響を検討する。併せて生物相調査を実施して河口堰の存

在が下流域における生物多様性に及ぼす影響を確認する。放水路の建設や河口堰の運用が流域と海における連結性へ及

ぼす影響、地域の生物多様性と水資源、防災、水産といった生態系サービス間の相互関係を評価する。 

陸域と海域の生態系を繋ぎ、我々日本人にとって伝統的にも非常に馴染みが深い魚種であるニホンウナギ。しかし現

在、乱獲や生息域の劣化に加え森里川海のつながりの脆弱化等がニホンウナギを絶滅の危機に追い込んでいる。本項の

目的は、ニホンウナギの資源量の回復に加え、流域圏における生息適地と移動環境を保全・復元する事である。そして

一連の活動の先には、ウナギ類を含む多くの絶滅危惧種の存在と人間の社会活動とがしなやかに調和した「自然共生社

会」の実現を目指している。 

 

2.5.3.2 方法 

河川横断工作物がサケ科魚類などの回遊魚へ与えた影響探索に関する研究方法は以下の通りである。イトウの個体レ

ベルの回遊履歴の再構築のため、耳石に蓄積したストロンチウムの安定同位体比（87Sr/86Sr）を解析した。そして個体

群レベルの回遊行動の解明のため、受動無線周波標識（passive integrated transponder、通称 PITタグ）を用いた行動追跡

を実施した。耳石サンプルは、北辰ダム流入河川、声問川支流、隣接する猿払川支流など 11地点から採集したイトウ

稚魚（25個体、年齢 1+、2+）、また河口周辺の海域で漁師が捕獲したイトウ成魚（声問川 3個体、猿払川 2個体、年

齢 9+から 25+）から摘出し、切断、研磨した試料をレーザーアブレーションの接続されたマルチコレクター型 ICP質量

分析計により分析し、成長に応じて変化する Sr同位体比プロファイルを取得した。稚魚の耳石から計測した同位体比

を基に線形判別関数を求め、稚魚の採集地点を逆推定し、その精度をジャックナイフ法により評価した。また得られた

判別関数をイトウ成魚（の同位体比）に適用し、これら海で捕獲された個体が誕生した河川、地域を推定した。バック

グラウンド情報として声問川と猿払川流域の 30地点から河川水を採取し、同じく Sr同位体比を測定した。猿払川上流
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に 2016～2018年の期間に産卵遡上したイトウ親魚 123尾を捕獲し、PITタグを装着後、再放流した。2018～2019年の 2

年間の繰り返し産卵率や同一支流への回帰率を推定した。合わせて、釣り人などからの情報提供を期待して、捕獲した

すべてのイトウに外部標識（固有番号のついたプラスチック製のタグ）を装着し、ポスターを貼るなどして一般市民に

協力を求めた。 

河川下流域における流域と海との関係探索のための研究方法は以下の通りである。河口堰管理によって平時に淡水供

給が制限されている広島県太田川放水路と淡水供給が豊富な太田川の市内派川の一つである京橋川の比較を行うため、

水質構造が潮汐によって大きく変化する大潮時と影響が小さい小潮時に水質変動調査を行った。上流から下流にかけて

の 8地点で多項目水質計を用いて塩分、濁度、水温等の鉛直分布を調査した。併せて 1970年以降毎月 2回、高潮時と

低潮時に広島県によって監視されている塩素イオン濃度の時系列解析を行った。太田川放水路での観測地点は河口堰か

ら約 5.3km下流で海への接続地点からは約 3.7km上流の旭橋、京橋川における観測地点は海への接続地点から同じく約

3.7km上流の御幸橋を選んだ。底質構造の調査も太田川放水路と京橋川で実施した。太田川放水路の調査地点は分流点

の祇園水門から河口までの 4地点、京橋川では上流の分流点から下流の元安川との合流点までの 6地点とした。干出中

の干潟汀線付近の表層（約 5cm層）を採取し混合試料とした。クロロフィル量の試料は別途表層 1cm層を採取した。

試料採取は 1地点 3か所で実施した。泥温、酸化還元電位等は現地で干潟表面から 5cm程度の深度で測定した。採取試

料は実験室にて含水率、強熱減量（IL）、粒度分布、硫化物、全有機炭素（TOC）、全窒素（TN）及びクロロフィル

を測定した。含水率、IL、TOC及び TNは底質調査方法に従い測定した。クロロフィルは Lorenzenの方法によりクロロ

フィル aとその分解生成物であるフェオフィチンをそれぞれ測定した。底生生物相調査は太田川放水路 4地点と京橋川

4地点に加えて、分流地点の河口堰に隣接する上流側においても実施した。調査は夏季の大潮最干潮時の汀線付近で行

い、25cm四方のハンドマッキン採泥器（採集面積: 0.125m2）で 1地点 2回採集した。 

流域圏におけるニホンウナギ資源回復のための研究方法は主に次の 3点である。1）ニホンウナギの生息状況に関す

る最新の実態把握と有効なモニタリング技術の確立。2）資源量の減少要因の分析と具体的な適応策の検討。3）先のニ

つの知見を基礎とした流域生態系の保全・復元のための具体的な施策提言。1）の生息実態把握においては、既存の魚

類調査データ（自然環境基礎調査（環境省）、河川環境データベース（旧；水辺の国勢調査、国土交通省））に加え、

新たに環境DNA分析の結果を統合化しGISデータベースを拡充した。これらのオリジナルデータには位置情報の他、

調査年月日が記録されており、その情報を基にウナギ生息状況の時空間的な変化を解析した。具体的には GISを用いて

全捕獲データを 2次元的に地図化し、捕獲年別に生息の有無を分離した（1910～1990年 vs 1991～2002年）。この結

果、日本全体のウナギがいつからどの地域で捕獲されなくなったのか、時空間的に解明する事が可能となった。2）の

資源量の減少要因の解明では、環境DNA分析による調査結果を順次追加する事で淡水魚類データベースを拡充し、ニ

ホンウナギのみならず他の水生生物に関しても存在（又は不在）確率の高い地点を検出した。更に既存の魚類調査結果

（1991～2001年）と環境DNA分析結果（2017～2019）を比較し、この期間内で生息情報が消滅した地点を特定し、こ

れらの地点を 2次元的にGIS上で可視化し、生息地の劣化地点として対応策を検討した。 

2.5.3.3 結果と考察 

北海道の声問川と猿払川から採集したイトウ稚魚は、ストロンチウム同位体比を基に 88%の個体が採集地域に正し

く判別され、推定した判別関数の精度が十分に高いことが示された。北辰ダム流入河川で捕獲したイトウ稚魚はすべて

がダム湖に陸封されたイトウの親から生まれたこと、一方で声問川の支流と猿払川で捕獲した稚魚は海で成熟した親か

ら生まれたことが、同位体比プロファイルから明確に示された。そして声問川河口付近で捕獲された 3 尾のイトウのう

ち 2 尾（年齢 9+、11+）が、判別関数分析により北辰ダム上流で生まれた個体であると判断された。つまりダム湖のイ

トウ個体群は従来考えられていたように完全に陸封されておらず、一部が海に下り成長していると考えられる。2018

年に PIT タグを装着したイトウは 105尾であり、そのうち 73尾が翌 2019年に産卵遡上を繰り返した。この繰り返し回

帰率（69.5%）は他のサケ科魚類にも例がないほど高い値であった。支流ごとの回帰率も 50～87%となり（図 81）、イ

トウが極めて高い精度の母川回帰性を持つサケ科魚類であることが示唆された。繰り返し回帰率は、大型のメス、また
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前年の春により多くの支流で産卵した親魚（産卵河川をよく知る親魚）で高かった。この事実は、サケ科魚類の母川回

帰が稚魚期のみの「嗅覚による刷り込み」によって説明されるとする定説に一石を投じるものである。一方、支流ごと

の母川回帰率は、より多くの個体が遡上した支流で高かったことから、もうひとつの有力仮説であるフェロモン仮説を

支持した。全 123 尾の標識魚のうち 16 尾がその後、河口付近で再捕獲されたとの釣り人による情報提供があった。多

くの個体が産卵後間もない 5～6月に釣獲されたこと、また半数の 8 尾は釣獲された翌年あるいは翌々年に再び産卵を

行ったことがわかった。 

 

 

図 81 イトウによる支流ごとの母川回帰率（繰返し産卵率）。 

カッコの中は 2018年に遡上したイトウの個体（分母）のうち 2019年に再び遡上した個体数（分子） 

 

以上、北辰ダム湖に生息するイトウの一部が降海すること（耳石の Sr同位体比分析）、そしてイトウにきわめて高

い母川回帰性のあること（PITタグ）を合わせて考えると、北辰ダム下流の放水口に毎年集結するイトウは、産卵のた

め海から母川回帰した親魚が、魚道の無いダムに行く手を阻まれ立ち往生している個体であると結論できる（図

82）。強い降海性と母川回帰性を有する個体（遺伝子）が何世代にもわたり選択的にダム湖から失われてゆくことは、

北海道の数少ない安定個体群である北辰ダムのイトウの将来を考える上できわめて憂慮すべき事象である。 

 

 

図 82 ダム建設前の本来の回遊（左）、ダムによる陸封で想定された回遊（中）、 

本研究から分かった実際の回遊（右） 

 

86.7% (= 13/15)

50.0% (= 5/10)

62.5% (=5/8)

82.4% (= 28/34)

想定された回遊 実際の回遊本来の回遊
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広島県の京橋川では河口から塩水楔が観測され、底層を高塩分水が遡上する縦断分布が確認された。河口干潟の塩分

は潮位と河川流量によって制御されており、平常時には潮汐の干満に応じて海水と淡水が流出入し、出水時には潮汐に

関わらず常時淡水で満たされた。塩分変動は上流と下流のいずれも 0から約 30psuまで大きく変化したが、堰直下の干

潟は低塩分水に、河口に近い干潟は高塩分水に覆われる頻度が相対的に高かった。対して太田川放水路の河口干潟で

は、平常時の堰直下では京橋川と同様に潮汐と河川流量の影響を受け干潟直上水の塩分濃度は大きく変動したが、河口

干潟はほぼ海水で満たされ、干潮時にのみ断続的に流入淡水の影響が検出される程度であった。出水時には祇園水門が

全開となり、放水路から塩水は海に放出され流下した淡水で満たされていた。濁度については水柱の深浅に関わらず塩

水楔の先端部で高く、海水淡水の混合に伴う懸濁物のフロック化が認められた。干潮時には淡水流下が卓越し、河口側

を中心に高濁度水の集積が検出された。小潮時は干潮であっても河道に海水が残留するため河口側での高濁度水集積は

検出されなかった。太田川放水路と京橋川における底質構造は、こういった粒径の小さい泥分の挙動と物理的攪乱の影

響を反映したものになっていた。放水路では陸域からの有機物供給が少ない上に出水時の開門による物理的攪乱で堰直

下から河口まで底質の有機物や栄養塩濃度は一様に低く、全域で酸化的な砂質干潟が形成されていた。一方、京橋川で

は平常時に感潮域が形成され、上流から下流に砂質から泥質へと底質が順に変化し、下流域には有機物や栄養塩類が極

大となる集積場が存在し還元的な泥質干潟が形成されていた。底質のC/N比分析結果から、放水路では全域に新鮮な

有機物が堆積していること、市内派川では上流で主として新鮮な有機物、中～下流域では C/N比が大きい陸域起源あ

るいは植物プランクトン起源でも十分に分解の進んだ底質が泥質となって堆積していることが推測され、炭素貯留ポテ

ンシャルが高いことが明らかになった。底生生物相については、感潮域が形成される京橋川では海水種・汽水種が共存

したものの全体に個体数密度が低かった（図 81）。最下流のやや手前でヤマトオサガニ、ニホンドロソコエビといっ

た泥場を好む種が、堰直下ではヤマトシジミが優占した。一方、平時に淡水供給が少なく砂地が広がる太田川放水路の

干潟には広域でホトトギスガイ、マテガイ、アサリ、コケゴカイなどの主に海水種が優占し個体数も極めて多かった。

一方、堰の直上直下では個体数も極めて少なく汽水種ヤマトシジミについてもごくわずかに出現が確認されたのみであ

った（図 83）。 
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図 83 上は京橋川、下は太田川放水路で確認された底生生物。 

グラフは個体数密度、表は優占 3種、カッコ内は個体数密度。調査地点はグラフ及び表の右から 

河口堰直上、河口堰直下、市内を流下する二点を経て左が河川最下流に位置する干潟。 

 

以上のように河口堰の有無が潮汐変動に伴う水質構造、底質構造、生物分布の特性に大きく影響していることを明ら

かにした。さらに、太田川放水路と京橋川における塩分濃度の長期変動を検討したところ、年平均値には明瞭な変動傾

向が得られなかったが、京橋川の御幸橋では低潮時の年平均値が大幅に上昇していた。このことは低潮時に市内派川か

ら海水が吐出しきれずに河道に滞留していることを示しており河床高の上昇現象ともよく一致した。他方、攪乱によっ

て河床高が維持されていると推測される放水路では市内派川ほど変化は大きくなかった。市内派川では当該期間の 7～

9月に、放水路では 8～9 月に塩素イオン濃度が長期的に明瞭に低下し、気候変動等に伴う降雨出水増加の影響と市内

派川への影響がより大きいことを明らかにした。 

図 84は全国のニホンウナギ生息地の時空間変化であり、淡水魚類調査地点の中からニホンウナギが捕獲された地点

を選択し地図化したものである。ニホンウナギが捕獲された全地点を黄色の丸印で示し、次に 1991～2001年までに生

息が確認された地点については緑の丸印を重ねて表示した。淡い緑は自然環境保全基礎調査のニホンウナギの生息地

点、濃い緑は河川環境データベースの生息地点である。つまり地図中の黄色のポイントで示した場所がニホンウナギ生

息地の主な減少地域である。これらの場所は何らかの理由で生息環境が変化し、特に 1991年以降ニホンウナギの生息

適地（環境条件）が喪失したと考えられる。ここでニつのデータの境界の年を 1990年とした根拠は IUCNカテゴリー

決定におけるニホンウナギの 3世代時間を約 30年と想定した為である。 
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図 84 全国を対象としたニホンウナギ生息地の時空間変化。1990年以前と 1991～2002年の生息地情報の比較 

図 85に本サブプロジェクトの結果として作成された、瀬戸内海地域におけるニホンウナギの生息地点の地評価地図

を示す。同様に淡い緑と濃い緑の地点は自然環境保全基礎調査（1991～2000年）と河川水辺の国勢調査（1991～2002

年）におけるニホンウナギの生息地点である。 

更にこの地図では、環境DNAによる解析結果（在/不在）を、上記の実際の野外調査結果に重ねている。赤い地点は

環境DNA分析の結果において「陽性=在」を示した地点である。つまりそれらの地点では、2017～2019年の調査期間

にニホンウナギが生息していた可能性が高い。一方逆に、赤枠のみの地点は、環境DNA分析において陰性（＝不在の

可能性が非常に高い）であった場所である。これらの結果から、我々は赤い枠で囲まれた緑（淡い緑と濃い緑）の地点

が何らかの要因で近年ニホンウナギの生息地環境が劣化した場所であると判断した。 

図 85 瀬戸内海流入流域圏を対象としたニホンウナギの生息地点の評価。 

生息地調査（1991～2001年）と環境 DNA分析結果（2017～2019年）の比較 

2.5.3.4 まとめ 

本課題では、河川上流、中流、下流の各地域で河川横断工作物等の設置による人為的改変を受けた流域生態系とし

て、北辰ダムが設置された北海道声問川流域、放水路整備と河口堰管理が行われている広島県太田川流域、そしてニホ

ンウナギの生息適地と移動環境となる国内各所の流域圏を選び、河川と海との間の物質や生物の移動、そしてそれを支

える生息環境のつながりに着目し、改変による回遊性魚類や汽水域生物への影響を評価した。 
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絶滅危惧種イトウの行動に関する研究を通じて、ほとんど知られてこなかった回遊生態の一部が解明された。また稚

内市民の飲料水源で、これまでイトウの聖域として知られていた北辰ダムが、本種の供給源となり声問川流域のメタ個

体群構造を下支えしている可能性が示された。しかし、魚道のない北辰ダムからはこれまで 40年近くにわたり本種

が、中でも降海性を司る遺伝子を持つ個体が選択的に淘汰され続けてきたことが研究から示唆されている。飲料水源と

いう生態系サービスの持続的利用と、北海道を代表する希少種イトウの保全とを両立させるダム湖管理、河川管理を関

係機関とともに模索する必要があることを明らかにした。 

太田川放水路と市内派川における水質構造、底質構造と生物種分布に関する調査、研究を通じて、水害防止のために

作成された放水路が、埋立で失われて続けてきた砂質沿岸を河岸に再形成したことで太田川河口域全体における生物多

様性の保全と回復に貢献していること、併せて市内中心部を流下するにもかかわらず蛇行河川が市内派川として現在で

も保持される一因となっていることを明らかにした。その結果、広島市の太田川デルタを対象とした「水の都整備構

想」による社会基盤整備がなされており、こうした効果は社会に広く周知する必要がある。一方で改変度の低い市内派

川は、気候変動に伴う海面上昇や出水増加の影響をその水質構造に顕著に現しており、汽水性生物であるシジミ等有用

種から得られる生態系サービスは大きな負の影響を受ける。今後は河口堰の運用方法や新たな水産資源の開発も必要と

なることが予想された。 

ニホンウナギが海洋生態系と陸域生態系の 2つの異なる系を利用する以上、その両生態系の健全性がニホンウナギの

生活史全体の保全に必要であることは明白である。今回我々は魚類の生息データや流域圏の環境要因を用いた時空間的

な生息地評価を行い、ウナギ生息地の広域的な時空間的変容の把握を行った。 環境DNA分析は特に夜行性生物を対象

としたモニタリング等に非常に有効なツールであり、ニホンウナギのみならず過去に捕獲困難であった絶滅危惧種につ

いても生息環境を検出することが可能となった。この結果、淡水魚類全体の種多様性の評価が高度化された。環境

DNA分析という高感度の現地調査技術を応用した結果、複数の地点で絶滅危惧種の在/不在情報が得られたが、個々の

生息地の劣化要因は複合的であり、現時点で、要因を一般化する事は非常に困難である。しかし、河川横断構造物等に

よる移動阻害に加え、水質の汚染、河畔林や隠れ家等の生息地の消滅、餌生物の資源枯渇等の要因は無視できない状況

にあると考えられる。ここで我々が再認識すべきは、「個々のケーススタディにおいて因果関係が完全に証明されるま

で対応策を講じない（行動を先延ばしする）という判断は、将来的に不可逆的な過ちを招く可能性が非常に高い。」と

いう事である。これらを踏まえ、生息地劣化地点において継続的にモニタリングを行い、要因の解明と生息地復元策の

検討を継続的に行うことが必要である。 
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